
●発行所
株式会社ワコー

通巻166号

編集／一般社団法人全国地質調査業協会連合会

小
特
集
　
　
生
成
系
Ａ
Ｉ
と
の
付
き
合
い
方

　
第
２
号（
通
巻
１
６
６
号
）

’25

地
質
と
調
査

令和7年11月10日印刷　令和7年11月20日発行 ISSN  0913－0497

2025

（通巻166号）
第2号
Japan Geotechnical
Consultants Association

巻頭言

社会の最底辺のインフラは
地形と気象である

総論

生成AIは土木事業を変える

大西 有三
 京都大学名誉教授，国土地盤情報センター 理事長

 国立大学法人愛媛大学大学院地域レジリエンス学環客員教授，
気象ビジネス推進コンソーシアム人材育成WG副座長

越智 正昭

地質分野における生成AIの
活用事例と展望
…………………………………… 小山 倫史

生成AIの活用による有益性
…………………………………… 北岡 貴文

気象分野におけるAIの現状
AIをベースにした社会を想像してみる
……………………………………… 石河 大

生成AI「αGeAI」の紹介
……………………………………  山崎 廣二

オープンソースGPTとRAGで作る
自分専用AI知識システム
……………………………………  松岡 俊文

IoTセンサ・気象データを用いた
MLモデルと生成AIによる
斜面動態予測：現状と展望
……………………………………  安原 英明

やさしい知識

生成AIの能力と地質・地盤分野への期待
………………………………………… 全 邦釘

基礎技術講座

路面下調査技術の標準
－地中と地上の3次元データ一元化技術へのAIの活用－

…………………………………………  篠原 潤

教養読本

AIの発展の歩み
……………………………………… 米倉 達広

小特集  生成系AIとの付き合い方

●発行所
株式会社ワコー

通巻166号

編集／一般社団法人全国地質調査業協会連合会

小
特
集
　
　
生
成
系
Ａ
Ｉ
と
の
付
き
合
い
方

　
第
２
号（
通
巻
１
６
６
号
）

’25

地
質
と
調
査

令和7年11月10日印刷　令和7年11月20日発行 ISSN  0913－0497

2025

（通巻166号）
第2号
Japan Geotechnical
Consultants Association

巻頭言

社会の最底辺のインフラは
地形と気象である

総論

生成AIは土木事業を変える

大西 有三
 京都大学名誉教授，国土地盤情報センター 理事長

 国立大学法人愛媛大学大学院地域レジリエンス学環客員教授，
気象ビジネス推進コンソーシアム人材育成WG副座長

越智 正昭

地質分野における生成AIの
活用事例と展望
…………………………………… 小山 倫史

生成AIの活用による有益性
…………………………………… 北岡 貴文

気象分野におけるAIの現状
AIをベースにした社会を想像してみる
……………………………………… 石河 大

生成AI「αGeAI」の紹介
……………………………………  山崎 廣二

オープンソースGPTとRAGで作る
自分専用AI知識システム
……………………………………  松岡 俊文

IoTセンサ・気象データを用いた
MLモデルと生成AIによる
斜面動態予測：現状と展望
……………………………………  安原 英明

やさしい知識

生成AIの能力と地質・地盤分野への期待
………………………………………… 全 邦釘

基礎技術講座

路面下調査技術の標準
－地中と地上の3次元データ一元化技術へのAIの活用－

…………………………………………  篠原 潤

教養読本

AIの発展の歩み
……………………………………… 米倉 達広

小特集  生成系AIとの付き合い方





’25　第 2号（通巻 166 号）

目 次 CONTENTS目 次 CONTENTS

巻頭言

総論

小特集

養教読本

やさしい知識

基礎技術講座

私の経験した現場

大地の恵み

各地の博物館巡り

各地の残すべき地形・地質

研究所からの報告

地質だより

 社会の最底辺のインフラは地形と気象である

	 越智 正昭

 生成 AI は土木事業を変える	

	 大西 有三

■ 生成系AIとの付き合い方

 気象分野における AI の現状
    AI をベースにした社会を想像してみる	 石河 大

 地質分野における生成 AI の活用事例と展望	 小山 倫史

 生成 AI の活用による有益性	 北岡 貴文

 オープンソース GPT と RAG で作る
    自分専用 AI 知識システム	 松岡 俊文

 IoT センサ・気象データを用いた ML モデルと
     生成 AI による斜面動態予測：現状と展望	 安原 英明

 生成 AI「αGeAI」の紹介	 山崎 廣二

 AI の発展の歩み	 米倉 達広

 生成 AI の能力と地質・地盤分野への期待	 全 邦釘

 路面下調査技術の標準  －地中と地上の
    3 次元データ一元化技術への AI の活用－	 篠原 潤

 調査結果の再検討によるコスト縮減等の
    事例紹介	 近藤 敏光

 大山の水 ～鷹勇の伝統を守る天然水～	 尾崎 浩一

 石川県金沢市 石川県立自然史資料館	 鬼頭 雄也

 津波石と津波防災 －自然の記憶と未来への教訓－
	 森 翼

 京都大学防災研究所（前編）	 林 宏一

……  1

……  5

…… 12

…… 17

…… 24

…… 30

…… 37

…… 41

…… 45

…… 52

…… 57

…… 61

…… 66

…… 68

…… 70

…… 72

…… 76
…… 77
…… 78
…… 78

…… 79
…… 80
…… 80
…… 81

▪ 地質調査技士資格検定試験 受験資格の変更（令和 8 年度適用開始）

▪ 令和７年度 全地連資格検定試験の実施結果について

▪ 全地連「技術フォーラム 2025」の開催結果について

▪ 「応用地形判読」基礎技術講習会の開催結果

▪ 「発注者・若手技術者が知っておきたい地質調査実施要領」
　 解説講習会の開催結果

▪ 「道路防災点検技術者講習会」の開催結果

▪ 全国標準積算資料（土質調査・地質調査） 令和７年度版の発行について

▪ 「地質リスク実務講習会」開催結果

� 国立大学法人愛媛大学大学院地域レジリエンス学環客員教授，
気象ビジネス推進コンソーシアム人材育成WG副座長

� 京都大学名誉教授，
国土地盤情報センター 理事長



既刊情報

次号予告

2026 年　第 1号（通巻 167 号）　内容（予定）　令和 8年 4月発行予定

小特集テーマ ：地質調査業の魅力
〜若手エンジニアが語る多様な経験と豊かなライフスタイル〜

下記の「地質と調査」は，次の URL または QR コードから，どなたでもご覧いただけます。

● 掲載概要

     2000 年第 1 号（通巻 83 号）～ 2005 年第 4 号（通巻 106 号）➡  メインテーマのみ

     2006 年第 1 号（通巻 107 号）～ 2013 年第 1 号（通巻 135 号）➡【会告】を除くすべてのページ

     2013 年第 2 号（通巻 136 号）以降  ➡  すべてのページ

※ Web 掲載版の「地質と調査」はカラーで閲覧いただけます。

通巻 発行年月 メインテーマ

156 号 2020 年 11 月 小特集：防災・減災 −豪雨災害の被害軽減に向けて−

157 号 2021 年   4 月 小特集：地図データの活用

158 号              11 月 小特集：物理探査が拡げる地質調査

159 号 2022 年   4 月 小特集：堆積物の科学

160 号              11 月 小特集：�DX

161 号 2023 年   4 月 全地連創立 60 周年記念号

162 号              11 月 小特集：�地質の愉しみ方  − 食と旅と地質 −

163 号 2024 年   4 月 小特集：アウトリーチ −地学の魅力を広げる新たな展開−

164 号              11 月 小特集：�鉱物と宝石 −身近な地質とのかかわり−

165 号 2025 年   4 月 小特集：地下水の奥深さ −科学から文化まで−

166 号              11 月 小特集：�生成系 AI との付き合い方

● 最近の発刊

全地連の機関誌「地質と調査」

https://www.zenchiren.or.jp/jgca_geo-se/

＊編集方針により小特集テーマは変更となる場合があります。



2025 年第 2 号（通巻 166 号） 1

1. 建築・土木業界における AI 活用の動き

　AI （Artificial Intelligence: 人工知能）技術の発
展により，さまざまな業界で AI や機械学習の活用
が進んでいる。日常生活でも AI と触れ合う機会が
増えてきていて，今後もますます身近な存在にな
ることは間違いのないことである。そんな身近な
存在になってきている AI であるが，近年では建築・
土木業界でも導入の動きが活発化してきている。

１.1  建築・土木業界が抱える深刻な課題
　建築・土木業界に AI を導入することで，どのよ
うな効果が出てくるのかについて，まず建築・土
木業界が抱える大きな課題から考察する。

① 慢性的な人材不足
　建築・土木業界が抱える大きな課題の一つに，
慢性的な人材不足がある。少子化の影響でさまざ
まな業界での労働者不足が問題となっているが，
特に建設業界や土木業界においては人材不足が深
刻である。この人材不足は技術者不足にも直結す
る。近年，技術者や資格保有者が減少することで，
工事自体を受注できなくなる企業や，仕事はあっ
ても業務縮小せざるを得ない企業も出てきている
とも聞いている。そのため，最近では AI の活用に
よって人手不足を補おうとする動きが進んでいる。
② 従業員の高齢化
　建築・土木業界の抱えるもう一つの課題に，従
業員の高齢化がある。国土交通省によると 2021 年
の建設業就業者は 55 歳以上が 35.5％，29 歳以下が
12.0％という割合で，高齢化が進行していることが
分かる。建設・土木業就業者において高齢化が進

んでいる中，現在のベテラン層の社員が退職する
とさらに人材不足は深刻化することになる。近年，
若者が働く上で重視するのは多様な働き方ができ
る環境や充実した福利厚生などの条件といった傾
向が強いため，建築・土木業界でも働き方改革を
進めていくことが喫緊の課題となっている。

１.2  建築・土木業界で AI を活用するメリット
　上記で述べた課題を解決するための有効な手段
としての AI 導入のメリットについては，以下のよ
うなことが考えられる。

① 業務効率化による生産性向上
　AI を活用することで，業務を効率的に行うこと
が可能となる。たとえば，職人の技術や経験，勘
に頼っていた作業も AI を活用することで，その時
の気温や湿度など現場の環境や材料の具合などさ
まざまな情報を瞬時に判断して，適切な工程を再
現することが可能となる。くわえて，技術レベル
の個人差の解消にも繋がり，生産性向上が期待で
きるとともに，人材不足の解消を解決することに
も繋がると期待できる。
② 作業の自動化によるコスト削減
　AI 活用によって，今まで属人化していた単純作
業や定型業務を機械が自動で処理できるようにな
ると期待できる。業務によっては少人数でも滞り
なく進むようになり，労働力不足の解消にも繋が
ることになる。くわえて，労働時間の短縮にも結
びつくため残業代や休日手当の発生を抑え，コス
ト削減も期待できる。
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2. 社会の最底辺のインフラは地形と気象

　このように建築・土木業界における課題解決の
ために導入が期待されている AI ではあるが，た
だ AI ツールを導入すればすぐに効果が現れるとい
う単純なものではないということに留意する必要
がある。図 1 はデジタルビジネスを模式的に表し
た図である。デジタルビジネスとは，デジタル技
術によって現実社会を写し取り，推論や学習を通
じて導出された成果をフィードバックさせること
によって，新しい価値を提供するビジネスのこと
である。デジタルビジネスにおいて AI と並んで重
要な要素と位置づけられるのがビッグデータであ
る。ビッグデータとは，人間や従来のデータ処理
ツールでは扱いきれない，「量（Volume）」，「速度

（Velocity）」，「多様性（Variety）」が非常に大きい
デジタルデータ群のことで，近年では，さらに「正
確性（Veracity）」と「価値（Value）」を加えた「5V」
で特徴づけられて呼ばれることも多くなっている
が，このビッグデータと AI とは相互に依存し，補
完し合う関係にあると言える。ビッグデータは AI
が学習するための膨大なデータを提供し，AI はビッ
グデータから隠れたパターンや異常を見つけ出し，
高精度な予測や分析を可能とする。この連携によ
り，より深いインサイト（洞察・発見）の抽出，
精度の向上，さらには手作業では不可能な高度な
分析の実現が行え，ビジネス上の課題解決や意思
決定，新たなサービスの創出などに活用すること
が可能となる。

　私は 15 年間気象情報会社の代表取締役社長を務
めさせていただいた経験を通して，「社会の最底辺
のインフラ（社会的経済基盤）は地形（地質や海
流を含む）と気象（気候・地震や火山噴火等の地象
を含む），すなわち自然事象・環境である」という
基本的な考え方を持っている。この地形と気象が

その土地に暮らす人たちすべての営みに大きな影
響を与え，その場所その場所の経済や社会，さら
には文化や歴史でさえも，すべてはこの地形と気
象をベースとして成り立っていると言う考え方で
ある。まさに“風土”と呼ばれる言葉に代表され
る通りである。そもそも私達が暮らす日本国の風
土は，南北に細長い島国であることによる亜寒帯
から亜熱帯に及ぶ気候の多様性，モンスーンの影
響を受けた四季の明確な変化（夏の高温多湿と冬
の寒冷），そして国土の大部分を占める山地と，こ
れらがもたらす豊かな森林と水資源が特徴である。
この自然条件の中で，水田稲作を中心とした集約
的な農業が発展し，人間が自然の恵みと厳しさを
克服して共存してきた歴史が，日本の風土を形成
している。そしてこの地形と気象といった自然事
象・環境に関しては古代からさまざまな形で測量
や調査，観測が行われており，これまでに天文学
的とも言っていいほどの膨大な量のデータが蓄積
集約されているビッグデータ中のビッグデータと
も言うべき極めて重要な“資源”が眠っていると
考えている。近年，DX（Digital Transformation）
という言葉をよく目にする。この DX とは，AI や
IoT，ビッグデータ，クラウド等のデジタル技術を
活用してビジネスのあり方そのものを根本的に変
革し，企業文化や組織，プロセスを刷新すること
で企業の競争優位性を確立する動きのことである。
くわえて，DX は単に IT 技術を導入するだけでな
く，顧客や社会のニーズに対応した新しい製品，サー
ビス，ビジネスモデルを創出し，企業全体の価値を
高めることまでをも目的としている。先ほど私は「社
会の最底辺のインフラは地形と気象である」という
基本的な考え方を持っていると述べたが，この地形
や気象に関するビッグデータの活用は，まさに「DX
のフロントランナー」，「DX の“本流”」とも呼ぶ
べきものだと確信を持って思っている。
　この考え方を持って，私は気象情報会社の社長
在任 15 年間で，同社を単なる気象情報の提供会社
から，様々な課題を抱える顧客に対して気象デー
タを活用したソリューションを提供可能な会社へ
の大転換を行ってきた。そうした中で，私は 2016
年 10 月 24 日〜 27 日の 4 日間，アメリカ合衆国
ネバダ州ラスベガスで開催された「IBM World of 
Watson 2016 」と題したイベントに参加させてい
ただいた。ご存知のように IBM はアメリカ合衆国
ニューヨーク州に本社を置く世界最大の IT テク
ノロジー企業で，AI やクラウドサービス，コンサ
ルティング，システム導入・運用などの事業を幅
広く提供している。近年 IBM 社は同社が開発し

図 1　デジタルビジネスの定義
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た自然言語を理解・学習し，人間の意思決定を支
援する質問応答システム・意思決定支援システム

（Cognitive Computing System）『Watson』を核と
した AI 関連ビジネスに力を入れている。私が「IBM 
World of Watson 2016 」に参加した最大の理由は，
この 2016 年，IBM 社が同年度の Watson 関連の研
究開発投資約 30 億ドルのうちの 2/3 にあたる約 20
億ドルを投じて，アメリカ合衆国の気象情報会社

『The Weather Company （TWC）』を買収したと
いう衝撃的な情報を得たので，「IBM 社はどういう
理由で TWC 社を買収したのか」という真意を知
りたかったからである。その答えはラスベガスの
T-Mobile アリーナで開催された IBM 社の CEO（最
高経営責任者）であるジニー・ロメッティ（Ginni 
Rometty）女史によるイベント冒頭の基調講演の
中で聞くことができた。その基調講演の中で，彼
女は「今，世界中から注目を集めている IBM 社の
Watson であるが，Watson は人間の意思決定を支
援するための単なるツール（Cognitive Engine）に
過ぎず，Watson を導入しただけではその優れた
能力をほとんど発揮することはできない。その優
れた能力を持つツールを有効に活用するためには，
内部に魅力的なビッグデータを保有することが必
要となる。その魅力的なビッグデータというのが
気象データである。気象は世の中のあらゆる業種
業態のビジネス，さらには市民生活に深く関係す
る事象であり，この有効な気象データを確保する
ことは，IBM 社の今後の Watson 事業の展開にお
いて，極めて重要かつ魅力的なことである」と述
べた。これには約 2 万 5 千人収容の T-Mobile アリー
ナの満席の聴衆からはスタンディングオベーショ
ンが沸き起こったのであるが，その様子を目にし
て，私は「ヤバい。IT 業界における世界の巨人，
あの IBM が気がついて AI と気象ビッグデータの
密接な結合に具体的に乗り出した。これで時代は
確実に変わるな」と思ったことを今でも鮮明に覚
えている。

　ちなみに，IBM 社が保有していた TWC 社の資
産は 2023 年 8 月にテクノロジー事業企業との提携

を専門とする世界的な投資会社であるフランシス
コ・パートナーズ（Francisco Partners）社により
高額で買収されたが（契約の詳細は不明），IBM 社
は引き続き TWC 社の気象情報を引き続き活用し
ているようである。また，フランシスコ・パートナー
ズ社による TWC 社の買収は，気象ビッグデータ
の活用を IBM のみならず世界中のさまざまな企業
に展開することを目的とした戦略によるものであ
ることは容易に推察される。いずれにしろ，世界
では世の中の最底辺のインフラである地形と気象
のデータが持つ“価値”は，私達日本人が思って
いる以上に高く評価されており，その活用の幅は
社会の様々な業種業態に拡がっているようである。

3. 気象ビジネス創出コンソーシアムと
    地形・地質データ活用への期待

　「IBM World of Watson 2016 」からの帰国後，
私が真っ先に向かったのは気象庁長官室。当時の
橋田俊彦長官に「世界のビジネス界に大きな影響
力を持つ巨人（IBM）が私達と同じことに気がつ
きました。これで時代は確実に変わります。あの
計画を 1 日も早く実行に移さないといけません」
と申し上げ，その一言が背中を押すことになった
のかどうかは不明だが，約 3 ヶ月後の翌 2017 年
3 月 7 日に設立されたのが気象ビジネス推進コン
ソーシアム（WXBC）である。WXBC は産業界に
おける気象データの利活用を一層推進するととも
に，IoT・AI 技術を駆使し，気象データを高度利
用した新たなビジネスの創出をはじめ産業活動を
活性化するべく，従来の気象事業者に加えて情報
通信，農業，運輸，小売，保険など関係する産業
界や先端技術に知見のある学識経験者，関係府省
庁・地方公共団体を構成員とした産学官の連携組
織で，事務局を気象庁内に設けている。私は新た
なビジネスマーケットの創出は一民間企業の力だ
けでは到底限界があると感じ，それまでも気象庁
からの呼びかけに応じてこのような産学官の連携
組織の設立に向けての検討にご協力していたので，
設立発起人の 1 人に加えさせていただいた。現在
WXBC は産業界における気象データの利活用を一
層推進するため，産業界と気象サービスがマッチ
ングできる場（新規ビジネス創出 WG）と気象デー
タ利用のためのスキルアップができる場（人材育
成 WG）の 2 つの WG で積極的に活動を行っており，
変化の激しい現代社会において組織の成長を継続
するためには人材育成の強化が不可欠であると常
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写真　IBM World of Watson 2016
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日頃から感じていた私は，設立当初より人材育成
WG の副座長を務めさせていただいている。また，
WXBC 人材育成 WG の下部組織である農業分野勉
強会にも所属して，各作物の生育データや収量デー
タと過去の各種気象データからそれらの因果関係
を分析し，AI の活用・実装も視野にこれまで勘や
経験に頼っていたベテラン農家の営農ノウハウを
次世代に継承する仕組み作りの検討や実証にも参
加して取り組んでいる。
　また，WXBC と気象庁は，教育関連企業や大学
などとも連携し，企業におけるビジネス創出や課
題解決を支援するため，気象データとデータ分析
の知識を兼ね備え，気象データとビジネスデータ
を横断的に分析できる「気象データアナリスト」
の育成に積極的に取り組んでいる。
　2022 年からは，従来からのデータサイエンティ
スト育成講座の中から気象庁が制定したカリキュ
ラムガイドラインに準じた講座を「気象データア
ナリスト育成講座」として認定する制度を 2022 年
より運用しており，現在，受講を修了した人材が
次々と誕生してきている。
　これらの人材による気象データとビジネスデー
タの相関関係の分析結果は AI における教師データ
として大いに期待できるもので，今後気象データ
の AI への活用を大いに後押しするものと見込まれ
ている。
　設立時，有識者 5 人，49 会員でスタートした
WXBC であるが，設立から 8 年が経過した 2025 年
8 月現在では法人会員・個人会員・有識者会員合計
で 1,500 を超える会員数を抱える巨大組織にまで成
長していて，毎月のようにさらに会員数が増え続
けている状況である。DX 関連の産学官連携組織で
ここまで大きな組織は国内に他に例がなく，「社会
の最底辺のインフラは地形と気象」，「地形や気象
に関するビッグデータの活用は DX のフロントラ
ンナー」という基本的考え方が世の中で浸透しつ
つある証しであると私は推察している。
　社会の最底辺のインフラである“地形（地質を
含む）”と“気象”。ここまではそのうちの気象のデー
タに関する AI 活用の動きについて説明したが，地
形（地質・断層を含む）のデータにおいても同様
の動きが起こることを大いに期待しているところ
である。特に人々の生命と財産を守る“防災”の
分野においては気象データの活用だけでは不十分
で，どんな被害が発生するのかを予測するうえで
地形や地質の詳細なデータの活用は不可欠なもの
であると考えている。“災害”という字は“災い”
が“害”になると書く。圧倒的な破壊力を持って我々

に襲ってくる台風や大雨，地震等の“災い”であ
るが，それらの“災い”は“都市の脆弱性”と組
み合わさってはじめて“害”となる。その“都市
の脆弱性”を表す重要な指標となる基盤データの 1
つが地形や地質のデータである。このように防災
においては地形や地質の詳細なデータの活用の可
能性はまだまだ多く残っており，また，その“災い”
はいつ何処に襲ってくるか分からない部分も大き
く，生死を分ける瞬時の判断が求められることか
ら，それら地形や地質に関するビッグデータと AI
を活用した意思決定支援の仕組みの構築等が早期
に望まれるところである。
　最後に繰り返しになるが，地形や気象に関する
ビッグデータの活用は，AI 活用をはじめとした DX
のフロントランナーであることに間違いはない。

越智正昭 【プロフィール】
1956 年，愛媛県伊予三島市（現四国中央市）
生まれ。1978 年，広島大学工学部を卒業後，
日本電信電話公社（現 NTT）に入社。NTT
データに異動。本社営業企画部長としてグルー
プ全体の営業改革に従事。2003 年，NTT デー
タグループの気象情報会社である株式会社ハ
レックスの代表取締役社長に就任。社長在任
15 年間で，同社を単なる気象情報の提供会社
から，気象データを活用したソリューション
提供会社への大転換を行う。2018 年に社長
退任後は愛媛県内 7 つの大学におけるデジタ
ル人材育成関連の愛媛県寄附講座の総合プロ
デューサーのほか，気象ビジネス推進コンソー
シアム（事務局 : 気象庁）の副座長や愛媛デジ
タルデータソリューション協会（EDS）の会長，
愛媛大学大学院地域レジリエンス学環の客員
教授を務めている。

図2　“災い”を“害”にしないために
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 1   はじめに
　今日，日本におけるどの業界でも人手不足が深
刻化するなか，業務効率化の手段として「生成 AI」
の活用が避けて通れないテーマとなりつつありま
す。一方で，多くの中小企業では「使いこなせる自
信がない」「セキュリティが不安」といった声も根
強く，導入が進んでいないのが実情です。ところが，
生成 AI の恩恵を最も受けられるのは大企業ではな
く中小企業という意見も強く出されています。
　生成 AI は，単に業務を自動化するだけのツール
ではありません。人間の創造性や経験と掛け合わせ
ることで，これまで不可能だった新しい価値を生み
出す「共創」のパートナーと言われています。生成
AI を積極的に活用することは，生産性の向上，コ
スト削減，品質向上といった直接的なメリットだけ
でなく，より魅力的で持続可能な産業へと変革する
ための大きな一歩となります。熟練の技術者が持つ
知識と，生成 AI が持つ膨大なデータ解析能力が融
合することで，私たちは未来の社会を支える，より
強靭で，より効率的なインフラを創造できるのです。
もはや生成 AI は，未来の技術ではなく，今日の課
題を解決する現実的なソリューションです。
　今回の「地質と調査」の主テーマは，“生成 AI
との付き合い方”となっています。AI をテーマに
した「地質と調査」が最初に刊行されたのは，2020
年の 155 号で，テーマは”AI で地質調査はどう変
わるのか“でしたが，当時生成 AI は影も形もあり
ませんでした。その号で筆者が書いた文章は，要約
すると次のようなものでした。
　「建設分野で AI を活用するには，質と量の整っ
たデータが不可欠ですが，現状はビッグデータ不足
や紙媒体による非統一的な管理が課題となっていま

す。導入を成功させるには，外部コンサル任せでは
なく，業界の技術者が主導して目的を明確化し，既
存データの活用や新たな収集方法を検討することが
必要です。特に地質調査業では，ドローンによる地
形判読やボーリングデータ解析など大きな可能性が
ある一方，高品質で統一された教師データが不足し
ており，欠陥のあるデータでは AI は正しく機能し
ません。AI は有用なツールであるものの過信は禁
物であり，業界全体でデータ整備を進め，技術者が
主体的にその重要性を理解して取り組むことが欠か
せません。」
　以上の要約文章の内容は，現在の建設業界ならび
に地質調査業界の状況を見ても，ほとんど変わらず
に状態が当てはまっているように見えます。すなわ
ち 2020 年からの 5 年間での AI 活用の進展は，あ
まり見られないということです。
　しかし，今日の状況を見ると，生成 AI ならびに
それに続く技術の発展は目を見張るものがあり，安
穏としていれば業界が置き去りにされてしまう危険
性があります。本稿では，生成 AI の発展の現状を
踏まえ，その光と影に建設業界ならびに地質調査業
界がどのような影響をうけるか，どのように対処す
べきかを考察します。

 2   生成 AI とは？
　従来の AI と ChatGPT のような生成 AI の最も大
きな違いは，「新しいコンテンツを創造できるかど
うか」という点にあります。従来のAIは，既存のデー
タからパターンを認識し，分類や予測を行うことを
目的としています。あらかじめ決められたルールや
アルゴリズムに従って，特定の課題を解く仕組みで
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す。例えば，迷惑メールの判別や画像に写っている
ものの識別，需要予測などがこれにあたります。「猫
か犬かを判別する」「交通量を予測する」「機械の故
障を検知する」といった用途が代表的で，答えも「分
類する」「最適化する」といった限定的なものが中
心でした。人間が事前に用意したルールやデータに
基づいて，決められたタスクを実行するものであり，
新しいものを生み出すことはできません。
　一方，ChatGPT のような生成 AI は，大量のテキ
ストや画像を学習しており，学習したデータから人
間が作ったかのような文章の要約や作成，オリジナ
ルの画像の生成，プログラムコードの記述，音楽な
どの新しいコンテンツを生成することを目的として
います。などが可能です。大量のデータを学習する
ことでそのパターンや構造を理解し，指示（プロン
プト）に応じて文章の要約やレポートの作成，図面
の説明，アイデアの提案といった「ゼロから生み出
す」ことが得意です。また，人間の自然な言葉で指
示できるため，専門知識がなくても扱いやすいのが
特徴です。
　簡潔に言えば，従来の AI が「分析・分類」に強
みを持つ「予測・判断ツール」であるのに対し，生
成 AI は「創造・生成」に強みを持つ「クリエイティ
ブツール」と言えます。
　まとめると，以下のように整理されるでしょう。

＜従来の AI ＞
◦ルールベース／タスク特化型
　◦�事前に設定されたアルゴリズムやルールに従

い，特定の課題を解く。
　◦�例：画像認識で猫か犬かを判別，交通量予測，

機械故障の検知など。
◦答えは限定的
　◦�「分類する」「最適化する」など決まった答え

を返すことが多い。

＜生成 AI（ChatGPT や Gemini など）＞
◦大規模データ学習／汎用型
　◦�膨大なテキストや画像を学習し，新しい文章・

画像・プログラムを生成できる。
◦創造的なアウトプット
　◦�文章要約，レポート作成，図面の説明，アイデ

ア提案など「ゼロから作る」ことが可能である。
◦自然言語で操作
　◦�人間の言葉で指示でき，専門知識がなくても扱

いやすい。

　生成 AI は登場以来着々と進化を遂げ，2025 年現

在の最新 AI は，従来の巨大モデル中心の流れから
効率化へ進み，小型でも高性能なモデルが登場し，
PC やモバイル端末でも実用化が進んでいます。テ
キストに加え，画像・音声・動画・コードも扱える
マルチモーダル型が主流となり，人間に近い形で情
報を処理できるようになりました。また，処理可能
な文脈は数百万語規模に拡大し，書籍や大規模資料
を統合的に理解可能です。さらに AI はエージェン
ト化し，人に密着した秘書のように情報収集から分
析，資料作成までを自律的に遂行できます。外部デー
タやユーザーの履歴を取り込み，常に最新で個別最
適化された応答を行える点も特徴です。こうして
最新 AI は効率性，汎用性，自律性を兼ね備え，人
間の知的作業を強力に支援する存在へ成長してい
ます。
　一方，土木・建設分野では 2025 年現在，試行錯
誤ながら生成 AI の活用が進んでおり，人手不足の
解消，生産性の向上，安全性強化などの課題解決に
貢献しつつあります。以下に，土木・建設分野での
利用に直結または応用可能な主要な生成 AI モデル
をピックアップし，表 -1 に示しました。
　さらに参考として，特筆すべき活用事例と技術動
向を下記に記述します。
　◦ �BIM/CIM との連携 : 3D モデル（BIM/CIM）

と生成 AI を組み合わせることで，設計初期段
階でのプランニングや構造検討が効率化されて
います。例えば，スケッチから建物の付属施設
を生成するツールなどが開発されています。

　◦�画像認識・解析 : ドローンやカメラで撮影した
現場写真・映像を AI が解析し，進捗管理，測量，
品質検査，安全管理（危険箇所・人物検知）を
自動化するソリューションが増加しています。

　◦�業務自動化 : 入札書類，報告書，図面チェック
など，膨大な事務作業を生成 AI が代行するこ
とで，大幅な業務効率化が実現しています。

　◦ �DX（デジタルトランスフォーメーション）の
加速 : AI の導入は，建設業界の DX を加速さ
せる鍵と見なされています。特に，技術継承，
人材育成，データ活用において，AI が中心的
な役割を果たし始めています。

 3   生成 AI は，土木関連事業の新たな
        未来を拓くか？
　土木業界は，今まさに変革の時を迎えています。
その中心となるのが，言うまでもなく突然花開いた
生成 AI（Generative AI）です。これまで人間の経
験と勘に頼ってきた多くのプロセスが，生成 AI の
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のです。
　最大の理由は，深刻化する労働人口の減少と技術
者不足です。国全体で少子高齢化が加速するなか，
関連業界でもベテラン技術者の引退が相次ぎ，若手
人材の確保が困難になっています。特に地質調査や
設計，維持管理といった専門性の高い分野では，人
材不足が顕在化しており，従来のように経験豊富な
人員を大量に動員して業務を進める手法は立ち行か
なくなりつつあります。このまま従来のやり方に固
執すれば，調査や施工，維持管理に必要な人員が枯
渇し，社会インフラの安全と安心そのものが揺らぐ
事態は避けられません。
　さらに，災害対応の現場に目を向ければ，課題は
より一層深刻です。2024 年 1 月 1 日に発生した能
登半島地震では，被害の広がりとともに膨大な情報
が錯綜し，関係機関は昼夜を問わず情報整理と意思
決定を迫られました。これは過去の阪神・淡路大震
災や東日本大震災と同様に，災害対応の初動におけ

力を借りることで，より効率的で，より安全，そし
て持続可能なものへと進化しようとしています。こ
の変革に対処するために，これからの業界には 2 つ
の道が残されていると言えるでしょう。

3-1 生成 AI に背を向ける土木・地質調査業界の
       未来 ―革新を拒めば待ち受ける崖―
　これまで長らく，土木ならびに地質調査業界は

「デジタル化や IT 対応が遅れている」と言われ続け
てきました。確かに他産業では，効率化や自動化を
目的としたデジタルツールの導入が急速に進む一方
で，調査業や建設関係の現場では依然として紙ベー
スの資料，熟練者の経験則に頼る判断，手作業によ
る膨大な確認業務が多く残っています。過去の高度
経済成長期や災害復旧の経験を背景に，人的労力を
惜しまず投入することで何とか業務を遂行できてき
たのは事実です。しかし，その「何とかなる」とい
う発想が今後は通用しなくなる可能性が極めて高い
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表 -1　2025 年現在の主要な生成AI のうち，土木・建設分野での利用に資する応用可能なモデルを整理
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る「情報の混乱」という課題が依然として克服され
ていないことを示しています。もし次に同規模ある
いはそれ以上の災害が発生した際，生成 AI を活用
せずに従来通り人力中心の情報整理やマニュアルに
依拠した対応を行っていたら，初動の遅れはさらに
深刻化し被害を拡大させる危険すらあるのです。社
会インフラを担う業界がこの課題を放置すること
は，社会的使命の放棄に等しいと言えるでしょう。
　一方で，他産業の動きを見れば明らかな通り，生
成 AI の導入はもはや「実験段階」ではなく「実用
段階」に突入しています。医療分野では診断支援や
研究開発において不可欠なツールとなり，製造や物
流では AI による最適化によってコスト削減と効率
化を両立しています。つまり，生成 AI はすでに社
会の基盤を変えつつあり，この流れに背を向ける産
業は「時代遅れの業界」と見なされ，競争力を急速
に失っていく運命にあるのです。
　土木・地質調査業界がこの変化を軽視すれば，ど
のような未来が待ち受けるでしょうか。10 年後，
20 年後を想像してみてください。技術者不足が慢
性化し，業務の停滞によって公共事業や民間プロ
ジェクトが大幅に遅延する。災害対応は情報整理の
遅れから混乱を極め，被害拡大を防げない。老朽化
したインフラの維持管理は後手に回り，社会からの
信頼は失われていく。そして業界自体が若手から敬
遠され，「魅力のない業界」「未来のない産業」と烙
印を押されてしまう。こうした悪循環は，社会イン
フラを支える使命を放棄するに等しい悲惨な状況へ
直結しかねません。
　もちろん，生成 AI の導入にはリスクや課題が存
在します。地質情報や設計データといった守秘性の
高い情報をどう安全に扱うのか，AI の判断をどの
範囲で信頼するのか，技術者がどのようにリテラ
シーを身につけるのか。こうした課題は現実的であ
り，無視することはできません。しかし，だからと
いって歩みを止めることこそが最大のリスクなので
す。課題を克服するためには，まず「小さく始めて，
学びながら改良していく」という姿勢が不可欠です。
試行錯誤を恐れて立ち止まるのではなく，試行錯誤
を重ねることで初めて「土木および地質調査業界に
適した生成 AI 活用の姿」が見えてきます。
　今，この業界に必要なのは，「生成 AI は遠い未
来の話ではなく，目の前の現実課題を解決するた
めの道具である」という認識です。これに背を向
けることは，自ら深い崖に向かって歩みを進める
ようなものです。未来の悲惨な姿を避けるために，
今こそ真剣に生成 AI の活用に向き合わなければな
りません。

　今すぐ取り組むべき最低限のステップリストは以
下の通りです。
（A）パイロット作業導入の開始
　�いきなり大規模導入を目指す必要はありません。

小規模な現場や限定的な業務で生成 AI を試行的
に導入し，その効果とリスクを検証することから
始めるべきです。たとえば，報告書の要約や図面
の初期整理など，比較的リスクが低く成果が見え
やすい分野から着手すれば，導入効果を短期間で
実感できます。

（B）教育・研修によるリテラシー向上
　�現場の技術者や事務スタッフが生成 AI を「自分

の仕事にどう使えるのか」を理解しなければ活用
は広がりません。業界団体や企業は，生成 AI の
基本的な仕組みや事例を学ぶ教育プログラムを整
備し，全体の底上げを図る必要があります。

（C）セキュリティ環境の整備
　�生成 AI を業務に活用する際，もっとも大きな懸

念は守秘性の高い情報の取り扱いです。クラウド
環境の安全性やアクセス管理，社内専用 AI シス
テムの導入など，セキュリティを確保するための
環境整備を早急に進めなければなりません。

（D）業界内での情報共有
　�パイロット導入や試行錯誤の知見を各企業が個別

に抱え込んでいては進展が遅れてしまいます。業
界団体を中心に，成功例・失敗例の双方を共有し，
重複した失敗を防ぎながら全体の成熟を早める仕
組みを構築すべきです。

（E）経営層による方針表明とリーダーシップ
　�トップが明確に「生成 AI の活用を進める」と方

針を示さなければ，現場は不安を感じ導入は進み
ません。経営層がリーダーシップを発揮し，生
成 AI の意義や方向性を社内外に発信することで，
初めて全体の取り組みが加速します。

　これらは最低限のステップに過ぎません。しかし，
この小さな一歩を踏み出さなければ，業界の未来は
確実に閉ざされてしまいます。土木・地質調査業界
が真に社会から必要とされ続けるためには，生成
AI を「脅威」ではなく「未来を切り拓く道具」と
捉え，勇気をもって導入と活用に踏み出すことが不
可欠です。10 年後，「あの時，業界全体で生成 AI
に真剣に向き合ったからこそ，今の私たちがある」
と振り返れるように。今こそ，危機感を力に変え，
未来を切り拓く行動を始めるべき時なのです。
　ここに，今になってみると時代の波に乗り遅れた
と言われている業界の例を以下に一つ示します。
　大谷選手の活躍で MLB（アメリカ メジャーリー
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めて大きな可能性を秘めています。能登半島地震を
はじめとする大規模災害では，情報の錯綜，復旧の
意思決定の遅れが課題となっていました。生成 AI
を活用すれば，現場写真・報道・各機関の発表など
を自動整理し，関係者にわかりやすい形で提示す
ることが可能となり，社会的使命である「インフ
ラの安全と安心の確保」に大きく貢献することが
できます。
　従来「デジタル化に遅れている」と言われてきた
土木・地質調査業界だからこそ，生成 AI の導入は
劇的な効果をもたらす余地があります。既存の仕組
みに縛られにくい分，最新技術を一気に取り入れる
ことで，他産業以上の飛躍を遂げる可能性があるの
です。いわば「遅れを逆手に取った一気の飛躍」が，
この業界には期待されています。
　これからの土木・地質調査事業は，単に構造物を
造るだけでなく，正確な地盤情報を基に，地域社会
全体の安全・安心を支え，持続可能な社会基盤を次
世代に引き継ぐ役割を担っています。そのためにこ
そ，生成 AI を積極的に取り入れ，業務を効率化し，
知識を共有し，そして新しい価値を創造していく姿
勢が求められます。
　生成 AI は脅威ではなく，未来を切り拓く道具で
す。土木・地質調査業界がこれを恐れず，積極的に
活用することこそ，10 年後，20 年後も社会から信
頼され，必要とされ続けるための最良の道といえる
でしょう。
　新しい動きとして，現実世界の物理法則（重力，
摩擦，力学など）を理解し，それに基づいて判断し
て行動する「物理 AI」が注目を浴びています。AI
とシミュレーション技術の発展による物理 AI の時
代の到来は，ものづくりを得意とする日本企業に
とって勝機になるでしょう。先端的な AI 技術を，
自社のものづくりやサービスの強みと融合させるこ
とが成功の鍵と思われます。
　再度まとめると，生成 AI は「単なる効率化ツー
ル」ではなく，建設現場の生産性向上と次世代技術
者育成を支える基盤技術として期待されています。
AI がない世界にはもう戻れません。人間が担う仕
事の多くを代替し，生産性を劇的に向上させる技術
を使わないという選択肢は企業にはないということ
です。
　重大なリスクをはらむので中が必要と指摘される
一方，人間社会を飛躍的に発展させる可能性を持つ
AI。押し寄せる大波から逃れられない以上，リス
ク対策に力を注ぎつつ，個人も企業も AI と正面か
ら向き合い，活用を進めるしかありません。こうし
た目標を実現するのに最も大切なのは，教育や企業

グ）が注目される一方，NPB（日本野球機構）と
の財政格差が極めて大きいことはよく知られていま
す。実力差は小さいのに，選手年俸，引退後の年金
や市場規模では MLB が圧倒。背景にはガバナンス
の違いがあると言われています。MLB は 1990 年に
コミッショナーに権限を集中させ改革を断行し大き
く成長したが，NPB は各球団が独自利益を優先し
改革を怠ったのです。その後もセ・リーグはバラバ
ラのまま，放映権を共有できず停滞。一方，パ・リー
グは 6 球団で PLM を設立し「リーグビジネス」を
展開，『パ・リーグ TV』などで収益拡大に成功し
ています。
　今後はコミッショナー主導でリーグ全体の利益最
大化を図る仕組みが不可欠でしょう。平均観客数の
好調に甘んじていては差が広がるばかりです。世界
市場では YouTube や TikTok を通じ，相撲協会の
例のように早急に NPB 全体で英語での発信など国
際展開も進める必要があると思われます。

3-2 生成 AI が土木事業の新たな可能性を切り拓く    
       ― 遅れを逆手に取るチャンス ―
　「DX 化が遅れている」と言われる土木・地質調
査業界。確かに他産業と比べると，デジタル技術の
導入スピードは緩やかなのが実情です。しかし，こ
の現状を「弱点」と捉えるのではなく，「変革の伸
びしろ」と見ることが重要です。そしてその変革を
後押しする最大の鍵が，いま注目を集める「生成
AI」です。
　生成 AI は，従来の IT 化や単なる自動化を超え
た革新をもたらします。土木事業においては，調査・
設計・施工・維持管理といったあらゆるプロセスで
活用の可能性が広がっています。例えば，現場で取
得したドローン映像やセンサー情報を AI が即座に
整理・解析し，3 次元モデルや施工計画の素案を生
成する。あるいは膨大な過去の調査報告書や災害記
録を AI が学習し，必要な情報を瞬時に抽出・要約
して技術者に提供する。こうした仕組みは，従来何
日もかかっていた業務を数時間，あるいは数分で完
了させる可能性を秘めています。
　特に労働人口の減少が進む日本において，生成
AI は「限られた人材でより高い価値を生み出す」
ための不可欠なパートナーとなります。AI が事務
作業や初期分析を担うことで，技術者は判断・創造・
提案といった人間ならではの高度業務に集中できる
ようになり，これにより働き方改革の実現や若手技
術者の育成にもつながり，業界全体の魅力向上にも
寄与します。
　さらに，災害対応の分野では生成 AI の活用は極
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経営の在り方で，それらを根底から見直すべき時期
が来ていると言ってよいでしょう。

 4   生成 AI の地質調査業への活用と展望
　改めて言及すると，地質調査業は，地下構造や地
質特性を把握し，建設や防災に欠かせない基盤情報
を提供する重要な役割を担っています。その中心に
は，ボーリングによる試料採取，地質図作成，断層
の認定といった精緻な作業があります。これらは専
門的知見を要する一方で，膨大なデータ処理や記録
作業を伴うため，効率化や高度化の余地が大きい。
近年急速に進展する生成 AI 技術は，こうした業務
に革新をもたらす可能性を秘めているのです。
　まず，ボーリング作業における AI 活用としては，
採取したコア写真や検層データを自動的に解析し，
岩相の区分や異常部位の検出を支援するシステムが
考えられます。従来は技術者が目視と経験で行って
いた分類を，AI が学習済みデータを基に補助する
ことで，判定の迅速化と客観性の向上が期待できる
でしょう。また，生成 AI によって膨大な過去デー
タから類似地質条件を抽出し，ボーリング計画の最
適化を図ることも可能となります。
　次に，地質図作成では，調査結果を基にした自動
図化が大きな進展を見せつつあります。AI は数値
データと空間情報を組み合わせ，地層境界や断層線
を推定し，さらに可読性の高い地質図を生成できま
す。将来的には，生成 AI が自然言語入力（例：「こ
の地域の第四紀層を強調して表示」など）に応じて，
即座にカスタマイズされた図を出力するような対話
的システムも考えられます。
　断層の認定においても，AI は衛星画像や地形デー
タのパターンを解析し，従来見落とされてきた微小
な変位や線状構造を抽出できます。さらに，生成
AI を組み合わせれば「過去の活動履歴」や「将来
の活動確率」をシナリオ形式で提示することが可能
となり，防災計画に直結する意思決定を支援する役
割を果たすと考えられます。
　楽観的な予測としては，将来の地質調査は「AI
と人間の協働」により，これまで以上に精度が高く，
かつスピーディーに実施されるようになるでしょ
う。例えば，AI が現場で得られた初期データを即
座に解析し，技術者がその場で次の調査方針を判断
する「リアルタイム地質診断」が可能になるかもし
れません。さらに，生成 AI が膨大な地質データベー
スを参照しながら，設計者や行政担当者に「この地
域での最適基礎形式」や「災害リスクを低減する都
市計画の提案」を自然言語で提示する未来も想定さ

れます。
　総じて，生成 AI は地質調査の現場におけるデー
タ解析・可視化・リスク評価を飛躍的に効率化し，
技術者の知見を補完する「パートナー」としての役
割を果たすでしょう。もちろん，最終的な判断は現
場経験と地質学的洞察を持つ専門家が担うべきです
が，AI との協働によって地質調査の信頼性と社会
的価値は一層高まっていくことが期待されます。

 5   おわりに
　生成 AI は建設業界ならびに地質調査業界にとっ
て大きな可能性を秘めた技術であるにもかかわら
ず，まだ多くの企業で導入が進んでいないことを指
摘しました。その背景には，仕組みが複雑で理解し
にくいことによる不安や，長年慣れ親しんできた従
来のやり方を変えたくないという意識（従来の調査
手法に固執），さらには AI に学習させるためのデー
タが社内に散在し整理されていない現状（基本紙
ベースでバラバラに保管）などが挙げられます。ま
た，AI が導き出した答えを使った際の責任の所在
が不明確であることや，効果がすぐに目に見えない
ため投資に踏み切れないといった事情も，導入を妨
げる要因となっています。
　しかし，こうした理由で生成 AI の導入を先送り
していると，業界全体が深刻なリスクに直面するこ
とになる可能性が示されています。ベテラン調査員
や解析技術者の引退が進むなかで人材不足が一層深
刻化し，現場判断力や膨大な経験知が急速に失われ
技術の伝承が途絶える可能性は現実のものとなるで
しょう。膨大な調査データを迅速に解析し，発注者
に分かりやすく提示する力がなければ，建設や防災
の現場で求められるスピードに対応できず，結果的
に「選ばれない調査会社」となってしまうでしょう。
海外や他分野ではすでに AI 解析が標準化しつつあ
り，日本の業界だけが旧来の方法に固執すれば，国
際的な信頼や競争力を大きく失うことになります。
　なぜこのような結末になるのかといえば，建設な
らびに地質調査業界が直面している課題の本質に理
由があります。第一に，労働力不足と技術継承の断
絶という構造的な問題があります。若手人材の確保
は年々難しくなり，経験を受け継ぐ担い手が減少し
ています。第二に，建設関連プロジェクトの高度化
と多様化が進み，大規模インフラ，防災計画，再生
可能エネルギー開発など従来の経験則だけでは対応
が追いつかない場面が増えています。設計，施工，
維持管理の各段階で迅速かつ的確な判断が求められ
る中，人間の力だけで補うことはもはや困難です。
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第三に，世界的にデジタル化が進むなかで，発注者
の期待そのものが変わっている点も見逃せません。
データに基づく明確な根拠やシミュレーション結果
を期待しており，短期間での成果提示が当たり前に
なりつつあり，AI を活用できない企業は「選ばれ
ない存在」へと追いやられるのです。
　このように，生成 AI を取り入れないままでは，
人材不足，技術的要求の高度化，発注者ニーズの変
化という三重の圧力に押し潰されることになりま
す。逆に言えば，生成 AI を積極的に導入すれば，
過去データの再活用，迅速な解析と可視化，技術伝
承の補助など，多くの課題を克服する道が開かれる
でしょう。
　経営層が直ちに決断すべきなのは，「生成 AI に
どう取り組むか」という戦略を描くことです。小さ
な実証実験から始めても構わないでしょう。もはや
導入を議論する段階ではなく，導入を避ければ未来
を失う段階に来ているといえるのです。
　建設ならびに地質調査業界はいま，明らかに分岐
点に立っています。生成 AI を受け入れれば，技術
伝承を加速させ，効率化と信頼性を両立させ，未来
への道を切り拓いて災害に強い社会基盤の構築に貢
献できます。しかし拒めば，人材不足と国際競争の
激化に抗しきれず，業界全体が衰退の道を歩むこと
になるでしょう。生成 AI を拒む企業に未来はあり
ません。生き残るのは，勇気をもって受け入れる企
業だけなのです。チャレンジ精神を持って，新しい
ことに挑戦するのは今しかありません。業界全体と
しても明るい未来を構築するためには，一丸となっ
て前進するしかないでしょう。

（追記）
本稿においては，紙面が限られているため生成 AI
の具体的な構築については記述していません。基本
的に必要となる LLM，RAG，Python，FastAPI な
どを活用するには，法人であれば専門業者に相談，
個人であれば専門誌やネットで具体的な構築方法を
探るなど，小さな一歩から行動を起こすことを望み
ます。

総　

論　
　

生
成
Ａ
Ｉ
は
土
木
事
業
を
変
え
る
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 1   はじめに
　近年，気象を始めとする自然現象を起因とする
災害が目立つようになってきています。1980 年～
1999 年と 2000 年～ 2019 年のそれぞれ 20 年間を比
較すると，自然災害種別の報告数は熱波が約 3.3 倍，
洪水が約 2.3 倍となっており，世界的にみても被害
件数は増加してきています（図 1）。

　また日本においては，洪水の被害総額も増加して
きています（図 2）。例えば，2019 年の台風 19 号は
関東に上陸し，各地に被害をもたらしましたが，被
害総額は統計史上最高の約 1 兆 8800 億円と試算さ
れています。（＊ 2）

　それらを引き起こす気象現象についても，変化が
極端になってきており，毎年，観測史上 1 位や記録
的と表現されるようなことが頻発しています。
　鉄道の計画運休や高速道路の予防的通行止めの判
断も，できるだけ被害を極小化するための対応であ
り，社会の方も昨今では，そのような対応が理解さ

れ，受け入れられつつある状況になってきています。
　適切な対応策につなげるには，想定を超え，かつ
変化が激しい現象を予測することが重要になります
が，これまではかなり難しい状況でした。しかし，
最近の AI 技術の発展は，それらを乗り越えたり，
容易にしたりすることが可能となってきています
し，可能とまではいかなくても，改善の可能性を想
定できるような状況になってきています。
　今の気象予測は，AI 技術なしでは成り立たない
状況になりつつあり，今後さらにその範囲は拡大し
ていく様相を呈しています。社会のインフラも AI
技術がベースとなっていくなか，気象情報の活用に
おいても AI が当たり前の世の中になっていくと思
われます。
　本稿では，気象分野の AI 技術の現状とその具体
的な活用事例を紹介するとともに，それらを通して，
気象以外の分野にも活かせるような提案に繋げてい
きたいと思います。

気象分野における AI の現状
AI をベースにした社会を想像してみる

小特集 生成系AI との付き合い方

石
いしかわ

河 大
まさる

＊

Key Word 生成 AI，社会実装

＊株式会社ウェザーニューズ　陸上気象事業部　オペレーション統括リーダー

図 1　近年の災害発生数（＊ 1）

図 2　日本での洪水による犠牲者と経済的損失（＊ 1）
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 2   気象分野におけるAI技術
　弊社，株式会社ウェザーニューズ（以降 WNI）
の気象予測においても，AI 技術は既に必須のもの
になっており，様々な所で活用しています。AI 技
術は今も急激に発展している技術であり，機能も
変化し続けています。立場，視点によって分類の仕
方は変わりますが，気象に関わっている AI 技術は
大きく分けると識別系，予測系，生成系の AI とな
ります。識別系の AI としては，気象現象を検知す
るものが挙げられます。カメラ画像の解析から，雪
の降り始めを検知したり，雲の形から気象状況を読
み取ることができます。現象を正確に予測するため
には今を正しく知ることがとても大切になってきま
す。そして，最近の気象現象は変化が激しいため，
早く気付いて，早く対策することが，被害を極小化
することにもつながります。例えば，衛星画像の解
析から火山の噴火を検知し（図 3），いち早く火山
灰拡散の影響を予測することで，航空機の安全運航
に活用することができます。
　また，WNIでは2004年から「さくらプロジェクト」
を実施しており，さくらのつぼみから開花までの生
長を見守ってきました。これまでに，200 万通にお
よぶリポートが蓄積されており，それらのデータを
用いて開発した判別 AI を用い，送られてくるデー
タの生長ランクを自動で判定し，桜開花予想に活か
しています（図 4）。
　このように，従来は人がカメラの画像や観測デー
タの数字を見て解析してきましたが，膨大なデータ
を高速に解析処理して，意味ある情報としてまとめ
るには AI 技術は無くてはならないものになってい
ます。

　気象予測は現在も物理方程式系を数値的に解く
（これを物理モデルと呼びます。）という方法で予測
をしています。日本の気象庁を始めとする各国の公
的な気象機関も基本的には物理モデルによる方法

でデータが提供されています。そして，その予測精
度を向上させるために，物理モデルの GPV（Grid 
Point Value）と，正解値としての観測データを統
計処理する際にも AI 技術（例えば CNN といった
手法など）が用いられ，ピンポイント予測の精度向
上に繋げられています。

　さらに，最近は物理方程式に寄らずに気象予測を
する様々な AI モデル（図 5）が開発され，実用化
に向けての研究開発も進んできています。最新の
AI モデルでは，膨大な再解析データを学習するこ
とで，再帰的に未来を予測していく方法で，一部で
は物理モデルよりも精度が良い事例も報告されるよ
うになってきました。台風の進路予測などは，現在
の物理モデルよりも予測精度が良いという結果も出
てきています（＊ 6）。
　昨今の AI 技術の発展の流れから，今後は AI モ
デルによる気象予測が主流になっていくと思われま
す。ただし，現在の AI モデルの基になっている膨
大な再解析データ（正解とされる基礎データ）は，

図3　�2021 年 4 月 5 日 6:10（JST）のひまわり 8 号赤外画像
から，インドネシアハルマヘラ島北部にある DUKONO
火山の噴煙を捉えた様子。

　   　�通常の雲を観測する赤外チャンネル画像では噴煙を確認で
きない（左）。複数の赤外チャンネルを用いて解析した「AI
火山灰検知システム」により噴煙を捉えた様子（右）。（＊ 3）

図4　桜 AI 開花予想
　　　�これまでに寄せられた桜リポートの 200 万通から，約

4,000 通のつぼみの写真を学習に用いて，送られてくる
つぼみの写真から生長ランクを自動で判定する AI を開発
しました。（＊ 4）

図5　�AI による気象予測（GraphCast）。ECMWF では試験的
に計算が行われ始めている。見た目は物理モデルの結果
とほぼ変わらない。（＊ 5）
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物理モデルを用いた計算によって作られています。
つまり，既存技術と AI 技術は対立し，置き換えら
れていくような関係ではなく，両方の技術が補い合
うことで，より品質の高い予測を生み出す状況と
なっています。
　識別系 AI や予測系 AI によって生み出された様々
なデータは膨大になります。これらのデータを活用
するためには，さらに詳しい分析をしたり，それら
を取りまとめる必要が出てきますが，大量なデータ
を高速に処理し，適切な情報，対応策にまとめるた
めには，人の処理能力では追い付かないことから，
ここでも AI 技術が有効となります。
　人が自然言語で質問をすると，適切な答えを返
してくれるという生成 AI（例えば Chat-GPT など）
は最近急速に発展してきており，様々な活用が期待
されています。

 3   生成AIの具体的事例
　気象情報を見るためのアプリ，サイトは多くあり
ますが，人が情報を見たあとの，その活かし方はそ
れぞれのユーザーが持つ知識に依存することがあり
ます。活かし方にも経験やスキルが求められること
が多いのも実状です。例えば，翌日の旅行の計画を
立てるときには，天気や気温を見て，交通機関の影
響も鑑みて，旅程を変えたり，実施そのものを止め
たりなどの最終的な判断を下します。旅行の計画な
らまだしも，台風が接近して，災害級の大雨が予想
されるとき，どのような行動をとればよいのか，ど
こに避難すべきなのかなど，気象以外の情報とも組
み合わせて判断する必要も出てきます。内閣府から
も公助に限界があるため，自助，共助の重要性が言
われるようになってきています。
　極端な気象による災害リスクが増大し，取得すべ
き情報は更に多く，複雑になってきています。さら
に限られた時間内で適切に判断し行動をしなければ
ならない状況においては，専門的かつ分かりやすい
アドバイスが必要になります。このような状況を想
定した時に，生成 AI が役立つと期待できます。
　WNI が提供する「お天気エージェント」は生成
AI を具体的に活用した例となります。
　「明日の千葉市の天気は？」とか，「来週，北海道
に旅行に行くんだけど」というような漠然とした問
いかけでも，天気や服装などの情報をまとめて返し
てくれます。問いかけ方によっては，交通機関の影
響やおすすめのお土産も提示してくれます。
　ゲリラ雷雨や台風を想定すると，大雨の予想や周
辺の観測情報，カメラ画像，ハザードマップから，

どこに避難すべきかのアドバイスを問うことで，自
分専用の防災対策，マイタイムラインに活かすこと
もできそうです（図 6）。
　これからは，この問いの仕方の工夫（プロンプ
トエンジニアの向上）をしていくことがポイントに
なっていくと思われます。AI の性能を引き出すた
め，AI とのコミュニケーションスキルを高めてい
かなければならないというのも興味深いところで
す。（ただし，本稿が掲載されるころには，それを
解決する AI が誕生しているかもしれません。それ
くらい AI 技術は急速に発展しています。）　

 4   AI 技術をベースにした社会
　これまで紹介してきたとおり，気象分野において
の AI 技術の活用範囲はかなり広く，今後も拡大し
ていくと思われます。そして，この技術の適用範囲
は気象分野に限られるものでもありません。そこで，
地質や土木の分野において，既に活用が進んでいる
ところもあるかと思いますが，どのような活用にな
るのかをイメージしてみたいと思います。
　事前知識の準備を行わずに，生成 AI（Bedrock 
Claude Chat）に対して，地質調査への AI 技術の活
用例について質問した結果を表 1にまとめました。
この内容が妥当かどうか，AI が適切に答えている
かは，専門知識のある読者の皆さんにご判断頂ける
と思いますが，現状（2025 年 7 月時点）の生成 AI
はこのようなことを提示してくれる状況になってい
ます。
　もう少し具体例を考えてみますと，例えば，大雨
などの気象を起因として，地盤が不安定化し，土砂
崩れのリスクが大きくなる時，地面には前兆現象が

図6　お天気エージェントの例
　　　�ユーザーの天気に関するあらゆる質問に対して，ウェ

ザーニュースの持つ過去・現在・未来の気象情報や防災
情報，季節情報を参照して，最適な情報を自然言語で即
座に回答します。（＊ 7, ＊ 8, ＊ 9）
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発生します。センサーにより検知できたり，監視
カメラの画像から地面のわずかな変位を検知するの
は，識別系 AI がきわめて有効に働きます。
　そのような検知結果，過去のセンサー情報やカメ
ラ画像の解析データ，地質特性や過去の災害履歴な
どを用いて AI モデルを構築すれば，不安定度予測
も可能となります。
　検知結果や予測から，現地にドローンを飛ばして，
地面のより詳細な情報を自律的に収集したり，周辺
への避難アラートを自動で発信したりするところに
も AI が有用となりそうです。これらの膨大な情報
を取りまとめ，住民が理解できる内容で避難行動を
促したり，行政の災害復旧プランへ指針を出すこと
は生成 AI が得意なところです。「自宅周辺の土砂
崩れが心配だけど，どう？」という問いに対して，「可
能性はありますが，○○地区の避難所へは距離もあ
り，移動中に被災する可能性もあるため，自宅の垂
直避難が適切です」といった回答など，住民一人一
人の状況に合わせて「翻訳」し，対話形式で適切な
行動を促すということも AI が活躍しそうです。ま
た，このような一人一人の住民の状況を踏まえて，
AI が行政に対して事中の防災対策を支援するとい
う姿もありえるでしょう。
　このような AI をベースにした体系が，今後様々
な分野で出てくることは容易に想像できます。そし
て，異なる分野の専門的 AI をつなげて，より良い
価値を見出すときにも，生成 AI が活きてくると思

います。人による分析だけでは気づけないことの提
案も生成AIに期待できます。例えば，膨大な地質デー
タと気象データを AI 技術を活用して分析すること
で，従来のやり方では発見が難しかった災害の前兆
現象を新たに発見できる可能性もあるでしょう。
　各分野で専門的な AI が出来上がり，生成 AI が
それらを取りまとめ，Agent-AI を通して，人々が
それぞれ行動を決めていく世界が早々に来るかもし
れません。
　AI を活用していくにあたって，ハルシネーショ
ンの問題も指摘されています。ハルシネーションと
は，AI が出力する内容に誤った情報が含まれるこ
とを指していますが，AI の出力内容の品質はどの
ようにすればよいでしょうか。
　識別系 AI においては，学習させる教師データの
品質が重要となります。予測系 AI では，初期値，
観測値の妥当性，品質が予測精度に効いてきます。
つまり，インプットデータの品質が検知や予測の
精度向上に重要なポイントとなっています。何が正
解のデータかは，現時点では人が判断し，インプッ
トデータとして AI に与えていますし，アウトプッ
トデータの妥当性も人が判断しています。まだ人が
持っている知見，経験の方が多く，人が判断できる
からこそ，ハルシネーション（AI の間違い）に気
づけるという側面もあると思われます。
　物理モデルによる数値予報はコンピューターが発
明されたことにより，1950 年代に実用化され，常

表1　地質調査分野における AI 活用例

※�「地質調査に AI を適用させるとすると，どのような使い方が想定されますか？考察のヒントになるようなアイ
デアをお願いします。」と生成 AI に質問をした結果を，筆者が一覧表にまとめた。
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に改良が重ねられてきました。数値予報の結果を現
業に取り入れる際は，当初は数値モデルの結果より
も人による解析に優位性があり，なかなか使いにく
い情報でもありました。しかし，人の判断との比較
を常に行うことで，数値モデルのエンジンの性能向
上や物理方程式のパラメーターの改善，解析技術の
改良が図られ，次第に予測精度も向上してきました。
初期値の精度を向上させるために，観測インフラ
の充実も図られています。このため，物理モデルに
よる数値予報の信頼性はかなり上がってきています
が，常に予測は外れる可能性を含んでいます。予測
精度が 100％ではないことは，情報の価値がないこ
とを示しません。利用する側が不確実性のある情報
を確率的に扱ったり，外れる可能性も踏まえて利用
の仕方を工夫したりしています。物理モデルによる
数値予報の改良の歴史，気象情報の活用技術の現状
を振り返ると，AI のハルシネーションへの向き合
い方に関しても，気象の世界が歩んできた過程がア
ナロジーとして参考になるのではないでしょうか。
　生成 AI は膨大な知識を持っていますが，その適
用，応用の場面においては，まだまだ課題があると
言われています。どのような目的に AI 技術を適用
するか，社会に良いインパクトを与えているかどう
かは今後も人が判断することになると思います。

 5   さいごに
　気象分野における AI の具体的な活用事例からい
ろいろイメージを膨らませてきましたが，気象分野
に限らず，社会が AI 技術をベースにしていくこと
はほぼ確実となりそうです。地質分野での AI 技術
と気象分野のそれとの類似性もありますし，今後は
AI を通して連動していくことも考えられます。ど
の分野においても，今は我々に求められているのは，
自転車に乗るような感覚で，普段から AI を使うこ
とだと考えます。
　本稿を執筆するにあたり，このような気づきが得
られ，イメージが広がったことは，私にとっても大
きな収穫となりました。このような機会を頂いたこ
とに深く感謝いたします。
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 1   はじめに
　人工知能（Artificial Intelligence, AI）の急速な
進歩は地質学を含む科学技術の様々な分野に変革
をもたらしつつある。特に , 近年台頭した生成 AI

（Generative AI）は，従来は人間が行ってきた創造
的作業を代行・支援できる新技術として注目されて
いる。画像生成 AI が提示する仮想的な岩石試料の
画像や，ChatGPT に代表される大規模言語モデル

（Large Language Model, LLM）が生成する専門知
識に基づく解説文は，地質学に新たなツールを提供
しつつある。また，AI はノイズの多い膨大な地質
データから人間には見出せないパターンを抽出し，
解釈の精度向上に貢献できると期待される。例えば，
AI が過去の地震記録のパターンから将来の地震活
動を予測し，防災計画に役立てることが試みられて
いる 1）。また，探査データを AI が分析して石油や
鉱物資源の有望地点を指摘することで，効率的な資
源開発と環境負荷の低減につなげる研究 2）も進んで
いる。このように，生成 AI の地質分野への導入は，
地球の複雑なプロセスの解釈や予測手法に革新をも
たらす可能性がある。

　一方，地質学への生成 AI の適用は，始まったば
かりであり，十分な成果を上げるにはいくつかの課
題を克服する必要がある。最大の障壁の一つは，高
品質で偏りのない大量のデータの確保である。地質
データは形式も質も多様で，ラベル付けも容易では
ないため，機械学習モデルの訓練に適したデータ
セットを構築すること自体が難しい。このため一般
的な AI ソリューションを地質分野に適用しようと
しても，データ不足や不均質さゆえに期待した精度
が得られないケースが多い。また，生成 AI モデル

は膨大なパラメータを持ち学習には計算資源と時間
を要するため，地質の専門知識を持つ研究者にとっ
て開発・運用コストが高い点も普及のハードルと
なっている。さらに，生成 AI の応用には，倫理面
での懸念も伴う。AI が訓練データ由来のバイアス
を引き継いで不適切な結果を出力する，あるいは生
成プロセスがブラックボックスであるために現実の
意思決定に組み込みにくいといった問題もある。

　こうした利点と課題を踏まえつつ，本稿では，海
外の文献を参照しながら，地質関連分野における海
外の生成 AI の活用事例を幅広く紹介する。また，
事例から浮かび上がる生成 AI が地質調査にもたら
す影響を考察し，あわせて課題や倫理的配慮，今後
の展望について論じる。

 2   地質関連分野における生成 AI の活用事例
2.1 自然言語モデルによる知識獲得と支援
　ChatGPT の登場以来，対話型の自然言語生成 AI
が研究教育現場で活用され始めている。ChatGPT
は 2022 年 11 月の公開直後から科学コミュニティを
驚かせ，知識獲得や論文執筆，データ分析に活用で
きるユニークなツールとして注目を集めた。無料で
専門的なコーディング知識がなくとも利用できる利
便性から，地質学を含む様々な分野の研究者が試行
を重ねている。しかしながら，地質学分野に特化し
た生成 AI システムは長らく存在せず，その応用は
まだ十分に開拓されていなかった。このギャップを
埋めるため，近年では地学知識に特化した LLM の
開発も始まっている。その一つが Deng らによる
K2 というオープンソースの大規模言語モデル 3）で

地質分野における生成 AI の
活用事例と展望
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ある。K2 は一般的な LLM（Meta 社の LLaMA モ
デル）を基礎に，地球科学分野の文献（Wikipedia
の地学項目，主要学術誌のオープンアクセス論文な
ど）約 55 億語に相当するデータで追加訓練するこ
とで，地質に関する質問応答や専門知識の生成に特
化したモデルである。K2 は同規模のベースライン
モデル（Galactica-6.7B や MPT-7B など）よりも回
答の正確性で良好な性能を示し，地質の研究補助や
知識推論に有用であることが報告されている。さら
に興味深いことに，K2 は単なる質問応答だけでな
く，新しい地学の研究アイデアを生成する能力も備
えているとされ，研究者の発想支援ツールとしての
可能性も示唆されている。

　 地 質 学 向 け LLM の も う 一 つ の 事 例 と し て，
GeologyOracle4） が挙げられる。GeologyOracle は
OpenAI の GPT-4 モデルを基に地学データで追加訓
練したもので，あたかも地質専門家と対話している
かのように振る舞う AI システムである。岩石・化
石の同定，露頭やコア試料の解釈，定量データの分
析など多岐にわたる地学に関わる専門的な質問に答
えさせ，地質学者による評価で性能を検証したとこ
ろ，人間の初学者を上回る水準であった 4）。特に，
岩石・化石の判別，露頭やボーリングコアの記述，
ジオサイトの解説など，専門知識を要する高度な課
題でも的確な回答を示し，訓練を積んだ地質学者に
匹敵する実力を発揮したことが報告されている 4）。
これは従来，各分野の専門家に頼っていた作業を
AI が一定程度支援できることを意味しており，将
来的には構造地質学，古生物学，地形学，経済地質
学といった幅広い領域で研究者の良きアシスタント
となる潜在力を持つ。実際，GeologyOracle の性能
は熟練した地質学者と同等と評価され，岩石学や古
生物学などで科学的発見のスピードを加速しうると
期待されている。

　地質分野特有の対話型 AI としては，国際地質
科 学 連 合（IUGS） が 推 進 す る Deep-time Digital 
Earth （DDE）プロジェクトにおいて試作された
GeoGPT5）も挙げられる。GeoGPT は ChatGPT に
類似したスタイルで地質学の質問に答えるチャット
ボットであり，2024 年初頭に試験的に公開され国
際学会でも紹介された。しかし，テストユーザから
は，いくつかの深刻な懸念が指摘されている。まず，
回答の透明性の欠如である。GeoGPT は現状，回答
に引用や出典を付さないため，どの情報源に基づい
てその回答に至ったのかが利用者に全く見えず，誤
りがあっても検証が難しい。次に，著作権の問題で

ある。GeoGPT の訓練には何百万件もの学術論文が
データマイニング的に使用された可能性があるが，
その中には地質学関連の学会や出版社が有する著作
権コンテンツも多分に含まれると考えられる。それ
らを AI が無断で利用・生成に反映している場合，
研究コミュニティの知的財産権を侵害している恐れ
がある。このように，地質特化の対話 AI には大き
な期待がある一方で，学術コミュニティの信頼を
得て持続的に活用するためには，出典の表示やデー
タ利用の許諾など，乗り越えるべきハードルも存
在する。

2.2 画像生成 AI による地質画像の生成と解析
　地質分野の視覚的データに対しても，生成 AI の
応用が進展している。岩石・鉱物の写真や顕微鏡
画像は地質調査に欠かせない資料であるが，そう
した画像データの生成に AI を用いる研究も登場し
ている。例えば，Młynarczuk らは，岩石の顕微鏡
画像に対して敵対的生成ネットワーク（Generative 
Adversarial Networks, GAN）や拡散モデル（Stable 
Diffusion）を適用し，新規の合成画像を生成する手
法を発表した 6）。この研究では，テキストから画像
を生成する「テキスト to 画像」や，入力画像を条
件に新たな類似画像を作る「画像 to 画像」といっ
た複数の生成タスクを試み，ローカル環境で独自に
モデルを訓練する場合と，事前学習済みモデルに転
移学習させる場合，さらに商用の高解像度画像生
成 API を利用する場合の性能を比較している。そ
の結果，モデルのアーキテクチャや学習方法の選択
次第で，生成される岩石顕微鏡像の品質は大きく異
なり，最適な手法を用いた場合には実際のサンプル
と見分けがつかないほど高精細でリアルな画像を得
ることができたと報告されている 6）。特に，Stable 
Diffusion のような高度に事前訓練された拡散モデル
を適切にファインチューニングし，テキストプロン
プト（生成指示文）を工夫することで，非専門家が
見ても現実の写真と区別できない説得力のある画像
が得られる。一方，ごく少量の地質画像データに対
してローカル環境で Stable Diffusion を再訓練した
場合，モデルが十分適応できずに内容が崩れた画像
しか生成できないケースもあった 6）。しかし，パラ
メータ調整を綿密に行い，適切な初期モデルを選べ
ば，拡散モデルは地質画像の生成において非常に高
い可能性を示すことが確認されている 6）。この技術
を用いれば，現実には入手が難しい希少な鉱物の顕
微鏡写真なども合成的に作り出し，研究のデータ拡
充に役立てることができると考えられる。
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　また，画像生成 AI は地質画像のデータセット構
築にも活用され始めている。Nathanail7）は，Stable 
Diffusion を鉱化石の写真に対して微調整すること
で，化石 画像の合成データセット Geo Fossils-I を
構築した。Geo Fossils-I では，アンモナイト，ベレ
ムナイト，サンゴ，ウミユリ，葉の化石，三葉虫の
6 種類の化石について，各 200 枚ずつ合計 1200 枚
の画像が生成された 7）。Stable Diffusion の派生技術
である DreamBooth により，少数の実在する化石
写真からその特徴を学習させて新たなバリエーショ
ン画像を次々と生み出すことで，実物では得られな
い多様な角度・状態の化石画像が得られている。こ
の合成データは，化石の画像識別や露頭画像中の化
石検出など，コンピュータビジョンによる地質学的
パターン認識の研究に提供されており，限定的だっ
たトレーニングデータを補完するものとして有用で
ある。今後，露頭写真中の堆積環境復元など自動解
釈の高度化に役立つと考えられる。

　画像分野の AI 活用は生成だけでなく解析にも広
がっている。近年では，岩石薄片写真から鉱物粒子
を自動認識する画像処理や，リモートセンシング画
像から地質構造や線状構造を自動抽出するといった
タスクにおいて，深層学習が威力を発揮し始めてい
る。その延長線上で，生成 AI は画像解析を支援す
るデータ拡張の手段として寄与できる。すなわち，
現実のデータが十分揃わない場合に合成画像で不足
を補ったり，モデルが着目すべき特徴を強調するよ
うな画像を生成して訓練に加えたりすることで，画
像認識モデルの精度向上につなげることが期待され
る。画像生成と解析の融合によって，今後は顕微鏡
画像からの鉱物自動同定やコア写真からの岩相区分
などが，これまで以上に高速かつ高精度に行えるよ
うになるかもしれない。

2.3 地震データの合成と地球物理シミュレーション
　地震学・地球物理学の領域でも生成 AI の活用が
試みられている。観測される地震波形データはしば
しば数が不足していたり，ノイズや偏りの問題があ
るため，機械学習モデルの訓練に十分な良質データ
を揃えるのが難しい。そこで，現実には存在しない
人工の地震データを生成してデータ拡充し，モデル
の一般化性能を高めようというアプローチが登場し
た。Wang らの SeismoGen8）は，その代表例であり，
条件付き GAN を用いて地震波形のシミュレーショ
ンを行うフレームワークである。SeismoGen では，
まず，震源のパラメータ情報を入力とし，それに対
応する 3 成分の地震動波形を生成器が人工的に作り

出す。一方で識別器は本物の観測波形と生成波形を
見分けるように訓練される。この生成器と識別器を
競合させる学習（敵対的訓練）を行うことで，最終
的に識別器ですら真偽を判別できないほどリアルな
揺れの波形が得られる。SeismoGen は，この方法で
多数のラベル付き地震波形（発生場所や規模が既知
のデータ）を生成可能であり，それらを既存の地震
検知アルゴリズムの訓練データに補充することで検
出精度を向上できることが示された 8）。特に，水増
しされた波形データによってディープラーニングモ
デルの汎化性能が向上し，レアな波形パターンにも
対応しやすくなる利点が強調されている 8）。

　さらに近年では，拡散モデルと総称される生成
AI を地球物理データの生成に応用する研究も現れ
ている。Yang らの提案する UB-Diff9）は，不釣り合
いな量の訓練データしか得られない状況で，ペアと
なる地球科学データを同時に生成しようとする新し
い試みである。例えば，地下の弾性波速度構造（空
間データ）は物理シミュレーションでいくらでも作
れるが，それに対応する現実的な地震波形（時間デー
タ）は取得もシミュレーションも困難であるといっ
たケースにおいて，UB-Diff は大量にある速度モデ
ルからそれに見合った波形データを補完的に生成す
る。このために，まず Encoder-Decoder 型のニュー
ラルネットワークで速度モデルと波形データの双方
を一つの低次元表現（潜在空間）に圧縮し，それを
起点として 2 種類のデータを同時に生成するように
拡散モデルに学習させている。著者らは OpenFWI
という公開データセットで実験を行い，UB-Diff に
よる生成データが既存の単一データ生成手法よりも
FID スコア（画像類似度指標）やペアデータ整合性
で優れていることを示した 9）。この成果は，実デー
タでは不足する波形情報を合成的に補うことで，将
来的にリアルタイムかつ精細な地下構造把握の実現
に繋がる可能性を示している。

2.4 鉱物資源探査への生成 AI の応用
　資源地質分野でも，生成 AI は有望なツールとし
て台頭しつつある。特に，鉱床探査では，広域の地
球化学探査データに含まれる異常パターン（有望な
鉱化作用を示唆する元素濃集傾向）をいかに検出す
るかが重要であり，近年，この課題にディープラー
ニングを適用する研究が活発化している。従来の統
計手法では多次元データ中の複雑なパターンを見逃
すことがあったが，深層学習は高次の特徴を自動で
抽出できるため，従来法に比べ有望な結果をもたら
している 10）。中でも，GAN や深層オートエンコー
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ダといった生成モデルは，多元素濃集パターン（地
球化学異常）の認識において特に優れた性能を示す
ことが報告されている 10）。

　Sabbaghi ら 10）は，地質学的知見を組み込んだ異
常検出モデルとして地質学的制約付き GANomaly

（Geologically-constrained GANomaly）ネットワー
クを開発した。GANomalyとは，深層オートエンコー
ダと GAN を組み合わせた異常検知アルゴリズムで，
データ駆動型で鉱化異常を検出するアプローチであ
るが，著者らはこれに鉱床成因論に基づく地質パラ
メータを組み込むことで，より現実的で解釈可能な
鉱化ポテンシャルマップの作成を試みている 10）。具
体的には，イラン北東部に位置する Feyzabad 地区
の金・銅鉱化帯を対象に，河川堆積物の地球化学
データ（複数元素分析値）を周波数領域に変換して
GANomaly に入力し，既知の鉱床産地情報を副次
的に与えて学習させた。従来の純粋なデータ駆動型
手法では，地質専門家の知識が反映されないため信
頼性に欠ける結果が出る恐れがあったが，地質学的
制約を加えた本手法では，生成モデルが鉱化を支配
する地質要因を学習し，より妥当性の高い鉱化ポテ
ンシャルマップを得ることができた 10）。このように，
生成 AI と地質知識を組み合わせることで，資源探
査における有望地域の絞り込み精度を向上させ，新
たな鉱床発見の可能性を高めることができる。

2.5 地層解析・地質モデル構築への生成 AI
　堆積層序や地下構造のモデリングといった分野で
も，生成 AI が確率的アプローチを刷新しつつある。
地下の地質構造は一点観測（井戸やボーリングコア）
から推定する必要があるため，本質的に不確実性を
伴う。従来は手作業または地球統計学的手法で複数
の確率的な地質モデルを作成していたが，近年では
GAN を用いて多様な可能性を自動生成しようとい
う試みがなされている。

　Zhang ら 11）は，GAN を 3 次元の貯留層モデル生
成に応用し，井戸データから得られた層序解釈に合
致しつつ，多様で地質的に尤もらしい堆積相モデル
を多数生成することに成功した。複雑な河川成因
の貯留層を対象に検証を行い，提案手法が現実的な
堆積相分布を再現できることを示している。また，
Zhang ら 12）は深層畳み込み GAN と U 字型ネット
ワーク（U-Net）を組み合わせ，限られた井戸デー
タや地震探査断面などの部分的情報から条件付きで
地下層相モデルを生成する枠組みを提案した。断片
的な観測データしかない状況でも，学習した生成モ

デルが地質的に尤もらしい全体像を補完できること
を示している。その他，不確実性を定量化するため
に Bayesian GAN を組み合わせる試み 13）などの派
生手法も報告されている。

　これらの研究はいずれも発展途上であるが，将来
的には井戸や地震探査で得られる限られた情報か
ら，AI が多様な地下構造モデルを自動生成してく
れる時代が来るかもしれない。地質リスク評価に必
要な複数シナリオのモデル作成がボタン一つででき
るようになれば，地質調査・解析の効率と網羅性は
飛躍的に向上するだろう。

2.6 地図作成・リモートセンシングへの応用
　地図作成への AI 応用も進展している。Pix2Pix
や CycleGAN といった画像変換モデルを用い，航
空写真や衛星画像から対応する地図画像（例えば， 
地質図や土地利用図など）を自動生成する試みが報
告されている 14）。例えば，ある研究では GAN ベー
スのモデル（MapGAN）によってリモートセンシ
ング画像から複数種類の電子地図タイルを生成する
ことに成功している 15）。将来的には，衛星画像を
AI に解析させるだけで地表の地質構造や岩石分布
を即座にマップ化できる可能性があり，調査効率を
飛躍的に高める技術として注目される。

　リモートセンシング分野ではデータ拡張にも生成
AI が役立つ。GAN を用いて衛星画像データを合成
的に増やすことで，土地被覆分類などの精度を高め
る研究が進んでいる 15）。また，マイクロソフト社が
公開した建物配置のオープンデータなど，大規模地
理データセットを深層学習モデルに学習させること
で，建物検出や土地利用マップ作成の自動化が飛躍
的に向上している。

　地質図作成においても，既存の地質データを組み
合わせた AI による自動マッピングが実現すれば，
人跡未踏地域の地質調査や古い地図の更新作業が劇
的に効率化されるだろう。

 3   生成 AI が地質調査にもたらす影響
　以上に紹介した事例から明らかなように，生成
AI の導入は地質調査や関連産業に多くのメリット
をもたらし得る。最大の利点は，効率と網羅性の
向上である。AI は人間に比べて極めて高速に大量
のデータを処理できるため，従来は分析に数ヶ月
かかっていた業務が飛躍的に迅速化する可能性が



2025 年第 2号（通巻 166 号） 21

ある。例えば，LLM を用いて油田の生産データを
リアルタイム解析し，採掘速度や圧力を調整する
ことで生産を最適化するといった高度な制御も視野
に入る。また，掘削現場では，取得した地層データ
を AI が即座に分析して掘削リスクを予測し，最適
な操業パラメータを提案することも可能になるかも
しれない。このように，AI を「仮想アドバイザー」
として活用すれば，専門家の判断を支援しつつ安全
で効率的な運用に寄与できるだろう。さらに，AI
は無数のシナリオを自動生成・評価できるため，人
間が手作業では難しい包括的なリスク分析も実現で
きる。例えば，AI が数百通りの地下構造モデルを
生成して鉱床存在確率を統計的に評価するといった
解析も考えられる。

　一方，安全性と持続可能性の面でも効果が期待さ
れる。AI による高精度な異常検知は地震や火山活
動の早期警戒につながり，防災に貢献しうる。また，
資源開発において AI が環境負荷の少ない手法を提
案することで持続可能性を向上させることも可能で
ある。例えば，生成 AI が膨大な操作データを解析
して炭素排出削減に資する最適な生産プロセスを提
示するといった応用が議論されている。

　知識共有と教育にも生成 AI は大きなインパクト
を与える。対話型 AI を使えば，専門用語が多い地
質学の概念も一般向けに平易に説明することが可能
である。ChatGPT のようなシステムが地質に関す
る質問に丁寧に回答すれば，学生の学習や市民への
啓蒙に役立つだろう。将来的には，スマートフォン
上の AI アプリがジオパークなどで観光客にリアル
タイムの地質解説を提供する，といった利用も考え
られる。このように，生成 AI は地質専門知識への
アクセシビリティを高め，地質学の裾野を広げる可
能性がある。

 4   課題と倫理的配慮
　現状，AI モデルは内部がブラックボックスであ
り，出力の妥当性を人間が判断しにくい。また，AI
が尤もらしい誤情報を生成する幻覚の問題も深刻
で，専門家ですら誤答を見逃す恐れがある。信頼で
きない AI を意思決定に用いれば重大なミスに繋が
ることから，出力に不確実性指標を付与したり，重
要な判断根拠を説明できるようにするなど，信頼性・
解釈性を高める工夫が不可欠である。

　地質分野ではそもそも十分なデータが集まらない

ことが多く，また得られたデータも特定の地域や条
件に偏っている場合がある。AI がそうした偏った
データで学習すると，出力にも偏見（バイアス）が
現れてしまう。また，現実のデータに含まれるノイ
ズや欠測を誤学習し，“garbage in, garbage out”の
ような事態に陥るリスクもある。この問題に対して
は，データ拡張やノイズ除去といった対策，および
多様なシナリオを想定したシミュレーションデータ
の活用などが有効である。

　生成 AI の訓練には，インターネット上の大量の
文章・画像が利用されており，その中には著作権で
保護された学術論文や地質図等も含まれる。AI が
生成したアウトプットが元データと酷似している場
合，それは著作権侵害や剽窃にあたる可能性があり，
AI 利用者には透明性と誠実性を確保する責任があ
るといえる。

　強力な AI が身近になるにつれ，人々が AI を過
信したり，あるいは人格を感じて過剰に信頼すると
いった事例も出始めている。地質学の分野でも，AI
の出力が常に正しいとは限らないにもかかわらず，
権威ある計算結果のように受け止められてしまえば
危険である。重要なのは，AI をあくまで道具とし
て位置付け，人間の判断を最終的な拠り所にする姿
勢である。AI の提案があれば必ず専門家がクロス
チェックし，納得できた場合にのみ採用するという
プロセスを維持することが，信頼性と安全性を担保
する上で欠かせない。また，AI の利用に関するルー
ル整備やガバナンスも課題である。

 5   今後の展望
　生成 AI と地質学の関係は，今後さらなる発展と
変化が予想される。まず，ドメイン知識と AI の融
合が一層進むと考えられる。地質学は経験や理論に
基づく膨大な専門知識の蓄積がある分野であり，こ
れを AI に組み込むことで性能を飛躍的に向上させ
ることができる。物理モデルと機械学習を組み合わ
せたハイブリッド手法は少ないデータでも高精度を
実現できることが示されており，例えば，前述の地
質学的制約付き GANomaly10）のように，AI に地質
法則や制約条件を教え込む研究が今後増えていくだ
ろう。これにより，AI の提示する結果がより地質
学者の直感や理論に合致した納得性の高いものにな
ることが期待できる。

　次に，マルチモーダルな大規模モデルの出現であ
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る。現在でも K23）のように地学文献を学習した数
十億パラメータ級の LLM が登場し始めている。将
来的にはテキスト・画像・音波・地図情報など複数
のデータソースを統合できる基盤モデルが開発さ
れ，地球システム全体を包括的にシミュレーション
することも可能になるかもしれない。

　また，説明可能な AI（Explainable AI, XAI）の
発展も不可欠である。AI の判断に至る根拠を人間
に示せるようになれば，専門家が結果を検証・信用
しやすくなる。例えば，生成 AI が出力に不確実性
の指標や根拠となる特徴を付記できるようになれ
ば，信頼性は飛躍的に高まるだろう。

　さらに，データ共有とオープンサイエンスの文
化醸成も重要な展望である。AI を賢くするには良
質なデータが必要だが，地質分野では DDE のよう
に大規模データを集約し共有しようという動きが
始まっているものの，依然としてデータの孤立や秘
匿が多い。今後，研究者コミュニティや企業・政府
が連携し，地質データをよりオープンに共有するプ
ラットフォームが発展すれば，生成 AI の性能向上
に大きく寄与するだろう。また，生成 AI モデル自
体のオープン化・公開も進める必要がある。現状で
は高性能な生成モデルは一部企業に独占されている
が，学術界でも GeologyOracle4）のような形で成果
が公開され始めている。モデルやソースコードが公
開されれば，他の研究者がそれを検証・改良できる
ため，結果としてモデルの信頼性向上と発展スピー
ドの加速につながる。

　最後に，人材育成と倫理ガバナンスである。地質
学分野でも AI リテラシーを備えた人材が不可欠と
なるだろう。今後は地質学の教育課程にデータサイ
エンスや AI の基礎が組み込まれ，次世代の地質学
者は AI と協働できるスキルセットを標準的に身に
つけていくと考えられる。同時に，技術の進歩に追
いつく形で倫理ルールや法整備も整えていかねばな
らない。不適切な AI 利用を防ぎ，その恩恵を社会
全体で享受するために，研究者・技術者・政策立案
者が協力してガイドライン策定や法的枠組みの構築
に取り組む必要がある。

 6   おわりに
　「生成 AI との付き合い方」は，地質学界にとっ
てこれから避けて通れないテーマである。本稿では
海外の事例を中心に，その利活用の現状と課題を概

観した。生成 AI は，地質データの解析やシミュレー
ション，教育・普及にまで幅広く応用され始めてお
り，今後も飛躍的な進歩が見込まれる。一方，信頼
性の担保や倫理的課題に細心の注意を払い，人間の
知恵と経験を適切に組み合わせていくことが重要で
ある。地質学者は AI を敵ではなく味方とし，自ら
の知識と洞察をもって AI の力を引き出す工夫が求
められる。生成 AI 時代においても，最終的に創造
と判断を下すのは我々人間であり，AI はそれを支
える相棒となりうる。そのような建設的な「付き合
い方」を模索することで，地質学の未来は一層豊か
なものになるだろう。
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 1   はじめに
　近年，生成 AI（Generative AI）と呼ばれる人工
知能技術が著しい進歩を遂げている。生成 AI とは，
ユーザーからの指示（プロンプト）に応じて文章や
画像など新たなコンテンツを自動生成する AI であ
り，その代表例が大規模言語モデル（LLM）によ
るチャットボット（ChatGPT など）である。本稿
では，生成 AI の活用による有益性をテーマとする
ため「Deep Research1）」と呼ばれる AI 技術を用い
て執筆を行った（プロンプト〔生成 AI への問い・
質問〕は表 1を参照）。Deep Research を使用する
メリットを以下のとおりである。なお，GPT-5 を用
いた。
　➢ 検索に関する方針を提案してくれる。
　➢�人間が逐次検索する時間を短縮でき，引用先の

情報もある（本稿の文量では 5 分程度）。
　➢�海外の情報を日本語に翻訳して回答してくれる。
　日本人は特に海外の情報取得に弱い傾向がある
が，生成 AI を使用することで，今後は誰でも世界
中の情報を網羅的に検索できるようになり，さらな
る革新が生まれることが期待される。表 1 のプロン
プトを参照し，一度試されたい。なお，本稿は執筆
者の責任において，Deep Research の結果を参照し
つつ，ファクトチェックを行い執筆している。
　応用地質学・地盤工学といった地質技術分野にお
いても，この生成 AI の導入が注目され始めている。
地質分野は多種多様なデータ（地質図，ボーリング
ログ，分析報告書等）を扱うデータ集約型の領域で
あり，知見の継承やレポート作成など言語的作業も
多いため，生成 AI は業務効率化や知識支援の新た
なツールとなり得る。
　本稿では，地質調査の現場業務における生成 AI

の具体的ユースケース（文書作成支援，報告書要
約，図面解析支援，コード生成など）を紹介する。
次に，生成 AI が若手技術者や非専門職の教育・知
識継承を支援するツール（AI チャットボットを用
いたメンター機能など）として活用し得る可能性
を検討する。さらに，RAG（Retrieval-Augmented 
Generation：検索拡張生成）と AI エージェントの
技術の解説，および筆者の日常のデスクワークの応
用例を紹介する。本稿は学術論文の形式に則り，地
質技術者に向けた客観的な分析と考察を試みる。

 2   生成 AI のユースケース
　生成 AI は自然言語処理能力を有するため，地質
調査に関連する様々な情報処理タスクへの応用が期
待できる。以下では，現場で想定される具体的なユー
スケースを取り上げる。
　文書作成・支援：地質調査報告書や日報・記録の
ドラフト作成に ChatGPT 等を活用するケースがあ
る。表 2の「文書作成・支援」のタスクのようなプ
ロンプトを入力すれば，引用先の情報が提示され，
整合性の取れた報告書の素案を生成したり，専門用
語を適切に盛り込んだ文章に整形したりすることが
可能である。米国地質調査所（USGS）2）も，生成
AI は手稿の文法改善や定型タスクの自動化によっ
て研究成果の作成効率を高める補助となり得ると指
摘している。ただし，AI 生成テキストの取り扱い
には注意（例えば，セキュリティと機密情報漏えい
の懸念，誤情報（ハルシネーション）と信頼性の問
題，責任の所在と倫理的配慮など）が必要である。
　論文・報告書要約：論文や調査報告書から要点を
抽出し，短時間で要約を作成することも生成 AI の

生成 AI の活用による有益性
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得意分野である。生成 AI に入力して情報流出の懸
念がない資料であれば，関連資料や専門データを与
えて下準備させる方法もある。例えば，英語の論文
を読み込ませ，その内容を理解した上で要約させる
ことである。これにより，AI は事前知識を獲得が
できる。表 2の「論文・報告書要約」タスクのよう
に指示すれば，重要事項をまとめることができる。
さらに，経営層や非技術者向けに専門情報をかみ砕
いて説明する用途でも有用である。こうすることで，
専門用語を平易に置き換えたサマリーを得られる。
生成 AI は難解な地質専門用語や技術概念を平易化
し，社内外のステークホルダーへの情報共有を円滑
にすることができる。また，言語の壁が取り除かれ，
英語以外の言語でも同様に要約（翻訳精度に差はあ
る）することが可能であろう。
　図面・画像解析支援：地質図や地質断面図，試験
データ表やグラフなど視覚的資料の解析にも，近年
の生成 AI 技術は応用され始めている。特に，画像
と言語の両方を扱えるマルチモーダル AI の登場に
より，画像中の情報を説明したり質疑応答したりす
ることが可能になりつつある。例えば，Kukreja ら 3）

は人工衛星リモートセンシング画像を解析できる視
覚と言語の統合モデル「GeoChat」を開発し，画像
キャプション生成や視覚的な質問応答で高精度な性
能を示した。将来的には，現場で撮影した露頭写真
や地質コアの画像を AI に読み込ませ，表 2の「論
文・報告書要約」タスクのように指示すれば，専
門的な問いかけに対する答えも可能になると報告さ
れている。もっとも現時点では，視覚モデルを含む
LLM の地質分野への応用は端緒についた段階であ
り，AI の回答を鵜呑みにせず専門家の検証が不可
欠である。
　コード生成・データ分析自動化：生成 AI の高度
な言語処理能力はプログラミングコードの自動生
成にも活用できる。地質データ解析用のスクリプト

（Python など）を AI に作成させれば，データ変換
や数値解析の手間を削減できる可能性がある。表 2
の「コード生成・データ分析自動化」タスクのよう
に指示すれば，新たなコードや修正（デバッグ）も
可能である。実際，生成 AI は高水準の指示からプ
ログラムを生成することが得意であり，複雑なデー
タ処理フローをテキストで指示すれば対応するコー

表 1　Deep Research による検索方法
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ドを提案してくれる。例えば，地盤解析ソフトの入
力スクリプトを自動生成し，多数のパラメトリック
解析を高速に実行する仕組みが提案されている 4）。
ただし，自動生成されたコードは冗長であり非最適
な場合もある。そのため，人間による理解・修正を
前提に用いる必要がある。生成 AI が普及する以前
は，プログラミングの高度なスキルが必須であり，
また時には海外のプログラマーの英語による口コミ
を解読する必要もあった。バグが出ればそれらの情
報をもとに修正に追われていた。しかし，生成 AI
を活用することで，Python などの実行方法とプロ
グラミングの基礎知識，そして何をプログラミング
により実行したいのかを明確にプロンプトできれ
ば，新たなコードを生成し実行することも可能にな
るであろう。ハンズオンで実行しながら AI に触れ
てみて，効果が確認されたらアルゴリズムの詳細を
理解するなど，知識を深められたい。
　論文の相談・評価：論文の査読コメントに対する

対策を相談することや，論文を評価してコメントを
得ることも可能である。表 2の「論文の相談・評価」
タスクのように指示すれば，査読対策におけるコメ
ントが得られるであろう。また，論文投稿前に執筆
した論文を評価してもらい，対策を練ることで，論
文採択の可能性を高めることが期待される。
　その他の活用：他にも，画像生成（本稿の図は，
GPT-5 により生成）や動画生成，タイトル提案，企
画に関するアイデアの提案，ディベートやディス
カッションを通じて英語教育や意思決定支援に活か
すこと，口コミなどのアンケート分析に利用するこ
とも可能である。
　以上のように，生成 AI は様々な局面で情報処理
アシスタントとして活用できるポテンシャルを持
つ。筆者はコード生成の恩恵を最も受けているが，
人によって重視する分野は異なる。今後，人間は「問
う」能力が重要になると考えられる。実際の適用に
あたっては，リスクを認識しつつ，得意な業務（大

表 2　プロンプトの一例
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量データの整理・要約，対話的な情報提供など）に
適切に役立てることが鍵となる。

 3   若手技術者育成・知識継承への
　　  生成 AI 活用の可能性
　生成 AI は，単なる業務効率化ツールに留まらず，
教育訓練やナレッジマネジメントの分野でも有望な
応用可能性を秘めている。地質業界では経験豊富な
技術者の知見継承や，若手・非専門社員への専門知
識教育が重要課題であり，ここでも AI が支援役と
なり得る。以下，AI チャットボットをメンター代
替に用いる例や技術知識習得を補助する活用につい
て考察する。
　24 時間稼働の AI メンター：組織内におけるカス
タム AI チャットボットは，新人技術者の疑問にい
つでも答える仮想メンターとして機能し得る。新入
社員は現場や社内手続きについて不明点があって
も，忙しい上司を煩わせず AI に質問できる。例え
ば「ボーリング調査の手順を教えてください」「当
社の土質分類基準は？」といった質問に，事前に社
内資料を学習した AI が即座に回答するイメージで
ある。Evolve 社の報告 5）によれば，社内ポリシー
や業務フローに通じたチャットボットを導入するこ
とで，新人は企業文化や役割を自主的に学べ，まる
で 24 時間付き添う個人指導者を得たかのような効
果が得られる。さらに，社史や過去プロジェクトの
データベースと連携した AI であれば，「類似案件
ではどんなトラブルがあったか？」など高度な問い
にも答えられる可能性がある。重要なのは，こうし
た AI メンターが即答できる範囲と限界を理解し，
最終的な判断や深い指導は人間の上司・先輩が行う
という役割分担である。適切に活用すれば，AI メ
ンターは新人の基本的疑問を解消して自律学習を促
し，先輩技術者の負担軽減にも貢献するだろう。
　技術知識の習得支援：生成 AI はまた，若手技術
者が専門知識を学習・定着させるための対話的ツー
ルとしても利用できる。例えば，ある技術用語の
意味や背景原理を学ばせたい場合，従来は教科書
や OJT に頼っていたが，AI を使えば対話型に理解
を深めることが可能だ。技術者育成研究所の事例で
は，若手に習得させたい専門用語について複数の生
成 AI に「その技術の強みと課題を説明せよ」と回
答させ，それを材料に議論させるというユニークな
トレーニングを提案している。受講者である若手技
術者は AI 回答の相違を比較検討し，技術的観点を
整理して文章化することで，単に用語の定義を丸暗
記するよりも深い本質理解に到達したという。この

手法は，AI を仮想の教科書かつ討論相手として活
用した例といえる。生成 AI が持つ広範な知識と多
角的な説明能力を用いれば，新人技術者が苦手分野
を自己学習する際の良きパートナーとなるだろう。
ただし，AI の説明内容に誤りが混入する可能性も
あるため，最終的な内容確認や補足解説は人間の教
育担当者が行う必要がある。
　非専門職への知識共有：地質コンサルティング企
業等では，事務職や営業職など地質の専門家でない
スタッフとも協働する場面が多い。そうした非専門
職社員に対する知識共有にも生成 AI は役立つ可能
性がある。例えば，専門外の社員から「この地盤
調査報告書のポイントを知りたい」と依頼された
際，技術者は専門用語を噛み砕いて説明する必要が
ある。生成 AI に報告書を要約させれば，専門知識
が無い読者向けに平易で簡潔な要点まとめを素早く
用意できる。CorePlan 社の提案する利用例 6）でも，
ChatGPT を使って「地質学の専門用語や地域差の
ある業界用語を平易な表現に置き換え，他部門の人
にも理解できる形で提示する」ことが挙げられてい
る。このように，生成 AI は知のハブとして組織内コ
ミュニケーションを円滑化し，専門知識の社内普及
に貢献し得る。ただし，社内文書を AI に入力する際
の情報管理ポリシーには留意しなければならない。
　以上より，生成 AI は若手育成や知識継承の文脈
でもポジティブな支援ツールとなり得ることが分か
る。AI チャットボットを用いた社内問合せ対応の
自動化，研修教材の自動生成やクイズ作成，VR 的
な対話型シミュレーションへの応用など，教育分野
での活用アイデアは今後ますます広がるだろう。実
際，ChatGPT 等を授業設計に取り入れた教育研究
も報告されており，双方向の学習支援ツールとして
有効であるとの知見も出始めている。重要なのは，
AI が人間の教師や先輩の役割を完全に置き換える
ものではなく，あくまで補助であるという位置づけ
である。AI を使う側の若手自身も，AI に依存しす
ぎず主体的に考える姿勢が求められる（AI リテラ
シーの育成）。このような人と AI の協働によって，
地質分野における効率的かつ効果的な教育・知識伝
達が実現されることが期待される。

 4   生成 AI 関連の技術的な解説
　生成 AI を有効活用するには，適切なプロンプト
の設計が重要であることを述べた。地質専門分野で
は，一般的な LLM が訓練されていない専門知識が
関わる場合も多いため，AI に地質特有の文脈を理
解させる工夫が求められる。Deng ら 7）は地質学に
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特化した LLM「K2」を構築し，大規模汎用モデル
（LLaMA）に地学文献 550 億トークンを追加学習さ
せることで，地質分野の質問応答性能を高めたと報
告している。このようなドメイン特化型モデルやプ
ロンプト最適化の活用により，一般向け LLM では
誤答しがちな専門的問いにも正確に対応できる可能
性が示されている。したがって，現場で生成 AI を
使う際には，AI に与える情報量・文脈の設計や，場
合によっては専用チューニングの検討が重要である。
　ここで，RAG に関する概念図を図 1に示す。図
は，マルチモーダル（画像とテキスト）の概念図で
あるが，例えば，山岳トンネルの切羽画像と切羽観
察簿の記事（テキスト）の関係性をベクトル DB 化
することも可能である。RAG の検索方法やベクト
ル DB の種類など複数のアプローチが存在し，技術
は複雑である。ただし，特に重要なのは，データの
量と品質である。LLM の技術革新は日進月歩で進

んでいるため，今日できなかったことも翌月には可
能になっている場合がある。さらに，2025 年は AI
エージェント元年と呼ばれている。AI エージェン
トは，図 1の「回答を生成」の次のタスクとして「品
質確認」を行い，生成された記事が良くないと判断
されれば，自律的に修正 8）するなど，人間の知的作
業と同等のタスクをこなす技術である。AI エージェ
ントは生成 AI の次の期待される技術であるが，身
近にその効果を確かめたい場合は，冒頭で説明した
Deep Research を実行してもらいたい。
　最後に，筆者の日常の PC の使用環境を述べる。
図 2に示すように，高価な投資にはなるが，デュア
ルモニター（またはマルチモニター）にすることで
作業効率の向上効果が期待される。筆者は，ディス
プレイ 2 を生成 AI 専用の画面として利用している。
このような環境を整えることで，生成 AI が身近な
存在となり，欠かせないツールとなるであろう。生
成 AI の有益性とは，人間の「能力を拡張」させる
点にある。しかし，生成 AI に頼りすぎることは，
逆に人間の「能力を鈍化」させてしまうリスクも懸
念される。英語学習においても，生成 AI に翻訳さ
せるだけでなく，必ず原文を読解する習慣を忘れて
はならない（誤字脱字修正がどのように行われたか
や，プログラミングスキルについても同様である）。
　今後は，人の作業であれば数日かかるような業務
を数分で終わらせることが可能になるだろう。そう
して生まれた時間を，新米技術者とベテラン技術者
とのコミュニケーションの時間に充てれば，技術伝
承にも役立つ。さらに，お互いの接し方について生
成 AI に相談したり，人と人とのコミュニケーショ
ンの間に生成 AI が介在するような新しい形態のコ
ミュニケーションも生まれてくる可能性もある。

図 1　RAG の概念図

図 2　日常の PC 使用環境

※ GPT-5 によりイラスト作成
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 5   おわりに
　本稿では，地質調査現場での生成 AI の具体的活
用事例，さらに人材育成への応用可能性について，
文献や事例を基に考察した。生成 AI はその強力な
言語生成・分析能力によって，データ整理や文書作
成など従来は手間を要していた作業を効率化し，技
術者が本来注力すべき創造的業務に専念できる環境
をもたらす。一方で，誤情報生成や情報漏えいといっ
たリスクも内包しており，適切なガバナンスなしに
現場へ導入することは危険である。したがって，各
組織・企業はガイドラインの策定や教育訓練の実施
によって，安全で責任ある AI 利用の枠組みを築く
必要がある。幸いにも，多くの研究者・業界団体が
ガイドラインや倫理基準の議論を進めており，地質
技術分野においても知見の集積が進みつつある。
　結論として，生成 AI は地質技術者にとって有用
な新しい「道具」である。適切に用いれば日常業務
の生産性向上や知識共有の促進に寄与し得るが，使
い方を誤れば信頼性や機密保持に関わる問題を生じ
かねない両刃の剣でもある。重要なのは，最新技
術に対して批判的思考を持ちながら柔軟に取り入
れる姿勢である。今後は，AGI（Artificial General 
Intelligence：人工汎用知能）および ASI（Artificial 
Super Intelligence：人工超知能）の実現可能性を考
慮し，未来を見据えた働き方や人間の在り方の変革
に対しても注視することが重要である。地質という
伝統的分野においても，AI という新たなパートナー
を上手に使いこなすことで，将来的な探査・解析手
法の革新や人材育成の効率化が期待できるだろう。
地質技術者は「AI では代替できない判断力と経験」
を磨き続けつつ，AI の力を借りて自身の能力を拡
張する。そのような人間と AI の協働によって，こ
れからの地質調査現場がより安全で創造的なものに
なることを願ってやまない。
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 1   はじめに
　 本 稿 で は， 大 規 模 言 語 モ デ ル（LLM: Large 
Language Model）を用いた個人向けの知識ハン
ドリングシステムの構築事例を紹介する。これは
PDF などのテキスト部分を対象に，検索・要約・
比較・矛盾点の抽出・引用提示などが可能なシステ
ムである。LLM は自然言語で記述された情報を処
理・生成することができる深層学習モデルである。
一方，生成 AI はより広い概念で，自然言語に加え
て画像・音声・動画など多様なコンテンツを処理・
生成する AI モデルといえる。例えば，会議の録音
を生成 AI に聞かせて議事録を作成してもらったり，
PDF の資料を生成 AI に読ませてその要約を作って
もらったり，多くの場面で利用されている。
　しかしながら，日本ディープラーニング協会が作
成した生成 AI 利用のガイドラインでは，機密保持
を必要とする情報を第三者提供の生成 AI に入力す
る行為のリスクを指摘している。例えば，社内の守
秘義務がある書類を外部の生成 AI に入力して，そ
の内容の要約を頼むことは，守秘義務違反に該当す
る可能性が高い。このように外部の生成 AI サービ
スに機密情報や個人情報を入力しないことが，生成
AI の情報管理上の留意点に上げられる。
　この問題点の回避のため，OpenAI が 2025 年 8
月公表した gpt-oss（学習済みの LLM）を活用し，
インターネトには繋ぐ必要がない知識システムを構
築した。gpt-oss は，オープンソースであり，自分
のソフトにバンドルして販売も可能なライセンス形
態で提供されている。そのため，完全に閉じた環
境での実行が可能である（ただし，実行には CPU/
GPU 等の計算資源が必要）。本稿で紹介するような
システムは，すでに商品化されていると思われるが，

ここでは個人でも，すべて手作で一定のシステムが
作れる事例として紹介したい。
　現在の外部クラウド型の生成 AI を利用する時の
最大の弱点は，個人，あるいは組織が所有している
知的財産が知識として全く利用できない点である。
無論この理由は「情報漏洩」の心配からである。組
織が所有する資料を，生成 AI の学習用の資料とし
て OpenAI 社や Anthropic 社に提供することはあり
得ない。多くの企業は膨大な資料や報告書を所有し
ているが，これらの資料は生成 AI の利用の際に知
識として全く役立っていない。
　ここで紹介する RAG と呼ばれるシステムは，倉
庫に眠っている過去の報告書や調査資料を「すぐに
使える知識」に変える仕組みと言える。従来は熟練
社員が半日かけて探していた情報が，数秒で検索さ
れ，根拠付きで要約される。例えば「地下水調査の
最新事例は？」と尋ねれば，過去の調査報告書から
該当箇所を瞬時に抜き出し，要点を整理した回答が
返ってくる。これは経営判断のスピードアップや調
査コスト削減に直結するため，経営層にとっても大
きなメリットである。
　要するにここで紹介したいのは，「利用されずに
いた過去の資料などを寄せ集めて，それらが持って
いる情報を知識システムに組み込むが，高額なライ
センス費用が不必要で，情報漏洩の懸念が無い自分
専用 AI 知識システムの自作方法」である。

 2   LLM が所有している知識と RAG
　LLM（大規模言語モデル）が革新的である理由
は，第一に膨大な知識を保持している点，第二に推
論能力を備えている点である。しかし通常の LLM

オープンソース GPT と RAG で作る
自分専用 AI 知識システム

小特集 生成系AI との付き合い方

松
まつおか
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が所有している知識は，万人が利用する百科事典の
様な知識であり，個別の専門家が必要とする非常に
狭い分野の特別な知識では無い。そしてこの知識
量を直接的に拡張することは極めて困難である。そ
こで注目されているのが，検索拡張生成（RAG：
Retrieval-Augmented Generation）という方法論で
ある 1）。RAG では，自作の知識データベースから
必要な情報をプロンプトに組み込んで LLM に渡す
と，LLM が有している推論能力を活用できる。こ
の手法は法務や医学，企業内文書検索などの分野で
既に活用が進んでいる。これらは，社内の資料や報
告書を LLM（ここでは gpt-oss）に安全に接続し，
情報漏洩のリスクなく過去の知的財産を最大限に活
用できる仕組みといえる。これは，今までの企業活
動によって蓄積されてきたが，十分に活用されてい
ない多くの報告書や資料を最大限利用できる仕組み
となる。
　RAG の自作は二つの工程から成る。まず，対象
となる PDF や書類を OCR 処理し，自然言語の処
理手法を使って，検索用のデータベースを構築する。
次に，利用者が質問を入力すると，このデータベー
スから関連する情報を検索し，それを LLM に渡す。
LLM は提供された情報を基に推論を行い回答を生
成する。この全体像を図 1に示す。図 1の上半分は
検索用のデータを作る過程で，下半分は LLM を使っ
てそれを利用する部分である。つまり，RAG は情
報を見つけ出す Retriever（検索部分）と，推論・
回答を生成する Generator（生成部分）の組み合わ
せである。さらに，本システムでは Web ブラウザ
のユーザーインターフェース（UI）から直感的に操
作できるよう設計されている。

 3   自然言語処理とはどのような処理か
3.1 言葉の意味に着目した文書の数値化
　文書をコンピュータが扱える形（数値）にするに
は「単語に番号を割り振ればよい」と考えるかもし
れない。たとえば「家＝ 1」「犬＝ 2」といった具合
である。しかし「家」と「犬」が持つ意味の近さは
数値に反映されず単なるラベルに過ぎない。これに
対し，単語や文章が持っている言語的な意味を勘案
して，多次元の数値ベクトルに変換してくれる埋め
込み（embedding）と呼ばれる深層学習モデルが知
られている。これを使うとベクトル空間上で「意味
が似ている言葉は近くに，異なれば遠くに」配置さ
れる。このようなことが出来る理由は，埋め込みモ
デルが膨大な言語データから「意味の地図」を学習
した成果である。得られるベクトルをここでは意味
ベクトル（埋め込みベクトル）と呼ぶ。
　利用者はこのモデルを完成済みの「意味ベクト
ル生成器」として利用できる。作られる多次元ベ
クトルは数百〜数千次元の大きさを持つ。埋め込
みモデルは多くの組織によって公開されている。
今回利用したのは日本語を含む多言語に対応した
multilingual-e5 系列（small=384 次元 , base=768 次
元 , large=1024 次元）と呼ばれるモデルである。こ
のモデルはオープンソースであり，研究・商用を問
わず利用できる。

3.2 トークンとチャンク
　自然言語処理では，文章をトークンと呼ばれる最
小単位に分割する。トークンは英語なら単語や記号，
日本語なら形態素やサブワードに対応し，必ずし
も 1 文字や 1 単語と一致しない。例えば「生成 AI」
はモデルによって 1 トークンになることもあれば 2
〜 3 トークンに分割されることもある。
　実際に数値化する処理は以下のようになる。日
本語 PDF を OCR すると，文字は UTF-8 と呼ばれ
るコードに変換される。UTF-8 は単に文字に対応
する記号であり，それ自体は意味を持たない。次
に「あるトークンが 5 文字で構成される」とすれば，
UTF-8 の記号が 5 個並んだデータが，前述した埋
め込みモデルに入力され，出力として 768 次元のベ
クトルが 1 個得られる。そして文章全体が 20 トー
クンに分割された場合は，最終的に 20 個の 768 次
元ベクトルでこの文章は表現される。
　PDF 全体をトークンの列のままで検索を行うの
は非効率であり，また LLM が一度に扱えるトーク
ン数（コンテキスト長）には上限が設定されている。
そこで文書を決まった長さに分割することを考え
る。この時，チャンク（chunk）と呼ばれる概念が

図 1　自作知識システムの全体図
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利用される。通常は300〜800トークン程度を1チャ
ンクとする。このチャンクを埋め込みモデルでベク
トル化して，チャンクが持つ意味ベクトルを作成し，
検索用のデータベースに登録する。この時にチャン
クに出典（文書名・ページ番号）を紐づけておけば，
検索結果がどの資料のどのページにあるかを明示で
きる。
　例えば，1 つのチャンクが 300 トークンで構成さ
れていれば，まず 300 個のトークンベクトルを求め
る。そして，これらをそのまま並べて使うのではな
く，全体を代表する意味ベクトルにまとめて 1 個の
768 次元ベクトルを作る。すると，このシステムの
利用者の質問文とチャンク（複数の文章を含む）を
同じ意味空間で比較でき，意味的に近いかどうかを
指標にデータベースの検索が行える。
　従来の検索は「入力したキーワード」と文書中
の「同じ文字列」を単純に照合する仕組みであった。
そのため，言い回しが異なると重要な情報を見落と
す危険性が存在した。これに対し，本システムでは
文書や質問文を「意味ベクトル」に変換し，意味が
近いかどうかを基準に検索を行う。例えば「地盤沈
下」と入力しても，「地表面の低下」「地下水の過剰
汲み上げによる沈降」といった異なる表現も正しく
拾い上げることができる。ここに，RAG が従来検
索と根本的に異なる点があり，これが LLM の推論
能力と結びつくことで，より的確で実用的な回答が
得られる。

3.3 高速検索
　検索システムでは，数千万個規模のベクトルを高
速に検索するために，FAISS や Milvus と呼ばれ
る近似最近傍探索のライブラリが利用される。本プ
ロジェクトは FAISS を用いて索引部分を構築した。
以上のように，RAG における検索処理は「テキス
トをトークン化して埋め込みベクトルに変換し，
チャンク単位でさらに圧縮し，索引をつくって効率
的に検索する」という流れで構成されている。これ
は要するに「資料を小さなカードに切り分けて，キー
ワードではなく文章の意味を基準にして整理する方
法」と言える。この過程は図 1を見てほしい。こ
の一連の処理は自然言語処理研究の成果の上に成り
立っており，現在の LLM を支える要素技術である。

 4   ユーザーインターフェースと LLM の利用
　前章までで検索機能が整備された。次は LLM を
利用し検索された情報をいかに有効に活用するかで
ある。本プロジェクトで用いた gpt-oss-20B は，約

200 億個のパラメータを有し，かつ最大で 128,000
トークン（PDF 数百ページ分に相当）を一度に処
理可能である。これにより複数の文書を LLM に渡
して，内容比較や矛盾点の洗い出しも可能になる。
これらの機能を最大化するにはユーザーインター
フェース（UI）の設計は重要な要素となる。構築し
た UI は，シンプルで短いコードで簡便に実装可能
であることを重視し，Streamlit と呼ばれる UI ライ
ブラリを用いた。これは利用者が直感的に操作でき
るよう，Chrome などのブラウザ上に表示され，主
にマウス操作で利用できる。

4.1 UI の基本構成
　本システムの UI と LLM の構成要素は，以下の
最小機能に整理できる。
●�検索入力欄：質問文を入力する。入力文は埋め込

みモデルによりベクトル化され，検索処理に渡さ
れる。

●�検索結果パネル：上位 k 件（既定値 10）の関連チャ
ンクを抜粋文として表示し，質問との類似度順に
並べ，出典（ファイル名・ページ番号）を併記する。

● �PDF プレビュー：必要に応じてボタン操作によ
り，選択したチャンクに対応する PDF ページを
画面内に表示する。

● �LLM パネル：検索結果から選択した複数のチャ
ンクを根拠テキストとしてプロンプトに添付
し，要約・比較・矛盾指摘などのタスクを指定し
て LLM に渡す。本システムでは gpt-oss-20B を
Ollama を介してローカル実行している。回答に
は根拠への参照（チャンク ID やページ番号）が
含まれる。

　この構成により，「検索 → 出典確認 → 根拠選択 
→ LLM による要約・比較」という一連の操作を画
面遷移なしに完結できる（図 1参照）。また，LLM
が根拠外の情報に飛躍することを抑制するため，プ
ロンプトには「根拠範囲外の情報は書かない」「不
明な点は不明と答える」と明記している。これによ
り，いわゆる幻覚（hallucination）の抑制を行い，
読解・統合・言い換えといった言語処理の利点を安
心して活用できる。

4.2 プロンプトの重要性
　生成 AI に対する指示文の入力方法が，近年色々
と議論されている。指示文は一般にプロンプト

（prompt）と呼ばれる。従来，人間が計算機に指示
する際にはプログラミング言語を用いたが，LLM
では自然言語そのものがインターフェースとして機
能している。プロンプトの書き方はプログラムの書
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き方と同様に，LLM を効果的に活用できるかどうか
を左右する要素である。著者はプロンプトの専門家
ではないが，今回は一般的な利用者の要求を満たす
ために以下のような短いテンプレートを用意した。
●�要約：ここでの具体的なプロンプトは「あなたは

学術検索の回答者です。与えられた抜粋だけから
日本語で簡潔に回答し，各主張の末尾に対応する
引用番号 [n] を付けてください。抜粋に無い内容
は書かないでください。」というプロンプトを用
意した。

●�比較／矛盾指摘：ここは「矛盾 / 部分矛盾 / 整合
/ 独立を判定」「短い根拠引用とタグを付ける」「矛
盾点 3–7 項，整合点 2–5 項」というようなプロン
プト

●�批判的レビュー：ここは「強み・弱み・適用範囲・
改善案」を抽出させるプロンプト

●�自由チャット：ここは利用者が直接 LLM に対し
て指示を与える欄になっており，例えば「（例）
資料 1 で記述されているアルゴリズムを実装する
Python コードを書き下せ。」と言った指示も可能
である。

　これらには共通して「根拠範囲外は書かない」「不
明は不明と答える」と明記し，回答の再現性と検証
可能性を担保している。タスクは UI 上のボタンで
選択可能であり，利用者は質問文を追記して送信す
るだけである。

4.3 運用ポリシーと拡張性
　本システムのプロンプト設計方針は，基本的に検
索で得た根拠情報のみを利用し，LLM が持つ事前
知識には依存しないものである。ただし利用者が
LLM の内部知識も併用したい場合には，プロンプ
トを変更することでそれを許容できる。
　さらに，現在のシステムでは装備されていない
が，入力情報の外部送信を許容できる場合には，
ChatGPT など外部の生成 AI にプロンプトを送るこ
とも可能である。その場合は画像や動画を含むマル
チモーダル生成も利用できる。すなわち，本システ
ムはローカル環境で閉じた安全性を保ちながらも，
必要に応じて外部知識資源と接続できる柔軟性を備
えさせることも可能である。

 5   簡単な利用実例
　この章では，構築した知識システムの具体的な説
明のために，全地連の公開資料に限定してデータ
ベースを作成してテストを行った。利用したのは全
地連が出版している『地質と調査』の 2022 年 2 号

から 2025 年 1 号までの 8 冊分の PDF とした。この
8 冊の PDF は合計で 626 ページ，文字数は 777,752
文字，作成されたチャンクは 1,294 個であった。も
ちろん，これは非常に小さなデータベースである。

　例 1：「地下水探査に物理探査は使えますか？」
　図 2は例として「地下水探査に物理探査は使えま
すか？」という質問を行ったものである。この質問
に対し，データベースを検索した結果，上位 10 件
のチャンクが選び出され，表として表示された。表
は左から，ID 番号，PDF ファイル名，ページ番号，
質問に対するデータベース内のチャンクとの近さを
表すスコア，チャンク冒頭の抜粋，そして「開く」
ボタンである。「開く」をクリックすると，対応す
るページがブラウザ上に表示される。
　この検索では，「地質と調査」の「地下水の奥深さ」
小特集（jgca165）が 1，3，5 番目に現れ，さらに

「物理探査が拡げる地質調査」（jgca158）が 2，5，8
番目に表示された。スコアの値は，1 番目は 0.9069，
2 番目は 0.5813 であり，質問との関連度が数値とし
て示されている。

　検索結果の 1 番目の記事は五藤幸晴氏による「地
下水の本，いろいろ」の「地下水調査の本」の章で，
物理探査手法が具体的に説明されている部分であっ
た。検索結果の 2 番目は阿部進氏の「持続可能な社
会実現に向けた物理探査技術の役割」の「物理探査
の適用分野」の章であった。すなわち，このシステ
ムは利用者が求める情報を確かにデータベース内か
ら見つけ出していることが分かる。
　さらに，上位 2 件のチャンクを LLM（gpt-oss-20B）
に渡して要約を作成させた。その結果は以下の通り
であり，利用者にとっては希望する結果が正しく要
約されていると評価できる。
　「地下水探査に物理探査は有効に使えます。帯水

図 2　検索結果の事例
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層調査では電気探査が主に採用され，電気的抵抗や
誘電率の差から地下水の有無・厚さ・分布を非破壊
で把握できると，志村・山口の専門書に詳細が記載
されています［1］。さらに，放射能探査も地下水を
調べる手段として有効であり，落合の著書でその基
本手法が紹介されています［1］。物理探査は 1920
年代から石油・金属鉱床の資源開発に適用され，
1930 年代には土木調査へも拡大。現在は地下構造
の時間 - 空間変動を高精度に把握できるため，地下
水の評価にも適用されています［2］。したがって，
地下水探査に物理探査は利用できると言えます。」
　上記の LLM が行った回答文の中で，文章の最後
に［1］と［2］という付記が行われている。これは
回答文を作成するときに検索結果の資料の［1］と［2］
を利用したという意味である。これも回答文の幻覚
を避けるため，プロンプト文に明示した結果である。

　例2：「地下構造のデジタルツインとは何ですか？」
　次の例は，「地下構造のデジタルツインとは何で
すか？」という質問を行ったものである。検索結果
から見つかったチャンクを，3 つのグループに分け
て矛盾検出と整合点抽出を LLM に指示した。その
結果を図3に示す。比較結果が，LLM の回答である。

　この結果は非常に示唆的である。論文 A1 は「デ
ジタルツインは地下三次元の仮想空間を再現でき
る」と述べ，将来的な理想像を描いている。一方，
論文 B1 は「土木地質図は 99.9％が推定に基づくた
め，現実味に乏しい」と指摘し，現場経験に根ざし
た現実的な立場を示している。
　地質現象はきわめて複雑で，地域ごとに異なる要
因が重なって唯一無二の姿を形づくる。そのため，
多様な視点や仮説が提案され，議論の中で深化して
いくことは自然な流れである。ときには相反する主
張が併存し，互いに矛盾するように見えることもあ
る。本システムは，そのような異なる立場を同じキー

ワードのもとで抽出し，可視化できる点に特徴がある。
　このように，理想と現実の両極を同時に示すこと
で，利用者に新しい洞察を与え，議論の出発点をよ
り豊かにする可能性がある。

　例 3：「最近道路陥没事故が多いですが，事前調
査に適した物理探査法を教えてください」
　本来 LLM の利用は，利用者が自由な発想で LLM
と対話を行い，その結果を業務に活かすことにある。
その目的で「文献チャット」機能を用意した。利用
者は検索結果，抽出された文献とページ範囲を指定
し，その範囲に基づいた質問を自由に行うことがで
きる。この例では，近年数多く発生しているインフ
ラメンテナンスに関連する質問を行ってみた。この
質問の結果，検索で抽出された論文は，児島悠司氏
による「地盤の空洞調査に用いられる物理探査」で
あった。そこでこの論文を LLM に読ませて，「こ
の調査手法を道路陥没危険がある場所で使った現場
シナリオを想定し，手順を時系列で説明してくださ
い」と LLM に指示した（図 4参照）。

　この指示を受け取った LLM は次に示す表を回答
してきた。これを図 5に示す。
　回答では時系列的に調査順序を列記し，具体的手
順が記載され，大変完成度の高い表となっている。
重要なのは，この表を作成するのに利用した，児島
氏の元の論文の記述とページが，根拠として記載さ
れている点である。
　実はこの指示は，与えた資料には記載されていな
いことを要求している。児島氏の論文には調査の時
系列的な推移に関する具体的な記述はない。つまり
この表は，gpt-oss-20B に読ませた論文を基に，さ
らに gpt-oss-20B の内部の知識と推論を用いて作成
されたものである。しかしながら，この表には幻覚
の産物ではなく，児島氏が論文で述べている内容を
参照し，表作成の根拠となる個所が明示されている。

図 3　2 つのチャンクの内容の比較結果

図 4　LLM とチャットを通しての対話の例
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　重要なのは，利用者がこの表を「単なる AI の出力」
として眺めるのではなく，自分の現場調査にどう応
用できるかを考える点である。例えば，道路陥没の
危険がある地域で調査を行う際，提示された時系列
手順を自社の標準手順と照らし合わせ，欠けている
部分を補ったり，効率化できる部分を見直したりす
ることで，現場に直結した改善策を導き出すことが
できる。
　これは，与えた文献を基礎としながら，さらに情
報を知恵に発展させるとどうなるかを LLM が示し
た簡単な例である。現在多くの生成 AI 利用者は，
単に質問に対する回答を求める場合もあれば，さら
に一歩踏み込んで，生成 AI の持つ知識と推論能力
を実務に活かそうと考えている。この応用例は，そ
の方向性を示すものであり，今後の利用法の一端を
垣間見ることができる。

 6   今後の展開
　本プロジェクトで構築した知識システムは，個人
研究者が所有する PDF 資料を対象に検索を行い，
その結果を LLM に渡して要約・比較・矛盾指摘と
いった高度な処理を実行することを可能とした。大
量の文献を手作業で整理していた従来の作業が効率
化され，研究の出発点における情報把握が格段に迅
速化できることを確認した。
　今後の発展として，第一にプロンプト設計の高度
化が挙げられる。現行のシステムでは短いテンプ
レートを利用しているが，より複雑な研究課題に対

応するためには，複数タスクを組み合わせたり，条
件分岐を含めたりするようなプロンプトの工夫が必
要である。さらに，このような改良が比較的容易に
実現できるのは，本システムを自作しているからで
ある。自分で構築した仕組みであれば，どの部分を
修正すればよいかを明確に把握でき，利用目的に応
じた最適化を迅速に行える。この点は，外部製品を
導入する場合には得がたい大きな利点である。
　第二に知識基盤の拡張がある。私のシステムでは
テキストを対象としているが，将来的には図表や数
式を OCR や数式認識技術と組み合わせて扱うこと
が望ましい。これにより，実験データや理論式を含
む資料の活用度が高まり，分野を問わず利用価値が
広がると考えられる。
　第三に外部システムとの連携が挙げられる。
ChatGPT，Claude，Gemini などのクラウド型 LLM
を適切に併用すれば，最新知識やマルチモーダル処
理（画像・音声・動画生成）を取り込むことも可能
である。ただし，情報漏洩や利用コストの問題につ
いては慎重に配慮する必要がある。
　さらに視野を広げると，近年は生成 AI を学術研
究の主体的な担い手とする大規模な試みが国内外で
提案されている。たとえば，SakanaAI が開発する
AI Scientist2）は，研究アイデアの生成から実験設
計，実施，解析，さらには論文執筆に至るまでを自
動化することを目指しており，AI によって生成さ
れた論文が国際会議に受理された事例も報告されて
いる。また，FutureHouse が提案する Robin と呼
ばれるシステム 3）は，文献調査や仮説生成，実験計

図 5　道路陥没危険がある場所での調査現場シナリオ
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画，データ解析を複数の専門 AI エージェントが連
携して担うマルチエージェント型システムであり，
AI が発案した疾患治療仮説が前臨床段階で検証さ
れる成果が示されている。
　オープン LLM の開発と PC 能力の向上が今後と
も進めば，RAG による既存資料の活用にとどまら
ず，自社が蓄積してきた文書や報告書，技術データ
をもとに，転移学習などによって自社製品や業務に
特化した LLM を育成することも不可能ではない。
これにより，より高い精度で自社固有の課題に対応
できる知識システムを構築でき，業務効率化だけで
なく競争力の源泉としても活用できるだろう。
　現在，AI に関連する技術開発は，大規模な研究
機関や企業を中心に展開されている。一方で，本稿
で取り上げたような個人が作る知識システムは，規
模や目的は異なるものの，「LLM をどのように研究
や業務に組み込み，プロンプトを通じて実行可能な
知識処理を引き出すか」という共通の課題意識を持
つ。以上を踏まえると，本システムは小規模ながら
も，生成 AI を日常業務に導入する流れの中で実用
的な位置を占める。今後は，プロンプト設計の進化，
データ対象範囲の拡張，外部システムとの連携を通
じて，例えば地質調査報告の整理や災害リスク評価
といった産業現場において，新しい形を支える基盤
技術の一つとして発展していくことが期待される。

 7   終わりに
　今回のプロジェクトの出発点は，大学を退官する
際に物理的に自宅に持ち帰れなかった書籍や資料を
PDF 化したものの，それらが長い間活用されず PC
内で眠っていたことにあった。これらの蓄積を有効
利用したいという思いが動機となり，本システムの
構築に取り組んだ。目的にはまだ道半ばであるが，
少なくともその一歩を踏み出せたと感じている。
　本稿で紹介したような RAG システムは，大企業
だけのものではなく，むしろ大学の研究室単位や，
中小規模の調査会社や自治体こそ効果を発揮する。
個人で集めた論文や参考書，あるいは自社で蓄積
した報告書をそのまま活かせる。これは少人数の組
織でも知識の引き継ぎやノウハウの共有が容易にな
る。「もしコストをかけずに，自社専用の AI 検索
システムが作れるなら試してみたい」と思われた方
にとって，本稿が第一歩となることを願っています。
　 最 後 に， 本 稿 で 紹 介 し た コ ー ド の 多 く は
ChatGPT の支援によって作成した。もっとも，最
終的な検証と責任は著者にある。ここに，生成 AI
という新しいツールの力を借りられたことに謝意を

表し，本稿の締めくくりとしたい。

　【追記】この記事の様に，新しいシステムを作っ
てみたと言う報告の場合，多くはそのソフトウェア
の入手方法が記載されている。しかしながらここで
は次の方法での自作を勧める。まずこの記事を生成
AI に読ませる。そして次の指示を生成 AI に与え
る。「ここで説明されている RAG システムの実現
に必要となる全てのコードを書き下して下さい。そ
してそれらが完全に稼働する PC 環境の作り方を丁
寧に教えてください。」後は根気があれば，1 週間
程度で自分の PC（GPU 搭載が望ましい）上に似た
ような知識システムが稼働していると思います。生
成 AI の世界を楽しんで下さい。
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 1   はじめに
　近年，局地的豪雨の頻発により小規模斜面災害の
リスクが高まっている 1）。従来の降雨閾値型の警戒
は簡便で実装性が高い一方で，地質・地形・排水の
差異や履歴効果を十分に反映できず，過大・過小評
価が生じうる。これに対し，LPWA（Low Power 
Wide Area）通信を備えた傾斜計・伸縮計・雨量計
等の IoT センサの普及により，実斜面の動態データ
を継続的に取得・解析する基盤が整いつつある。本
稿では，LPWA 地表面傾斜センサを用いた斜面変
状予測の全体フローと既往の機械学習（ML）によ
る短期傾斜予測の実データ検証を整理し，生成 AI
を“モデル選択・意思決定支援の要”として組み込
む構成を示す。ここでの生成 AI は，ML 本体の代
替ではなく，予測モデル（現状は MLP/LSTM）を
選択し，管理基準値に基づく警戒レベル（1 〜 5）
の確率を出力する“オーケストレータ”として機能
させる。さらに将来的には，特定メーカーの傾斜セ
ンサに依存しない相互運用（マルチベンダ対応）を
実現する設計指針を述べ，最後に生成 AI を用いた
斜面変状監視システムの展望を論じる。

 2   機械学習による傾斜角度の予測
　本章では，実斜面の崩壊事例に基づく傾斜角度の
予測方法を示す。まず，傾斜角度の観測値と同地点
で取得した降水量を 1 時間値にそろえる。そのうえ
で降水量を実効雨量に変換し，四つの入力（降水量，
実効雨量，既知の傾斜角度，既知の傾斜角度と実効
雨量）と，未知の傾斜角度を出力とする学習用デー
タを作る。これらを MLP と LSTM の二つのモデ
ルに学習させ，グラフ表示と MSE（平均二乗誤差）

で性能を比較する。データは訓練・検証・テストの
三区分に分け，訓練は学習，検証はハイパーパラメー
タ調整，テストは最終評価に用いる。以下に手順の
詳細を述べる。
　本研究で扱うのは，四国内の斜面に設置した観測
機器で得られたデータである。複数の地表面傾斜計
には LPWA 通信機能が備わり，斜面の動きを連続
監視している。2023 年 3 月末には斜面の一部が崩
壊し，複数の傾斜計でその挙動が記録された。本稿
では，そのうち「センサ A」の計測値を対象とする。
センサ A は MEMS 加速度センサを内蔵した地中埋
没型の地表面傾斜計で，分解能は 0.005°である。図
-1に傾斜角度の時系列を示す。図中の太線で囲った
範囲が活動領域であり，センサ A は圧縮域内に位
置する。同一地域には雨量計も設置し，10 分間隔
で降水量を観測している。本研究ではこの降水量も
解析に用いる。また，本研究開発では，降水量の履
歴効果を取り込むため，実効雨量を用いる。実効雨
量 2）は過去の降雨が土壌の含水状態に残す影響を単
純化して表した量である。

2.1　データの前処理とモデル
　1 時間間隔に整えた降雨量，実効雨量，傾斜角の
三系列を入力として，学習に用いる形式へ変換する。
ここでは，期間分割，正規化，スライド窓の三つの
処理を行う。対象期間（2022 年 10 月 28 日〜 2023
年 3 月 24 日）を時系列順に三分割する。2022 年 10
月 28 日〜 12 月 30 日の 1500 時間（1500 プロット）
を訓練，12月30日〜2023年1月20日の500時間（500
プロット）を検証，残りの 2023 年 1 月 20 日〜 3 月
24 日の 2010 時間（2010 プロット）をテストとする。
訓練はモデルの学習，検証は調整時の誤差評価，テ

IoT センサ・気象データを用いた
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ストは汎化性能の確認に充てる。

　各特徴量を 0-1 の範囲にスケーリングする。学習
データの再招致・最大値を用いて変換する。学習デー
タでフィットしたスケーラーを，検証・テストセッ
トにも適用し，全データを同一スケールに揃えるこ
とで，特徴量間の値幅差の影響を抑制し，学習の安
定性を高める。
　図-2のとおり，スライド窓3）サイズを24ステップ，
予測地平を 1 ステップとし，1 時間ずつずらしなが
ら入力サンプルを生成する。作成した各窓を MLP
と LSTM へ入力し，次の時刻の傾斜角度を推定す
る。本稿では，MLP と LSTM の二つの ML モデル
を用いてそれぞれの性能を評価する。

　MLP（Multi-Layer Perceptron）は，多層パーセ
プトロン（MLP）は順伝播型のニューラルネット
ワークで，入力層，隠れ層，出力層から構成される 4）。
各層は全結合であり，層間は重み W とバイアス b 
により接続される。活性化関数により非線形関係を
表現できる。本研の MLP 構成は図 -3に示し，活性

化関数には ReLU を用いる。
　LSTM（Long Short-Term Memory）5）は，時系
列学習で問題となる勾配消失や勾配爆発に対処する
ために提案された。三つのゲート機構とセル状態を
持ち，情報の保持，忘却，出力を制御する。本研究
の LSTM は図 -4の構成とし，隠れ状態の次元数は
50 である。
　使用する言語は Python（ver 3.11.6），機械学習
ライブラリは Pytorch（ver 2.1.0）を使用している。
最適化アルゴリズムは Adam，学習回数は 1000 回
である。

2.2　モデル予測結果
　本章では，説明変数を「降水量」「実効雨量」「既
知の傾斜角度」「傾斜角度と実効雨量の組み合わせ」
の四種類として MLP と LSTM に学習させ，MSE

（対数スケール，図 -5）と時系列比較（図 -6）で性
能を評価する。結果として，MLP は「既知の傾斜
角度」単独および「傾斜角度と実効雨量の組み合わ
せ」を用いた場合に最も小さい MSE を示した。一
方，LSTM は概ね MLP より誤差が大きく，急な立
ち上がりへの追随が弱い傾向が見られた。説明変数
の影響として，入力が大きく変動する区間では，実
測の挙動と無関係に予測にも変動が現れやすい。と

図 -1　センサ A の傾斜計測結果

図 -2　スライド窓の概念図 3）

図 -3　MLP の概念図 4）

図 -4　LSTM の概念図 5）
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くに「降水量」や「実効雨量」のみを用いると目的
変数との相関が弱く，学習後も誤差が下がりにくい。
これに対し「既知の傾斜角度」を含めると自己回帰
的な情報が効き，変化の兆候を捉えやすくなる。
　モデル間の違いについては，LSTM はセル状態に
より過去情報の影響を保持するため出力が平滑化さ
れ，急激な上昇が始まっても予測の変化が小さくな
りやすい。MLP は窓内の情報を一括で扱いながら
学習し，結果として窓の末端付近の最新情報を強く
反映して急変に追随する場面が多い。ただし，これ
らの挙動はニューラルネットワークの内部機構に依
存するため厳密な要因特定は難しく，ここでの説明
は観測された挙動に基づく整理である。
　以上より，現状のデータでは MLP が相対的に良
好な誤差を示す一方，LSTM にも平滑化による安定
性という利点がある。どちらが適切かはサイト特性
や季節，雨型などの条件に左右されうるため，優劣
を固定せず今後の検討課題とする。

 3   生成AIによる警戒判定と提示方法
　現在，構想段階も含めて開発中のプラットフォー
ムの概要について述べる。生成 AI は，各地点の最
新データ（傾斜，実効雨量（雨量データ），気温など）
と過去の検証結果を照合し，その時点で信頼できる
と判断した予測モデルを自動で選ぶ。現状は MLP

または LSTM からの選択であるが，今後は他の事
前学習モデルも候補に加える予定である。どのモデ
ルを使うかの判断には，直近の誤差，外れ値の発生
状況，欠測の有無といった健全度の情報を用いるた
め，同じ地点でも季節や雨の降り方が違えば選ばれ
るモデルが変わることがある。
　選ばれたモデルの予測は，運用で定めた警戒レベ
ル管理基準と照らし合わせて解釈する。具体的には，
傾斜角の変化速度の目安を基に，近い将来に警戒レ
ベル 1 〜 5 のどれに達しうるかを確率という形で示
す。この確率は中央値だけでなく将来のばらつきを
見積もって算出したものであり，「今の状態」を断
定するのではなく「この先どのレベルに到達する見
込みか」を直感的に伝えることを目的とする。画面
上では，実測値と予測の中央値に加えて，将来の
不確実性を帯として重ねて表示することを考えてい
る。利用者は，この帯が管理基準の線をどの程度ま
たぐかを見るだけで，上昇傾向の強さや注意すべき
タイミングを把握できるようになる。あわせて，生
成 AI は主要な要因を短い文章で説明する。たとえ
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ば「地点 B の実効雨量が増加している」，「夜間に
降雨が続くため，地点 A のセンサ 3 が警戒レベル
１を超える可能性があるので注意が必要」といった
簡潔な説明を添え，判断の手がかりを提供する。欠
測やセンサ異常がある場合は，その影響と推定の信
頼度の低下を明示して，過度に反応しないよう配慮
する。
　通知は短時間の揺らぎに過敏にならないように設
計する。一定時間以上同じ傾向が続いた場合に初め
て通知するなど，現場の体制や時間帯に合わせて控
えめに設定し，誤報による負担を減らす。レベルの
定義やしきい値は地域・場所に縛られずに同じ設定
を用い，その後は運用で蓄積されたデータに基づい
て段階的に見直す可能性がある。見直しの際は，被
覆率のずれ，見逃しと空振りのバランス，実務上の
受容度を照らし合わせ，現場に適した形へ調整して
いく。
　将来的には，モデル選択の候補拡大により，デー
タが少ない新設地点でも初期段階から一定の精度を
確保することを目指す。また，メーカーの異なるセ
ンサが混在しても同じ画面とルールで扱えるよう，
データ形式や校正手順をそろえ，生成 AI が自動で
整合性を確認する。これにより，機器の増設や入れ
替えに強い構成となり，安定した判定とわかりやす
い提示を継続できることになる。

 4   まとめと今後の展望
　本稿では，四国内の斜面で観測された崩壊データ
を用いて傾斜角度の予測モデルを構築し，その精度
を検証した。説明変数として降水量，実効雨量，既
知の傾斜角度を用い，MLP と LSTM の性能を比較
した結果，降水量や実効雨量のみを入力とする条件
では，増加傾向にある傾斜角度の先読みが難しいこ
とが明らかになった。一方で，既知の傾斜角度を含
めると予測が安定し，特に MLP は既知の傾斜角度
単独，あるいは実効雨量を併用した場合に良好な誤
差を示した。ただし，これらの知見は本研究で採用
したデータと設定に基づくものであり，一般化には
さらなる検証が必要である。
　今後は，入出力データの関係性をより精緻に検討
し，降水が傾斜変化に与える影響をサイト特性（地
質，地形など）とあわせて定量化する必要がある。
また，実務上の避難判断に接続するには，1 時間先
に加えて数時間～数日先など複数の予測地平を扱え
ることが重要であり，学習条件と評価指標を拡張す
る。加えて，予測の不確実性を明示し，見逃しと空
振りのバランスを運用上許容できる水準に保つため

の校正手法の導入も求められる。
　そのうえで，ML モデル単体にとどまらず，生成
AI を中核とした総合的な斜面変状監視システムへ
と発展させる。生成 AI は各地点のデータ品質や季
節特性を踏まえて複数の ML モデルから予測器を自
動選択し，将来分布のばらつきを見積もったうえで，
運用で定めた管理基準に沿って警戒レベルの到達見
込みを自然言語でわかりやすく説明する。画面上で
は実測，予測中央値，ばらつきの帯を重ねて示し，
利用者は近い将来のリスクの立ち上がりとその根拠
を直感的に把握できる。センサが欠測した場合には
系列の補完と信頼度の低下を明示し，誤報と見逃し
のバランスを保つ。誤差や被覆率を継続監視し，し
きい値やレベル定義をデータに基づいて見直すこと
も考えられる。
　システム基盤としては，メーカーの異なる傾斜セ
ンサを共通フォーマットで受け入れ，現地の温度補
正などの校正手順を標準化することで，機器の入れ
替えや増設に強い構成とする。傾斜と雨量に加えて，
地中水圧，土壌水分，温度，地形や衛星観測といっ
た外部データを段階的に統合し，データが乏しい新
設地点には大規模事前学習済みの時系列モデルを活
用して初期精度を確保する。災害時の通信途絶に備
えてエッジ側に軽量な推論機能を持たせ，クラウド
と連携しながら継続的に警戒判定を提供する。さら
に，人と AI の協調運用を重視し，発報や解除の判
断理由を記録して後日検証できる監査性を確保する
ことで，説明責任と改善サイクルを両立させる。
　以上の取り組みにより，データの不確実性を前提
にした予測と，現場で使いやすい提示を両立させ，
自治体や管理者が早めの点検や通行規制といった具
体行動につなげられる基盤の実現を目指す。
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 1   はじめに
　近年，生成 AI は急速に進化を遂げ，さまざまな
ビジネスシーンでの活用が広がっています。特に，
大規模言語モデル（LLM: Large Language Model）
の登場により，自然言語処理の精度と柔軟性が飛躍
的に向上しています。
　例えば，GPT-4.1 や o1，o3 モデルは，より高度
な対話能力を持ち，適切なプロンプト（指示文）を
ユーザが入力することで，ニーズに応じた応答を生
成できます。
　また，画像生成や動画生成の分野でも，生成 AI
はクリエイティブな表現を支援する重要なツールと
して位置づけられています。さらに，SLM（Small 
Language Model）の登場は，特定のタスクに特化
した効率的な AI サービス開発が期待されています。
　現代の企業活動において，DX 関連施策の導入と
実施は，その重要性が年々増しています。特に生成
AI の分野では，業務効率化のための文章作成や要
約，データ解析による品質向上など，さまざまなタ

スクへの効果が期待されています。
　一方で，入力したプロンプトが LLM 自身の学習
に使われる AI サービスも存在しており，このよう
なサービスを業務に用いることは，業務情報の漏洩
につながり，企業の社会的信用が失われる可能性が
あるため，利用できません。
　アジア航測（以下当社という）では，2024 年 4
月より，このようなリスクに対応した生成 AI“α
GeAI（アルファ - ジー - イー - エーアイ）”1）を導入
しました。ここでは，そのご紹介と利用促進の取り
組みについてご紹介します。

 2   αGeAI 導入のねらい
　当社の中期経営計画 2026 において，DX 関連の
施策“AAS-DX”は根幹を成しており（図 1黒太枠），
計画内で掲げる，AAS-DX5 か年計画において定め
られている三要素『意識改革』『仕組みづくり』『技
術革新』の推進を目指しています。この計画を達成

生成 AI「αGeAI」の紹介
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するためには会社全体として，今まで以上に知的生
産性の高い業務へのリソース配分が必要不可欠であ
り，生成 AI が重要な役割を果たすと期待されてい
ます。
　そこで，日々の業務を図 2のように四つの領域に
分類し，第 1，3，4 領域の業務を自動化・省力化す
ることで第 2 領域『知的生産性の高い領域』へのリ
ソース配分を実現するためのツールの一つとなるこ
とをαGeAI 導入のねらいとしました。

 3   αGeAI とは
　αGeAI は，Microsoft 社の Azure OpenAI2）を基
盤として構築されています。Azure OpenAI は，入
力したデータが生成 AI の学習に活用されることで
データの外部漏洩につながる懸念を防ぐセキュリ
ティ対策が強化されており，企業内での利用に適し
ています。
　αGeAI は，コーディングの知識を有していなく
ても直感的に操作できるよう，図 3のような画面
構成となっています。また，Retrieval-Augmented 
Generation3）（以下 RAG という）の機能も搭載され
ており，特定分野の『専門家』を仮想的に作ること
が可能です。

 4   αGeAI で出来ること
　αGeAI は，基本的に利用者のさまざまなプロン
プトに対して柔軟に回答し，壁打ちを繰り返しなが
ら最適な結果を導き出す『マイチャット』機能，ト
ランスクリプションで文字起こしされた長文を要約
する『議事録要約君』機能の二つの AI 機能を搭載
しています。プロンプト入力欄にテキストを入力
して回答を得ることに加え，Word や Excel などの

Microsoft Office 系や画像のファイルもプロンプト
の一部として読み込むことができます。
　また，基本機能に慣れて，より自分の業務に合っ
た AI を使いたい利用者は，基本機能の二つの AI
に加えて自身で AI を作成することも可能です。作
成できる AI の種類は，AI の性格や役割，回答方
法などを設定して，より使いやすい AI との会話
ができる『AI 会話』，AI 会話に加えて既存の資料
や Web ページの情報も回答に反映させる『文書検
索（RAG）』の大きく二種類があります。ユーザは
RAG 機能を利用することで，過去の資料や Web サ
イトの最新情報を活用してより専門的用語や過去の
事例を基にした回答を得ることができます。

 5   αGeAI の利用状況
　2025 年 7 月時点では，全社員の約 60％がαGeAI
の利用経験があり，導入当初から約 3.2 倍になって
います。
　また，一か月あたりの利用者数をプロンプト入力
回数で分類分けして集計すると，図 4のように最も
多い 1 回～ 20 回の利用者は，導入時に比較すると
約 2.4 倍になっており，それ以上のプロンプト回数
の利用者数も伸びており，月に 100 回以上の利用者
80 名は，うまく生成 AI と向き合うことができてい
ると考えています。
　今後も次項でご紹介する活用促進に向けた取り組
みを強化・継続して，生成 AI をうまく活用する職
員を増加させていきたいと考えています。
　また，利用シーンについて調査したところ，約
41％の利用者がプログラミングやツール等と回答し
ており，以降，文書活用が多い状況です（図 5）。
　プログラミングやツールへの活用については，生
成 AI は特に得意な分野です。Python や VBA など

図 3　αGeAI 画面構成
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の比較的取り組みやすい言語においても簡単なコー
ドであればそのまま使えるケースも多く，業務の高
度化や自動化による生産性向上に寄与できる仕組み
を迅速に構築することが可能です。
　文書の誤字脱字の修正や文書構成への活用につい
ては，利用者が気付かない視点での修正案を示すこ
ともあり，より深みのある文書や伝えやすい文章を
効率的に作成することが可能となりました。

 6   活用推進に向けた取り組み
　αGeAI も単なるツールの一つでしかありません。
特に生成 AI は日常的に利用できるツールですので，
多くの人に使ってもらってこそ，その効果も大きな
ものになります。
　αGeAI の社内への浸透には地道な社内的な宣伝
活動が重要と考え，社内活用促進に向けた取り組み
として，以下のような施策を行っています。
①社内掲示板による定期的な案内
　当社全社員が閲覧可能なポータルサイトの掲示板
に定期的に情報を掲載し，『αGeAI』の文字がなる
べく目にとまる回数を増やすことを目的としまし
た。各取り組みの紹介はもちろん，アップデート情
報も積極的に掲載しています。
②活用事例収集・共有する仕組みの構築
　利用者の中には，αGeAI へのプロンプトの入力
内容やどのようなシーンで活用すれば良いか分から

ない方もいます。
　利用して上手く使えた事例，失敗した事例を収集・
共有することができれば，経験の浅い利用者も事例
を参考にした良い活用体験をより早く得ることがで
きます。
　この仕組みを Microsoft Forms，Microsoft Teams，
Microsoft Power Automate 用いて自動的に収集
する仕組み『アイデア箱』を構築しました。投稿
者は Microsoft Forms で利用事例を投稿すると，
Microsoft SharePoint に自動的に格納され，事例を
知りたい利用者は Microsoft Teams で事例検索する
ことで，情報を得ることができます。
　また収集された事例を効率よく検索するために投
稿されたアイデアをαGeAI の RAG 機能に登録した

『アイデア箱検索チャット』も構築しました（図6）。

　さらに，利用者のαGeAI の活用加速を図り，短
期間でなるべく多くの事例を収集することを目的と
して，インセンティブ制度を導入しました。これ
は，収集された事例の中から特に良い事例を毎月選
定し，投稿者にギフトポイントを付与する制度です。
付与されたギフトポイントの対象者は，部署内のコ
ミュニケーションに活用したという事例もあり，生
成 AI 活用を超えた効果も感じています。
③社内イベント，支社での勉強会
　当社では，毎年 1 回，社内技術発表会があり，そ
のイベント内において，αGeAI の活用事例や生成
AI の最新情報の発信を行いました。また，当社の
支社においても最新情報の共有や導入効果などのヒ
アリングを行い，概数ではあるものの，導入後 1 年
を経過した時点における導入効果測定も行いました。

 7   αGeAI の導入効果
　支社での勉強会における導入効果のヒアリング結
果の範囲において，導入効果を試算したところ，約
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図 4　αGeAI 月当たり利用集計

図 5　αGeAI 利用シーン割合

図 6　αGeAI 利用アイデア収集・共有の仕組
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100 件の活用によって，年間約 3300 時間の削減効
果が試算できました。
　この活用事例は約 50 名の活用事例であるため，
潜在的にこれ以上の導入効果があることも考えられ
ます。今後も導入効果を収集し，その効果を社内に
情報発信を継続することで，さらにα GeAI や生成
AI の活用促進につながると期待しています。

 8   RAG機能の試行と期待
　少しずつ社内への浸透が進んでいるαGeAI です
が，RAG 機能の社内利用については，導入当初か
ら搭載された機能でありながら，一部の利用にとど
まっていました。
　RAG 機能は，既存の文書や社内のノウハウを AI
の知識として活用できるものですが，効果的なシス
テムプロンプトの設定が重要となります。このスキ
ルを身に付けるため，まずプロンプトの書き方に慣
れることが必要です。
　導入から 1 年が経過し，生成 AI と向き合うこと
に慣れた利用者が増えてきたこともあり，最近から
広く RAG 利用を促進する活動もスタートしました。
さまざまな部署から利用の声が上がっており，個人
単位での利用から，組織的な利用の幅が広がること
に期待しています。
　まずは試行段階からのスタートですが，この 1 年
間で蓄積した事例を収集・発信する仕組みも利用し
ながら，さらに生成 AI をうまく利用して生産性向
上や新たなサービスの構築につながる活動を継続し
ていきます。

 9   生成AI利用における注意点
　生産性向上や知的生産性の高い業務へのリソース
配分を目的としたαGeAI ですが，利用するに当たっ
ては注意が必要です。まず，αGeAI の生成データ
に含まれる第三者が著作権を有しているデータや登
録商標，意匠の利用・生成については各種権利の侵
害に該当する恐れがあります。個人情報をインプッ
トして利用する際にも，目的外利用とならないよう
留意が必要です。
　また，インプットするデータだけでなく，生成さ
れたデータの活用においても注意が必要です。生成
AI は確率論に基づいて返答する性質を持っている
ため，不正確な場合があり，最終的なアウトプット
の利用判断は人間が行う必要があります。生成 AI
は『支援』が主な役割であることを忘れてはいけま
せん。

　こうした注意事項をまとめた『AzureOpenAI（生
成 AI）利用ガイドライン』をαGeAI へのログイン
時に全役職員が閲覧できる仕組みを作り，継続的な
注意喚起を実施しています。

 10   αGeAI の今後の方針
　αGeAI は機能アップデートを継続しており，さ
らに利便性が向上する予定です。利用できる LLM
も回答精度を考慮したモデルが選択の幅が広がり，
今後は GPT-5 モデルが選択できるアップデートも
予定されています。さらに日々の業務の第 2 領域へ
のリソース確保につながることが期待できます。
　今後は，本格的な活用がスタートした RAG 機能
の活用推進を進めながら，当社の事業分野への生成
AI の浸透を探り，新たなサービスを検討・構築す
るフェーズに移行していくと考えています。

 1 1   おわりに
　今後は，AI の市場規模は加速度的に成長すると
予測されています。私たちの業界においても人口減
少に伴う担い手不足への対応や一人当たりの生産性
向上が求められることが想定される中で，さまざま
な企業でこの課題への解決方法として，市場規模予
測に従う形で生成 AI の活用も進むのではないかと
考えています。
　室内のみではなく，現地における AI ツールとし
て，ネットワークを必要としない SLM と様々なセ
ンサーを組み合わせた新たなサービスが登場するか
もしれません。
　しかし，生成 AI と正しい向き合い方を理解でき
ていないと，思わぬトラブルや企業の信用を失墜さ
せることにもなりかねません。これからも当社は，
生成 AI とうまく付き合いながら，DX を推進させ
ていきたいと思っています。

〈注釈〉
1）　�αGeAI は，株式会社 KMS が Azure OpenAI を使用した生成 AI 

ソフトを当社用にカスタマイズしたものです。なお，αGeAI
のロゴは商標登録しています（2024 年 12 月）。

2）　�Azure OpenAI は，マイクロソフトが提供する多様なクラウド
サービスを利用できる「Microsoft Azure」において，OpenAI
社が開発・提供する多くの AI モデルをセキュアな環境下で利
用可能なマネージドサービス。

3）　�既存の文章データ等を取り込み，そのデータを基にテキスト
データ生成する技術。
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1．はじめに
　近年，特に 2022 年末頃から生成 AI の話題が世
界的にブームを起こしている。我国の産業界にお
いても例外ではない。毎朝のように，様々なメディ
アで「AI」の文字がフォーカスされない日はない。
今回 AI 周辺技術開発の末端に携わってきた研究開
発者としての筆者の立場から，この AI ブームを技
術と産業の観点からの時間軸に位置付けてみたい。
これにより「温故知新」つまり過去からの流れを
正しく捉え今後の社会に思いを馳せること，今後
の技術予測の感度向上にも繋がることとなろう。
そこで本稿では最近の生成 AI が登場するに至る
AI の歴史的変遷を「AI の発展の歴史」と題して要
約したい。この話題に関する様々な資料や，研究
者としての筆者自身の知見に照らしてみると，凡
そ 4 つの世代・期に区分する見解をとる向きが多
い（1）。よって本稿でもその見解に立つことにする。
そこでまずはこの分野に精通していない読者のた
めに，人工知能（AI），機械学習，深層学習，生成
AI の概念の包括関係を簡単に整理しておこう（図
1）。ここで，人工知能は以降で述べる 4 つの期に
共通の包括的概念であり，諸説はあるが第 3 期以
降の主役は深層学習，第 4 期の主役的存在が生成
AI の関連技術と捉えればほぼ的確な理解である。

2．第 1 期 （1950 年代 - 1980 年代）: 
     基礎学習時代
　人工知能という用語が登場したのは 1950 年代で
ある。第 2 次大戦後まもないこの時期は AI 研究の
黎明期であり，「人工的な知能」という概念が誕生
し，IBM などの大型計算機の登場もあいまって初

期の研究が盛んに行われた。1956 年にこの分野の
専門家によるダートマス会議（2）が開催され，人工
知能という用語が初めて使用された。この会議は
AI 研究の出発点となり，多くの研究者が集まった。

　技術的な観点からは主に「パーセプトロン」，簡
単に言えば入力層と出力層からなる 2 層のニュー
ラルネットワークが第 1 期の主流である。このモ
デルは，人工ニューラルネットワークの初期形態
であり，パターン認識や分類に焦点を当てた研究
が盛んに行われた。産業応用の視点からは，例え
ば自動車産業での組み立て工程のロボット導入や
製造業における基礎的な生産ライン監視などであ
る（3）。パーセプトロンは単純な問題を解決できる
モデルとして注目を集めた。しかし M.Minsky ら

AI の発展の歩み

教養読本

米
よねくら

倉 達
たつひろ

広＊

Key Word

教
養
読
本　

  

Ａ
Ｉ
の
発
展
の
歩
み

生成 AI，AI の発展の歩み，深層学習，プロシューマー，Transformer，
暗黙知，失われた 30 年

＊大日本ダイヤコンサルタント株式会社　DX 戦略アドバイザー

図 1　�AI（人工知能），機械学習，深層学習，生成 AI の位置
づけ（総務省ホームページ : 文献（26）からの引用を
含む）
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が示した「線形分離不可能」（4）に代表されるように，
パーセプトロンモデルの限界も明確に指摘された
ことで産業界にも徐々に影響が出始め，実用的で
複雑な問題を解決するには不十分であることが分
かっていった（図 2）。

3．第 2 期 （1980 年 - 2000 年前後）: 
     知識型システムの時代
　パーセプトロンの性能限界によって「冬の時代」
を迎えたニューラルネット型 AI と入れ替わるよう
に，記号論理とプロダクションルールに基づく AI
が主流となっていった（5）。人工知能プログラミン
グ言語 LISP（6） （LISt Processor：この世代の人工
知能はプログラムもデータも LIST として扱われ，
記号処理の効率化を図ったことからこの名がつい
た）が開発され，専門家の知識を直接入れ込むエ
キスパートシステムが登場した。これは，人間の
知識を記号や論理的なルールとして表現し，推論
を行うアプローチである。この考え方に基づいて

「専門家の知識」をそのままコンピュータに移植す
るエキスパートシステムとその基となる知識ベー
スシステムが開発され，コンピュータの大衆化：
パーソナルコンピュータ登場という時代背景とも
関連して特定の分野の専門知識をコンピュータに
移植または実装することが可能になってきた。産
業応用の観点でいえば製造業での予備知識に基づ
く診断工具や Mycin と呼ばれる医療分野での診断
予測システム（7），金融分野での資金運用評価シス
テムが挙げられる（8）。知識ベースの基になるプロ
クションルールとは，条件とアクションのペアで
構成され，特定の条件が満たされたときにアクショ

ンを実行するルールベースのシステムである。こ
のアプローチは，専門家が直接知識を埋め込む種
類の，ある種「閉ざされた知識」に基づいたシス
テムで，コピー機の故障診断や診療所での問診な
ど，制限された環境下では，知識の埋め込み，表
現と推論に広く使用された。我国の産業界でも第
2 期 AI の時代では，先端技術開発の一翼を担って
いた（8）。しかしそれもやがて，限定された分野で
の限定的な機能の実現にすぎないという批判にさ
らされ（9），この時期の AI もまた，パーソナルコン
ピュータの愛好家や著者を含め一部の特定分野の
専門家たちの関心に留まり，一般の多くの消費者
に広く普及するまでには至らなかった。

4．第 3 期 （2000 年代 - 2010 年代）: 
     ディープラーニング量産化の時代
　プロダクションルールに基づく AI もまた「冬の
時代」を迎えようとしていた 1990 年前後に，注目
を集めたディープラーニング（深層学習）型の AI（以
下ディープラーニング AI と呼ぶ）は，多層で複雑
な構造をもつ人工ニューラルネットワークである。
この方法論自体は 1980 年代に登場しており，AI 第
1 期に見出すことができなかった学習アルゴリズム
も 1989 年には提案されていたが（10），計算環境の
課題などにより複雑なパターン認識や分類タスク
を現実的に解決するアプローチとして注目される
までには多くの時間を要していた。この時代の AI
は，前世代のプロダクションルール型 AI の課題で
あった「閉ざされた知識」の問題や，第 1 期 AI の
課題であった線形分離不可能の「壁」という課題
を克服したモデルとなった。
　特にこの時期に至る少し以前，1990 年代から
2000 年代にかけては，チェスや囲碁でＡＩが世界
チャンピオンに勝利（IBM「Deep Blue」が 1997
年にチェスの世界チャンピオンに勝利，Google

「AlphaGo」が 2015 年に囲碁のヨーロッパチャン
ピオンに勝利）するなど，ディープラーニング AI
の研究が様々な分野で成果をあげたことを契機に，
民間でも画像処理や信号処理などの分野で徐々に
注目を集め始めた（11）。それら専門分野では，例え
ば画像処理の技術者が工夫を重ねて発案したアル
ゴリズムの性能を上回る AI（具体的には CNN と
呼ばれる深層学習モデルなど）が次々に登場した
ことで，ディープラーニング AI に再び注目が集
まってきた。この当時，計算資源の制約や利用可
能なデータの不足により，その潜在力が十分に発
揮されるまでには時間がかかったため，スーパー

図 2　�パーセプトロン型 AI モデルの例
　  　�（上図で３つの入力信号（D,Y,S）に対して W1，W2，

W3 の重みとの積和計算に，バイアス W0 が加算されて
出力素子に入力され，v を出力するモデル：線形分離可
能な問題しか正答できないという致命症が「線形分離
不可能」問題（4）として指摘された結果，AI 第 1 期は
冬の時代を迎える。） 
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コンピュータなど大量の計算資源の必要性が普及
の足かせとなっていた。しかし 2010 年代に入ると，
GPU（Graphical Processing Unit：3D ゲーム用の
CG（Computer Graphics）や画像処理等の目的で
開発された電子機器）の AI への 2 次利用環境と，
それをハードウェア基盤とする NVIDIA 社中心の
AI 開発目的のエコシステムがシェアを拡大した。
このことは，AI の性能向上と市場拡大の 2 つの意
味で貢献し，更にインターネットの普及による IoT

（internet of Things）と呼ばれる大量のデータ収集
スキームが利用可能になったことで，ディープラー
ニング AI が飛躍的な拡大と進歩を遂げた。ディー
プラーニング量産化の時代である。産業応用の面
では，2010 年以降は特に画像認識，自然言語処理，
音声認識，ゲームや CG，VR（Virtual Reality）な
どの分野では世界中で画期的な成果が得られ，予
測保全領域では，民間企業での機器の故障予測（12）

や産学連携での画像認識による不良検出（13）など，
多様な形態で種々の応用分野にディープラーニン
グ AI が普及した。このタイプの AI は機械学習の
分野で主流となり AI 技術の進歩に大きく貢献し
た。従ってこの第 3 期，特に後半 2010 年初頭から
の AI での特徴的なできごとは，AI のエコシステ
ムの形成であり，一般の消費者にも広く普及して
いった。この推移は現在 AI 第 4 期に繋がる重要な
時系列情報を多く含むため，少し紙面を割いて要
約すると
1） AI エコシステムのハード・ソフト環境の整備：
 　�2007 年に米国の NVIDIA 社が公開した CUDA 

（ ク ー ダ と 読 む： Compute Unified Device 
Architecture　の略語で TensorFlow や Pytorch
などの AI フレームワークとベクトル計算を高
速に行う AI 向けハードウェア : GPU の中間に
位置する）といわれるミドルウェアの開発と
その爆発的普及によって，2010 年代初頭から，
同社は AI に特化した汎用計算を可能にする
CUDA 上での開発ツールキットを流行させ，教
育機関や研究機関向けのエコシステム構築にも
力を入れた。これにより，同社の GPU を活用し
た大規模な並列計算が一般化し，ディープラー
ニング AI の計算コストが劇的に下がるきっかけ
になった。

2） AI 開発環境の民主化：
 　�TensorFlow, Pytorch をはじめとするオープン

ソースのディープラーニングフレームワークが
登場し，GPU の計算能力を簡単に活用できる環
境が整った。これにより，研究者や開発者が容
易に AI モデルを構築・実験できるようになった。

このような AI の技術開発と産業応用に関する
循環のしくみを AI 開発エコシステムと称して
巻末図 3にまとめてある。

3） AI による世界的イベント：
 　�AI が囲碁やチェスなどで人間を凌駕する成果

（例：AlphaGo や IBM Deep Blue など）は，AI
の社会的注目度を一気に高め，技術エコシステ
ムの発展を後押しした（14）。これらの成功事例は，
GPU やフレームワークの進化と相まって，AI
技術の信頼性と実用性を世に示した。

4） 市場への展開：
 　�世界全体で見れば，産業 IoT 部門における AI

活用企業は 2019 年から 2 年余りで 19% から
31% に増加（15）し，GPU 市場では NVIDIA が今
日に至るデータセンター用 GPU 市場の 92% の
シェアを占めた（16）。しかしながら我国の産業界
の AI 普及率は AI 第 3 期末の時点では新型コロ
ナ感染拡大の影響もあり米国や中国に大きく後
れを取っている（17）。

　このように，NVIDIA の CUDA による GPU 計
算の民主化，TensorFlow, Pytorch などのフレーム
ワークの普及，そして AI の実社会でのインパクト
ある成果が，深層学習のエコシステムを確立し，コ
ンシューマへの普及を強力に後押ししたと言える。
また AI 開発のための計算資源やツールが一般ユー
ザにも開放され，個人や小規模チームでも AI モデ
ルの開発や応用が容易になったことで，消費者が
単なる利用者にとどまらず，自ら AI を活用・開発
する「プロシューマー :Professional な Consumer
の意味でこれらの用語を併せた造語」として台頭
したのはその証左である（18）。

5．第 4 期 （2020 年前後 - 現在）: 
     生成 AI 革命の時代
　現代に続く AI の第 4 期は，生成 AI の台頭が特
徴的である。生成 AI は，テキスト，画像，音声
などのコンテンツを生成する能力に特長をもつ。
2022 年 後 半 に は，Chat-GPT の GPT-3.5（19） に 代
表される大型言語モデル （LLM） の開発競争が加
速し，生成 AI の能力が飛躍的に向上したのは記
憶に新しい。この第 4 期 AI の技術的進化はこの
第 4 期の始まる少し前，2017 年に論文発表された
Transformer モデルの登場（20）である。
　LLM は，膨大な量のテキストデータを学習し，
人間のようなテキスト生成や会話を可能にした。
この時期のコンシューマ層に対する顕著な成果は，
2020 年の OpenAI 社による Chat-GPT3 に始まる生
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成 AI の普及であるが，技術開発の視点における第
4 期の最大の成果が Google 社による Transformer
モデルの発明である。Transformer モデルとは，「注
意機構：Attention mechanism」と「位置エンコー
ディング：Positional encoding」の 2 つの画期的な
技術がセットになった，ディープラーニングモデ
ル全体の「進化」である。人間の認知機能である，
時間的に遠く離れたトークン（例えば単語や音節）
を同一視するための「注意を払うこと」を模倣す
るしくみと捉えられるこの機能が AI の諸分野に与
えた恩恵は極めて大きく，未だに画像，音声，動
画などマルチモーダル生成の領域を拡大し続けて
いる（21）。
　この Transformer モデルを採用した代表的な生
成 AI モデルには，OpenAI 社の GPT シリーズや，
Google 社の Gemini（以前は BARD と称した）シ
リ ー ズ，Anthropic 社 の Claude シ リ ー ズ，Meta
社の Llama シリーズなどがある。また動モデルは
2021 年に OpenAI 社が発表した CLIP （Contrastive 
Language-Image Pretraining）に代表される，画
像の言語化・アノテーション化にも大きく貢献し
ている（22）。これらのモデルは自然言語処理やコン
テンツ生成において優れたパフォーマンスを発揮
し，様々なアプリケーションやサービスに活用さ
れている。生成 AI は，コンテンツ作成，クリエイ
ティブな作業，カスタマーサービスなど，幅広い
分野の存在感を高めており，AI が代替する可能性
のある領域を大きく拡大している。ここで AI の第
3 期と第 4 期の産業面での違いは，2025 年 7 月時
点で未だ明確な区別が広く周知されていない（第
3.5 期という表現も散見される）面もあるため，暫
定的な数字であるが AI 関連市場規模の差は第 3
期 AI の末期：2018 年と第 4 期 AI 当初の世界市場
規模がそれぞれ約 35 億ドルと，261 億ドル（BCC 
Research（23）），全用途 AI 合計の AI 市場規模でそ
れぞれ約 350 億ドル～約 2000 億ドルと，約 2000
億ドル～ 6380 億ドルなどの予測値（24）であり，年
成長率で 40% ～ 45% 程度の試算である。これは生
成 AI 普及のもたらす爆発的拡大の要因である。日
本国内の文脈でも IDC Japan 株式会社の試算（26）

によれば 2024 年に 1341 億円の市場規模が 2029 年
には 3 倍強の 4187 億円に増加する旨の予測が公開
されている。
　ここまでの話題をまとめたものが巻末表 1であ
る。ここでは①技術的な特徴，②ビジネス環境，
経済分野からの視点でみた特徴，③大衆・消費者
の視点でみた特徴，④国際政治や地政学的にみた
ときの特徴という 4 つの視点でまとめてある。

6．まとめ：産業界の向かうべき方向
　以上，AI の進化と発展の歴史を 4 つの主な世代
に分けて総括してみた。これら 4 つの世代の特徴
は，社会的背景と各時期における AI 技術の進歩
と社会への影響をセットにして捉えるべきである。
AI の歴史は，技術革新だけでなく，ビジネス，社
会，国際政治など様々な側面と複雑に関係してお
り，生成 AI 競争が激化しつつ今後も AI エージェ
ント，マルチモーダル AI，そして AGI （Artificial 
General  Intelligence：人間と同等以上の汎用的な
知能を持つ汎用人工知能の意味）などのキーワー
ドが経済社会的観点で紙面を賑わせる日々がしば
らく続くであろう（27）。今現在は AI 第 4 期の真只中，
Transformer の応用モデルによるマルチモーダル
化と AI エージェントの専門領域拡大が時々刻々進
んでいる。なかでも AI エージェントの開発競争は，
生成 AI の産業応用分野で特にホットな話題の一つ
であり，文献（28）に良くまとめられている。
　こうして AI の歴史を振り返る際，視点を我国に
戻して我々技術開発やイノベーション創出に携わ
る立場として「温故知新」と「進化論のパラダイム」
そして「失われた 30 年の反省」を今一度思い起こ
すべきと考える。具体的に整理してみよう。
1）　�最初に，単一の視点や過去の成功体験からだ

けではなく，様々な視点から古きを訪ねて新
しきを知る。AI 技術革新の現在までの歴史を，
上述のようにフラットな観点から再度整理し
正しく理解し，「（外的環境変化による）自然
淘汰を生き抜くもののみが生き残る」という
文脈でこれを捉えるべきである。

2）　�そのうえで，現在進行形で今後更なる加速度
で現れるであろう AI の進化を柔軟かつバラン
スよく捉えてその最先端を窺う視座と勇気を
もち，その叡智を次の世代へ着実に受け渡し
ていくことが，企業のイノベーション推進組
織にとって何より肝要である。欧米や中国に
これ以上離されてはならない。

　　�更に，日本企業のリーダーにとって重要な点は，
3）　�AI そのものの力ではなく，それを賢く導入し，

業界や企業のイノベーションの構造に意味の
ある形で統合する能力である（29）。AI の導入に
よる効果に即効性を期待する一方，短期間で
実際のコスト回収に成功した実例は決して多
くない。この主な理由は業界・企業内の風土
文化的，人材も含めたインフラ的，そして技
術基盤の準備が，AI の望ましい効果をもたら
すほどに成熟していない可能性があるためで
ある（29）。
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4）　�そしてこの問題は AI 第 3 期以降の国際競争か
ら忽然と周回遅れとなってしまった我国の「失
われた 30 年」の反省の歴史と完全に重複する。
すなわち，「リスク先送り志向」と「損失回避
バイアス」による負の連鎖である（30）。そして
最後に

5）　�当会誌の読者である，地質調査業をはじめと
する土木建設業界，更には関連する行政機関
の諸兄ならびに諸姉にも一言つけ加えておき
たい。我々の業界も決して例外ではない。個
別の企業努力は言うに及ばず。個別企業だけ
でなく，業界団体全体として「生成 AI の時代」
をどのように先取りし，強みに替えていくか
が問われている（31）。当然ながら ISO や JIS な

ど，国内外の品質・環境に関するグローバル
基準などの詳細情報は言うに及ばず，業界内
で実質的に「暗黙知」化されている類の情報
が企業毎に眠っている現状であると推測する。
それらを種々の視点で顕在化し，網羅的に整
理し，利便性をもって利活用に供することが
可能な生成 AI の開発などは，業界全体として
の競争力向上の中心的課題となろう（32）（33）。今
後の若手技術者の確保・養成，ならびに技術
伝承の喪失課題（ナレッジロスやブラックボッ
クス化）への挑戦という観点からも，身近な
ところから最先端技術に挑戦する心構えと気
概を持ち積極的に発信する努力を怠ってはな
らない。
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図 3　ディープラーニング AI 開発のエコシステム
　  　�（上図において，４つの各層は様々な企業・団体が提供するサービスの複合体で，層毎にほぼ独立した依存関係をもつエコシス

テムを形成している。）
　  　①�コンピューティング基盤層においてコンシューマ向けの NVIDIA GPU と，主に企業向けの Google TPU （Tensor Processing 

Unit）が計算リソースの土台となるハードウェアでありベクトル / テンソルの並列高速計算をサービスする。それぞれのミド
ルウェア（CUDA や TPU runtime など）がこの上位に位置し，開発環境フレームワーク層との間を接続する。　

　  　�②�開発環境フレームワーク層には Python 上で動作する Pytorch, TensorFlow, Python 言語に類似した JAX 言語，新たな AI 用言
語 Triton などが AI プログラミング開発環境として位置する。

　  　�③ �AI モデル／ライブラリ層には，Hugging Face Hub においてコミュニティ発 Transformer モデルをホスティングしており，
transformers ライブラリ経由でダウンロード・利用できる。一方，OpenAI の GPT 系列は一般に重み非公開（一部 Gpt-oss 等
例外あり）で API 形式での提供を実施し，通常は公式 Openai SDK で呼び出す。

　  　�④�最上位層のエンドユーザ／ API 層では，ユーザは OpenAI API 呼び出しを含め , Hugging Face Hub での学習用／推論用 API
の利用 ,　Google Collab. や AWS　Sagemaker・AWS Bedrock などの開発環境を介した深層学習モデルや生成 AI モデルの開
発が可能である。
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表１　AI の世代ごとの技術，産業・経済，消費者視点，国際・地政学的視点
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1. はじめに
　ここ数年，生成 AI，特に大規模言語モデル（LLM）
が，様々な分野で注目を集めている。文章や画像
の生成にとどまらず，専門的な対話やプログラミ
ングまで行うその能力は，これまでの AI 技術とは
一線を画すものである。その進化の速度は驚異的
である。例えば筆者が一年ほど前，自身の名前を
LLM に入力して「この人物は何者か」と尋ねたと
ころ，「元中日ドラゴンズ所属，速球派で惜しまれ
つつ引退した台湾人投手」という，全くの創作（嘘）
が返ってきた。これはハルシネーションと呼ばれ
る，特に初期の LLM で大きな問題として認識され
ている課題であった。しかし現在，同じ質問をす
ると，ごく普通に「土木工学を専門とする大学教
員」と正確に答える。この一年での進化を鑑みれば，
数年後に我々の想像を超える能力を獲得していて
も，何ら不思議ではない。
　このような状況を踏まえ，我々が専門とする土
木工学，あるいは本誌で扱う地質・地盤分野も，
この大きな技術の流れと無縁ではいられないこと
は明らかである。2000 年代初頭，検索エンジンと
して Google が登場したとき，当時大学生だった筆
者は大きな衝撃を受けた。当初はその真価を測り
かねた方もいたかもしれないが，今や Google や
Wikipedia を知らない，あるいは使いこなせない技
術者が第一線で活躍し続けることが困難であるの
と同様に，生成 AI もまた，数年のうちには現代の
技術者にとって必須の思考ツールになると確信し
ている。
　本稿の目的は，「やさしい知識」として，この生
成 AI の能力の片鱗に触れながら，それが地質・地
盤分野の課題解決にどのように役立つのかを考え，

読者の皆様がこの新しい技術と前向きに関わるた
めのヒントやきっかけを提供することにある。

2. LLM 前夜：特定タスクに特化した AI
　現在注目されている LLM が広く普及する以前
から，AI を用いて画像の内容を文章で説明する
Image Captioning という技術分野が存在した。こ
れは，画像の中から物体や状況を認識する AI（例
えば，畳み込みニューラルネットワーク）と，認
識した情報をもとに単語を一つずつ連鎖的につな
ぎ合わせて文章を生成する AI（例えば，再帰型
ニューラルネットワーク）を組み合わせるのが基
本的なアプローチであった。ただし，この技術は
一般的な写真の内容を説明するには有効であった
が，専門分野特有の知識が求められる場面では，
その限界もまた明らかであった。例えば，インター
ネット上の膨大な画像で学習した，一般物体向け
の画像キャプション生成サービスに橋梁の劣化写
真を見せても，モデルが専門的な用語や劣化の概
念を学習していないため，適切な説明文を生成す
ることはできない。例えば支承が腐食している写
真が「汚れた古い部屋」，コンクリート桁のひび割
れが「建物の側面にある標識」などと，全く見当
違いに表現されてしまうという課題があった。そ
のような問題の解決のため，特定の専門分野に特
化した AI の開発が進められてきた。
　例えば筆者らもかつて，その一環として，Image 
Captioning 技術により橋梁の点検写真から劣化状
況を自動で文章化する研究に取り組んだ 1），2）。橋
梁の写真には劣化部材や変状種類といった専門的
な情報が含まれている。これら情報を画像から自
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動抽出し，可読性の高い文章として表現する技術
は，点検技術者にとって非常に有益である。この
専門分野特化という課題に対し，我々が取ったア
プローチは，AI に専門知識を徹底的に学習させる
という，ある意味で正攻法であった。具体的には，
まず実際の橋梁点検で撮影された 3118 橋分の写真
と，それに対応する専門家による説明文を用いて，
42 万枚以上の画像と 50 万以上の説明文からなる，
橋梁変状に特化した独自のデータセットを構築し
た。このような専門分野に特化したデータセット
は，それまで存在しなかった。そして，このデー
タセットを用いて，Image Captioning を行うため
のディープラーニングモデルを訓練した。
　さらに，文章を生成する際に，画像のどの部分
に「注目」すべきかを AI 自らが学習する機構をモ
デルに導入した。これは，人間が画像を説明する
際に，全体をまんべんなく見るのではなく，説明
したい対象に視点を集中させる動きを真似たもの
である。こうした技術を組み合わせることで，我々
の手法は高い精度を達成した。また，橋梁の点検
写真では，一枚の画像に複数の変状が写っている
ことが多いため，一つの画像から複数の説明文を
出力するアルゴリズムも考案した。これにより，

「支承の腐食」と「アンカーボルトの欠損」といっ
た複数の劣化事象を同時に指摘することが可能に
なった。結果の事例を図１に示す。高い精度で劣
化状況が文章化されている様子がわかる。この成
果は，経験の浅い技術者や，専門知識が豊富でな
い行政職員でも，画像から橋梁の状態を容易に理
解する手助けとなり得る。

　一方で，このアプローチは，いわば「専門性」と「汎
用性」のトレードオフの関係を内包していた。専
門的なデータセットで訓練することで，AI は「橋
梁変状」という特定のタスクに関する高い専門性
を獲得する。その反面，訓練されたタスク以外の，
例えば地質図を読解するような全く異なる業務を
行うことはできず，汎用性は失われる。

　さらに，もう一つの根源的な課題があった。そ
れは，専門データセットだけでは学習できない「暗
黙知」の存在である。後の章で詳述するが，「水は
上から下に流れる」といった自明の理は，点検記
録などの専門文書には当たり前すぎて書かれてい
ないため，特化型 AI がこういった概念を学ぶこと
は極めて困難であった。そのため，例えば橋梁の
支承に発生した腐食の原因として，上部の伸縮装
置からの漏水が考えられる場合，その診断には「水
は重力に従って上から下に流れる」という基本的
な物理法則の理解が不可欠である。ところが，専
門文書のみを学習した AI にはこの自明の理が欠け
ているため，観測された変状と，その根本原因と
を結びつける自律的な診断を行うことが容易では
なかった。つまり，LLM 前夜の AI は，「高い専門性」
と引き換えに，「汎用性」と，常識的な判断の基盤
となる「広範な暗黙知」を扱えないという限界を
抱えていたのである。
　これに対し，現在我々が目にしている LLM や，
画像など文字以外の情報も扱える LMM（Large 
Multi-modal Model：大規模マルチモーダルモデ
ル）は，超大量のパラメータを持つアーキテクチャ
により，超大量のデータを学習することを可能と
したものである。このモデルにより，強烈なコン
ピュータパワーによる長時間学習が必要となるが，
インターネット上に存在するウェブページ，書籍，
論文，画像といった，ありとあらゆる膨大な情報
を事前に学習している。その結果，特定の目的に
限定されない「汎用性」と，多様な文脈から獲得
した「暗黙知」を両立させている。この点こそが，
LLM 前夜の AI との本質的かつ決定的な違いであ
り，このように急速に世界的に普及している理由
でもある。

3. LLM, LMM：汎用 AI の簡単な仕組みと実力
　LLM 前夜の AI が，特定の課題を解くための「職
人」や「専門家」であったとすれば，現在の LLM
や LMM は，広範な知識を持つ「万能家」でありな
がら，特定の分野においても専門家と対話できるほ
どの深さを併せ持つ存在，と例えることができる。
その驚くべき能力は，実は非常にシンプルな原理に
基づいている。
　LLM の基本原理は，突き詰めれば「入力され
た文章に続く，最も確率の高い単語を予測し続け
る」ことにある。例えば，「日本の首都は」という
文章が入力されれば，学習した膨大なデータの中か
ら，次に続く単語として「東京」が最も確率が高い

図 1　橋梁損傷の説明文を画像から生成する AI
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と予測する。このような自己回帰的な単語の連鎖
生成こそが，ChatGPT の名前の一部にもなってい
る GPT （Generative Pre-trained Transformer） の
Generative の由来である。このシンプルな原理を，
数十億から数兆にものぼる膨大な量のパラメータと，
インターネット規模の巨大なデータセットで実現し
たのが LLM である。
　この汎用的な能力は，地質・地盤分野においても
様々な応用が考えられる。例えば，これまでは数日
を要したかもしれない文献調査も，LLM に「〇〇地
域の地すべり災害に関する近年の主要な論文をリス
トアップし，それぞれの貢献を 500 字で要約して」
と指示するだけで，ものの数分で高度な要約を入手
できる。また，ボーリング調査で得られた土質区分
や N 値のデータを LLM に渡し，「このデータから，
地盤構成の概要と工学的な留意点について報告書の
草案を作成して」と指示すれば，一定の品質を持つ
文章が生成されると期待できる。これは報告書作成
業務の大幅な効率化に繋がる。
　一方，LLM がテキストだけでなく，画像などの他
の種類の情報（モダリティ）も一緒に扱えるように
拡張された LMM は，さらに強力な能力を発揮する。
LMM は，画像と言葉を橋渡しするように学習して
おり，画像の内容を理解し，それに関する質問に言
葉で答えることができる。
　例えば，ある露頭の写真を LMM に見せ，「この写
真から読み取れる地質学的特徴を説明してください」
と質問すれば，「互層構造が見られ，風化の程度に差
がある」「節理の発達が認められる」といった基本的
な観察結果とともに，「斜面安定性の観点から注意
が必要」という工学的な指摘も期待できる。現時点
では完全に専門家の判断を代替するものではないが，
若手技術者の教育や，専門家同士の議論のたたき台
として有用である。

4. LLM がもたらす本質的な変化と期待
　LLM や LMM がもたらす変化は，単なる業務の
効率化に留まらない。それは，私たち土木技術者
の「知」の扱い方や，仕事の進め方そのものを変
革する可能性を秘めている。ここでは，期待され
る 3 つの本質的な変化について述べる。

①暗黙知を含む AI（専門家の常識・経験則獲得）
　2 章の終わりでも触れたように，まず期待される
のが，専門家の持つ「暗黙知」を AI が獲得するこ
とである。暗黙知とは，言葉で明確に説明するの
は難しいが，熟練者が無意識のうちに使っている

経験則や勘，大局観のことである。
　例えば，「水は上から下に流れる」というような，
自明な物理法則や社会常識は，専門家にとっては
論ずるまでもない『前提知識』である。それゆえ
技術報告書のような専門文書に記述されることは
まずなく，結果として専門文書だけを学習した特
化型 AI は，このような基本的な常識すら獲得でき
なかった。
　これに対し，現在の LLM は，専門文献や技術報
告書だけでなく，子ども向けの読み物から一般的
なニュース記事まで，インターネット上のありと
あらゆる情報を学習している。その過程で，専門
家の思考パターンや判断の機微といった高度な暗
黙知だけでなく，こうした基本的な物理法則や社
会的常識までをも，膨大な文脈の中から知識とし
て獲得していると考えられる。専門家の文章を集
めるだけでは獲得不可能な，多様なレベルの暗黙
知を網羅できる点に，LLM の本質的な強みがある。
地質現象は不確実性が高く，全ての事象を形式知
だけで記述できないからこそ，この能力は極めて
重要である。暗黙知を獲得した AI は，単なるデー
タ処理機としてではなく，我々の思考を拡張する
役割を担うことが期待される。

②非構造化データの構造化
　次に重要なのが，形式の定まっていない「非構
造化データ」を，活用可能な「構造化データ」へ
と変換する能力である。構造化データが Excel の
表のように行と列で項目が定義されたデータを指
すのに対し，非構造化データは報告書の本文のよ
うな自由記述の文章だけでなく，画像，音声，セ
ンサーログなど，形式が定められていないあらゆ
るデータを指す。地質・地盤分野で扱う情報の多
くは，まさにこの非構造化データであり，技術者
がそこから様々なことを判断するが，形式がバラ
バラなため，横断的な検索や統計的な分析を行う
ことが難しく，その多くが個別の報告書やファイ
ルの中に眠ったままになっていた。
　LLM，そして画像などを扱う LMM は，その高
度な情報処理能力によって，これらの膨大な非構
造化データを意味的に理解し，そこから必要な情
報を抽出・整理することができる。例えば，数千ペー
ジに及ぶ過去の調査報告書の中から，「特定の地層
名」「その層厚の範囲」「工学的な特性に関する記述」

「関連する災害事例」といった項目を AI が自動で
抽出し，一覧表やデータベースの形にまとめるこ
とが可能になる。筆者らの Image Captioning の研
究も，画像から「損傷部材：支承」や「損傷種別：
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腐食」といった情報を文章として生成する点で，
非構造化データ（画像）から構造化された情報（部
材，種別）を抽出する試みと言える。LLM/LMM は，
このプロセスを既存の膨大なテキストや画像資産
に対して，より大規模かつ柔軟に行うことができ
るという強みを持つ。この能力は，埋もれていた
データ資産を，再度活用可能な知識へと転換させ
ることに等しい。

③業務プロセスの革新（技術者が本来の業務に集
中できる環境へ）
　上記の①暗黙知の獲得と②非構造化データの構
造化が組み合わさることで，地質・地盤技術者の
業務プロセスそのものが大きく変わることも期待
される。調査計画の立案，現地での踏査，データ
整理，解析，そして報告書の作成という一連の業
務フローにおいて，これまで技術者は多くの定型
的な作業に時間を費やしてきた。
　生成 AI はこれらのプロセスを劇的に変革し得
る。例えば計画段階では，過去の類似地域の事例
や関連文献を AI が瞬時に提示し，最適な調査計画
の立案を支援する。データ整理・解析の段階では，
非構造化データの構造化によってデータ入力の手
間を省き，解析モデルの初期条件やパラメータの
妥当性について，暗黙知を含んだ AI が助言を与え
る。そして報告書作成の段階では，解析結果や考
察の要約，図表のキャプション生成，参考文献リ
ストの整理などを AI が自動化し，技術者の執筆負
担を大幅に軽減する。
　その結果，技術者は，これまで多くの時間を費
やしてきた単純作業や定型業務から解放される。
そして，その時間を，専門家でなければ決してで
きない，より高度で創造的な業務に集中させるこ
とができるようになる。これは，単なる効率化を
超え，技術者一人ひとりの生産性と専門性を最大
限に引き出す，働き方の質の変革に繋がると期待
できる。将来的には，より本質的な考察や新たな
技術開発といった創造的な領域においても，AI は
思考の整理を助け，異なる視点からの検討を促す
存在として，我々の研究開発を支援する役割を果
たすと期待できる。

5. まとめ：生成 AI とどう付き合うか
　本稿では，LLM 前夜の特化型 AI との比較を通
じて，現在の生成 AI が持つ「汎用性」という本質
的な特徴について述べ，それが地質・地盤分野に
もたらすであろう変化と期待について考察してき

た。生成 AI は単なる便利な道具ではなく，土木工
学における「知」の扱い方や仕事の進め方そのも
のを，根底から変革するほどの大きなポテンシャ
ルを持っている。
　しかし，生成 AI と付き合っていく上で，我々は
いくつかの重要な心構えを持つ必要がある。まず，
生成 AI は万能ではないという認識である。導入で
述べたように，AI がもっともらしい嘘（ハルシネー
ション）をつく頻度は劇的に減少しているものの，
依然として AI は誤りを犯す可能性があるという認
識は不可欠である。したがって，AI の出力を無批
判に受け入れることは極めて危険である。
　このことは，裏を返せば，専門家としての我々
の役割が今後ますます重要になることを意味して
いる。AI が出力した情報の真偽を判断し，その価
値を見極め，自らの専門知識と経験に基づいて批
判的に吟味し，最終的な意思決定の責任を負う。
この，AI の出力を鵜呑みにせず，その本質を見抜き，
自らの判断の「道具」として使いこなす能力，す
なわち「専門知に裏打ちされた批判的思考力」こ
そが，これからの技術者に一層強く求められるス
キルとなるだろう。AI に仕事を奪われるのではな
く，AI を使いこなし，その出力に付加価値を与え
るのが専門家の役割となるのである。
　最終的に目指すべきは，AI との対立ではなく，「協
働」である。将棋の藤井聡太竜王・名人は，AI を
研究パートナーとして活用していることで知られ
る。しかし，AIから最大限のものを引き出せるのは，
彼自身が人間として最高峰の実力と深い洞察力を
持っているからに他ならない。AI と専門家の関係
もこれと同様であり，AI を高度な対話相手として
使いこなすためには，我々人間側にもそれに比肩
する高い専門性が求められる。
　生成 AI は，地質・地盤分野においても避けて通
れない技術となりつつある。本稿で述べてきたよ
うに，その汎用性と暗黙知を活用することで，我々
の業務は大きく変わる可能性がある。同時に，AI
の限界を理解し，専門家としての判断力を維持・
向上させることも不可欠である。今後は，この新
しい技術を適切に評価し，実務への導入を慎重か
つ着実に進めていくことが，我々技術者に求めら
れている。
　本稿で論じてきた AI との協働関係は，単に既存
業務の効率化に留まらず，これまで人類が直面し
てきた，より壮大で複雑な課題解決への扉を開く
可能性を秘めている。例えば，地球最後のフロン
ティアと呼ばれる深海底に眠るメタンハイドレー
トやレアアースといった未利用資源の開発はその



56

典型である。広大な海底の地質構造を把握し，膨
大な物理探査データやサンプリング情報といった
非構造化データを統合的に解釈・評価するプロセ
スは，まさに本稿で述べた生成 AI の能力が最大限
に発揮される領域と言える。AI が膨大なデータか
ら有望な領域を絞り込み，技術者が専門的な知見
に基づき最終判断を下す。そのような人間と AI の
新たな協働関係を築くことこそが，資源探査のよ
うな極めて不確実性の高い課題に対する我々の挑
戦を加速させ，地質・地盤分野の未来を，そして
人類の可能性そのものを大きく切り拓いていく鍵
となるはずである。
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基礎技術
講座

1. はじめに
　地中レーダは，路面下に存在する空洞や地下埋設
管の位置・規模を非破壊で探査できる技術として広
く活用されている。その原理は，地中に電磁波を照
射し，比誘電率の異なる境界面で反射した波を受信・
解析することで地下構造を可視化するものである。
　一般社団法人日本インフラ空間情報技術協会（以
下「当協会」）では，3 次元地中レーダとモバイル
マッピングシステムを組み合わせた計測システム

（GMS3）1）を認定技術として活用している。本技
術は，国土交通省，NEXCO および地方自治体にお
ける路面下空洞調査の標準的な調査手法として用い
られているほか，全国標準積算資料（土質・地質調
査）2）や地質調査実施要領 3）においても，調査手法
の標準として記述されている。
　この標準技術 1）は，車両搭載型の 3 次元地中レー
ダにより地下の 3 次元データと同時に，全周囲カメ
ラで地上の 3 次元映像を高精度な位置情報と共に取
得するものである。取得した地下・地上情報は統合
され，専用ビューアソフト上で管理・表示可能であ
る（図 1，図 2）。
　しかし，探査で得られる反射波形データは膨大で
あり，その中から空洞や埋設管を正確に判別するに
は，専門知識と経験を持つ技術者が長時間にわたり
目視解析を行う必要がある。この作業は解析コスト
の増大や人材不足といった課題につながっている。
加えて，建設業界では若手技術者の減少と熟練者の
高齢化により人手不足が深刻化した厳しい労働環境
に直面している。こうした背景のもと，国土交通省
の i-Construction 推進もあり，DX による抜本的な
効率化が求められている。

　これらの課題の解決方法として，当協会でも地中
レーダデータの解析プロセスに AI を導入し，高度
化・自動化を図っている。本稿では，導入している
地中レーダ解析 AI 技術と，このシステムをさらに
発展させることによる，インフラ維持管理の効率化，
コスト削減に向けた取組みについて紹介する。

路面下調査技術の標準
－地中と地上の 3 次元データ
　一元化技術への AI の活用－
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橋梁床版調査，災害復旧・復興

＊�（一社）インフラ空間情報技術協会　事務局長　（株）カナン・ジオリサーチ　代表取締役

図 1　地中レーダ 3 次元モバイルマッピングシステム

図 2　地中と地上の一元化表示例
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2. AI を用いた空洞判定
　集中豪雨や下水道管の老朽化に伴い，頻発する
路面陥没の対策として全国各地で路面下空洞調査
が定期的に実施されている。調査は交通規制を必
要としない車載型地中レーダを用いる方法が主流
であり，1 回の調査で数十～数百 km のデータを取
得することも多い。そのため，従来は熟練技術者
が膨大なデータを長時間かけて目視解析し，空洞
を抽出していたが，解析負担の軽減が強く求めら
れている。地中レーダ画像から空洞パターンを自
動抽出するために，AI を用いた画像解析による空
洞判定を実施（大和探査技術（株）4））している。
従来の判定手順と，AI を導入した判定手順の比較
を図 3に示す。

　画像解析 AI は，測線の 1 チャンネル分の地中レー
ダ画像を入力とし，学習データを基に双曲線状の
空洞・非空洞パターンを検出する。検出結果は解
析画面に表示され，最終的に技術者によって確認・
精査される。

　従来の技術者による判定では，双曲線状の白黒
パターンに加え，複数チャンネル間の連続性を考
慮して 3 次元的に判断する。埋設管は多くのチャ
ンネルで同一位置にパターンが現れるため非空洞
とされるが，AI はチャンネル間の関係を考慮せず，
1 チャンネルの画像から学習した特徴に基づき平面
画像から空洞有無を判定する（図 4）。
　この AI 判定は，実際の空洞について 95% 以上
という高い検出率を達成し，見逃し防止に有効性
が確認された。一方で，非空洞を含む判定精度は
40% 未満と低く，誤検出の多さが課題である。原
因は AI がチャンネル間の立体的連続性を考慮して
いないためであり，今後は 3 次元的な判定基準の
導入や特殊パターンへの対応が必要とされる。
　現状では，画像解析 AI の分類結果を技術者が再
確認するプロセスが残るが，それでも全体の解析
時間は大幅に短縮される。AI の利点は，一貫した
基準による判定と高速処理能力にあり，人力の約 4
倍の速度で解析でき，24 時間稼働によってさらな
る解析作業の生産性向上が図れる。

3. AI による鉄筋コンクリート内部の損傷検出
　道路橋床版の損傷形態は多様化しており，特に山
間地や寒冷地では，凍結防止剤の散布などの影響に
より，アスファルト舗装直下の床版上面コンクリー
トが土砂化する事例が数多く報告されている。土砂
化は外観から直接把握できず，さらに調査には交通
規制を伴うため十分な時間が確保しにくい。鉄筋腐
食や水平方向のひび割れなど，床版内部で進行する
損傷は，外観に現れる変状以上に深刻である場合も
多く，これに対応するため様々な非破壊検査手法の
開発・適用が進められている。道路橋床版の点検に
は点検手法によって適用範囲の制約があり，鉄筋腐
食領域や内部ひび割れを的確に把握するには複数の
手法を組み合わせる必要がある。予防保全の観点か
らは，腐食初期に発生する微細なひび割れを早期に
検出できる技術が特に求められている。
　この課題に対し，鉄筋・空洞探査で一般的に用い
られる電磁波レーダ法の適用可能性に着目し，地中
レーダで取得したデータを機械学習で分類し，自己
組織化マップを活用し，その分布形状や規則性から
鉄筋コンクリート内部の損傷箇所を判定することに
より健全部と損傷部に分類するシステムが開発（技
建開発（株）5）6）；CQ ドクター）されている。
　この AI による鉄筋コンクリート内部の損傷検出
システムは，機械学習によって分類されたデータを
グループごとに色分けして表示するため，従来の白

図 3　従来と AI を用いた空洞判定プロセス 4）

図 4　空洞・非空洞パターン例 4）

＜従来のプロセス＞

＜ AI を用いたプロセス＞
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黒コンター図を経験的に読み解く方法に比べ，損傷
推定の精度を大きく向上させる。また，損傷箇所が
視覚的に明確に示されることにより，技術者の熟練
度に依存せず，解析作業の効率化と単純化が実現す
る。その結果，省人化や工程短縮，点検・補修範囲
の特定精度向上につながる。
　本技術を橋梁床版の劣化調査に適用することで，
損傷推定が熟練技術者の主観に左右されずに実施可
能となり，客観的かつ効率的な維持管理を実現する
ことが可能である。（図 5，図 6）

4. 予防保全や災害時の早期復旧への活用
　路面下空洞調査技術として標準的に用いられてい
る地中と地上情報の一元化技術 1）に，新たに時間
軸を加えることで，インフラ維持管理の姿を大きく
変える可能性がある。この「4 次元マッピングプラッ
トフォーム」構想では，同一箇所で定期的に 3 次元
データを取得し，時系列で蓄積・管理することによ
り，インフラの状態変化を「3 次元＋時間」で把握
できる。蓄積データを比較・分析することで，空洞
の拡大や路面沈下の進行度を差異から定量的に評価
し，異常の深刻度に応じた対策優先度の決定や補修
計画の立案を可能にする。これにより，科学的根拠
に基づく予防保全や，急激な変状への迅速な対応が
期待される。
　経時変化の監視という考え方自体は従来から存在
し，他のインフラ分野でも理想的なマネジメント手

法として目指されてきた。しかし，地中探査では解
析コストと時間の制約が大きく，実際には数年に一
度の低頻度評価が限界であった。AI の導入を実現
したプラットフォームは，解析の自動化によってコ
ストと時間を大幅に削減して高頻度のデータ蓄積を
可能とする。結果として，データ駆動型のインフラ
マネジメントが実現可能となる（図 7，図 8）。
　さらに，この 4 次元プラットフォームは災害対応
にも有効である。平時に蓄積された高精度データは，
詳細なハザードマップとして機能し，地震や豪雨時
のリスク評価に役立つ。災害発生後には迅速に被災
状況を計測し，災害前データとの比較解析を行うこ
とで，道路損壊や構造物被害，地下空洞の新規発生
を即座に把握できる。絶対座標に依存せず差分解析
で評価できる点も特徴である。
　また，津波などで地上の建物や目標物が消失した
場合でも，位置が安定した地下埋設管を基準点（ベ
ンチマーク）として活用することで，被災前の区画
や施設位置を正確に復元できる。これにより，救助
活動の迅速化や復旧・復興計画の策定に大きく貢献
することが期待される（図 9）。
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図 5　調査から損傷判定までのイメージ

図 6　CQ ドクターによるアウトプットイメージ
図 7　地中レーダ映像の変化点検出 AI イメージ

図 8　地上映像の変化点検出 AI イメージ

図 9　災害前後比較による活用イメージ
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 また，道路パトロールカーなどに計測機材を搭載
し，高頻度でデータを取得・蓄積するコストを掛
けないデータ取得の仕組み構築も課題である（図
10）。

5. おわりに
　3 次元地中レーダ探査技術を用いた地中と地上情
報の一元化技術 1）は，路面下空洞調査法として標
準的に用いられており，さらに地中レーダ技術と
AI 解析の融合は，インフラの維持管理における課
題を解決する大きな可能性を秘めている。地中と
地上の一元管理に加え，AI を活用した空洞判定や
鉄筋コンクリートの損傷検出により，解析の効率
化と精度向上が実現しつつある。
　さらに，時間軸を加えた「4 次元マッピングプラッ
トフォーム」の構想は，予防保全や災害時の迅速
な対応にも貢献する新たな社会基盤の形成を目指
すものであり，今後は AI 技術のさらなる高度化と
運用体制の整備を通じて，持続可能で安全なイン
フラ管理の実現に向けた取り組みを加速させてい
く必要がある。

図 10　データ取得用道路パトロールカー
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1. はじめに
　私は 40 年以上，道路・ダム・地すべり等の調査
に携わってきた。現在の会社に入社以降は，空中
写真を使って，地形改変の履歴を確認することを
調査の一部に取り入れることも多い。
　私が経験した現場から，空中写真等を用いて，コ
スト縮減を図った事例と，これまでの経験からの思
い込みで，追加調査を実施した事例を紹介する。

2．事例１（調査結果の再検討による
     コスト縮減）
　国道近傍で地すべりが発生し，前年度に実施され
た地質調査業務を受けて，追加の地質調査を実施す
る業務であった。前年度業務の成果を確認した結果，
作成された地質調査結果の疑問点を，空中写真等を
用いて地形改変の経緯を確認した上で，対策工法の
再検討を実施しコスト縮減を図った。

（1）前年度調査結果
　前年度の地質調査の結果，図 -1に示す地質断面
図が作成されていた。この地質断面図を見て，下記
の４つの疑問点が浮かんだ。
　①�国道が厚い盛土となっているが，山側が切土法
面になっているため，切盛境界がどこかに存在
する。

　②�山側が切土法面のため，盛土はそれほど厚くな
いのではないか。

　③�国道が盛土上に施工されていなければ，地すべ
りが発生しても国道に影響しないため，道路事
業として地すべり対策事業を行う必要は，ない
のではないか。

　④�現在発生しているキレツは，切盛境界で発生し
ているのではないか。

　以上の疑問点を解決するための方法を提案し，新
たな調査と変状原因の検討を行った。

調査結果の再検討による
コスト縮減等の事例紹介

私の経験した現場
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図 -1　前年度調査結果による地質断面図
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私の経験した現場

（2）再検討の方法と地質調査結果
　地形改変状況を把握するために，表 -1に示す資
料を収集し，地形改変状況を確認した。
　この結果，平成 7年度には，今回地すべりが発生
した盛土が施工されており，国道は切土範囲と推定
された。

表 -1　地形改変確認結果

表 -2　対応方針比較表

写真 -1　平成 7 年 11 月撮影の空中写真

図 -2　平成 16 年航空レーザ測量 DEM
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　この推定結果を基に，表 -2に示す 2案（第 1案：
斜面全体の安定を図るための調査・対策。第 2案：
斜面変動が発生した場合でも国道に影響が及ばない
ような対策）の対応方針を検討し発注者と協議した
結果，第 2案の調査・対策を実施することになった。
　新たに実施した調査ボーリングも含めて作成した
地質断面図を図 -3に示す。

　調査の結果，地すべりが発生した盛土は，最大層
厚約 5ｍの腹付け盛土として施工されていることが
確認された。
　変状発生原因は，調査地は豪雪地帯で，除雪した
雪を盛土法面に排雪しており，融雪水の影響で変状
が発生したと推定した（図 -4）。
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図 -3　地質断面図

図 -4　地すべり発生機構概念図

（3）対策工法の検討
　対策工として下記に示す 2案を検討した結果，経
済性に優れる第 1案：盛土層を除去する方法を採用
した（図 -5）。
　対策工費は算出していないが，盛土層の地すべり
対策として，安定化を図るケースに比較して，地質
調査も含めると，数分の 1～十分の 1程度の費用と
なったと判断している。

➢ �第 1案：変状の原因となる盛土層を除去する
  方法【採用工法】
　※�土工での対策となるため安価となるが，盛
土層を除去することで駐車場が狭くなる。

➢��第 2案：盛土層を構造物（杭式擁壁）により
  安定化する方法
　※�構造物で安定化させるため，対策が高価と
なる。
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私の経験した現場

3. 事例２（経験による思い込み）
（1）現地状況
　渓流に沿った国道に，スノーシェッドを施工する
ための調査ボーリングを実施した。
　渓流には，凝灰岩が分布しており，なめ滝状になっ
ていた（写真 -2）。

（2）調査結果
　調査ボーリングの結果，表層は風化しているが，
深度 1ｍ程度以深は長柱状～短柱状コアとして採取
される火山礫凝灰角礫岩が分布していることが確認
された（写真 -3）。

　浅い深度から火山角礫岩が分布しており，スノー
シェッドの基礎として問題はないと判断した。
　スノーシェッドは，工期短縮のためプレキャスト
コンクリート壁を用いて山側の擁壁を作成すること
となった。プレキャストコンクリート壁はプレボー
リングで施工する計画で，プレボーリング工法は，
硬質地盤にも適用可能な工法であり，火山礫凝灰岩

図 -5　対策工比較案

写真 -2　国道脇における渓流の凝灰岩露頭
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は，なめ滝を形成し，ボーリングコアも長柱状に採
取される（硬質であればキレツが生じると考えてい
た）ことから，この工法が適用可能と考えており岩
石試験等の調査は実施しなかった。

（3）施工時の対応
　プレキャストコンクリート壁の施工を開始したと
ころ，予定深度まで掘削することが出来ずに高止ま
りした。
　高止まりした原因を把握するために，追加調査ボー
リングを実施し，室内岩石試験として湿潤密度試験，
一軸圧縮試験を実施した。
　調査ボーリングの結果では，高止まりした深度と
それ以浅の深度で岩質の違いは確認できなかったが，
一軸圧縮強度が，高止まりした深度やそれ以深では
3～ 5倍の強さを示していた。
　追加調査の結果を受けて，プレキャストコンクリー
ト壁の長さを再設計する対応を行った。

4．おわりに
　事例 1では，先行業務の地質調査結果を再検討
し，地すべり変状範囲と保全対象の関係や，考え
られる変状原因を推定し，道路事業という観点か
ら対策工法を 2案検討した上で調査方法を提案し
た。提案内容のうち，道路に影響が及ばすコスト
を縮減できる対策工法を実施した。対策を実施し
た箇所は，10 年程度経過したが，その後に変状は
発生していない。
　この業務では，地質断面図を作成する際には，
周辺の道路構造や，地形の成り立ちを考慮した上
で地質断面図を作成することが重要なことを改め
て感じた。また，地形の成り立ちを把握する上で，
空中写真や地形図が重要で貴重な資料であること

を改めて認識した。
　事例 2では，地表地質の状況と調査ボーリング
結果および採用工法から，その工法が適用できる
と考えて，その後の検討を行わなかった事例を紹
介した。
　硬質地盤に適用可能な工法とされていたため，
なめ滝を形成する火山礫凝灰角礫岩なら対応可能
と判断してしまった。幸いスノーシェッドの施工
は，工期に間に合うことが出来た。
　今回紹介した事例が，本報告を読んでいただい
た皆さまの少しでもお役に立てば幸いである。

私
の
経
験
し
た
現
場

写真 -3　ボーリングコア写真

（m）
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1. はじめに
　私は十数年前まで日本酒が苦手で飲めませんでし
た。独特の香り，口に広がる米の風味，そして喉を
通るときの熱さが，どうしても馴染めなかった。友
人に勧められても，笑顔で断るのが常だった。周囲
は皆，乾杯の後，ゆっくりと日本酒に移る。私はひ
とりひたすらビ－ルを口にしていた。
　しかし，ある日を境にその印象が変わった。友人
に誘われて訪れた地元の居酒屋で，初めて「鷹勇　
純米吟醸　なかだれ」を口にした瞬間，思わず静か
に目を閉じた。その一滴には，鳥取の自然と蔵人の
技が凝縮されているようだった。
　香りは穏やかでありながら，米の旨みがふわりと
立ち上がる。口に含むと，柔らかな甘みとともに，
しっかりとしたコクが広がる。雑味がなく，澄んだ
味わいが喉をすっと通り抜ける感覚は，飲む人の心
を静かに満たしてくれる存在である。
　よくよく考えると，「鷹勇」は地元のお酒という
ことで，物心ついた時から祖父が呑んでいて，鷹勇
が常に家にあるという感じでした。
　「鷹勇」を醸す大谷酒造さんは，創業明治 5年，
150 年以上にわたり，地元の恵みとともに伝統を守
り続けておられる｡
　その酒造りの根幹をなすのが，大山から湧き出る
伏流水である。冬の寒風と雪解けが育むこの天然水
は，透明度が高く，ミネラルバランスに優れ，まさ
に“命の水”と呼ぶにふさわしい。
　この水を使うことで，「鷹勇」は雑味のない澄んだ
味わいを実現している。また，原料となるお米も大山
の豊かな土壌と美味しい水によって育まれている 1）。

2. 大山の天然水
　大山は中国山地の最高峰であり，四季折々の美し
い風景が広がる国立公園として，多くの人々に親し

まれている。その大山の天然水の秘密は，西日本最
大級の広さを誇るブナ林にある。
　縄文・弥生時代の古くから，大山は「神の宿る山」
として崇められ，厳重に守られてきた。奈良時代
以降は山岳信仰の霊場として入山が厳しく制限さ
れたことにより，現在も豊かなブナ林が広く残さ
れている。
　このブナ林は，地中深くに純粋な天然水を蓄える
役割を果たしており，大山の自然が長い年月をかけ
て育んだ貴重な水資源となっている。
　そのサイクルは，雪解けの水は地中深く染み込み，
栄養豊かな土壌でじっくりとろ過されている。そし
て，大山という巨大な天然のろ過機によってさらに
洗練され，極上の天然水が育まれている。その水は
静かな田園風景や美しい川の流れを生み出し，私た
ちのもとへと届けられている。
　特に鳥取県では，地下水を水道水として利用して
いる割合が高く，全国的にも珍しい「地下水利用型
水道」が整備されている 2）。
　そのため，蛇口をひねるだけで「大山の恵み」を
感じられる，美味しい水が供給される。
　2024年2月21日に放送されたTBSの情報番組「ひ
るおび」で，「水道水が美味しい都道府県ランキング」
が発表され，鳥取県が見事 1位に選ばれました 3）。
　さらに，鳥取県は大手飲料メーカーのミネラル
ウォーターの生産地としても知られており，その豊
かな水資源は多くの人々に親しまれている。

3. 大山地域の地形・地質
　大山は約 100 万年前に活動を始めた火山で，現在
は休止状態にある。成層火山と溶岩ドームが複合し
た地形を持ち，雄大な山容を形成している。
　図 1に示されているように，山体中央部の円錐形
の高まりは大型の溶岩円頂丘（弥山）からなり，大

大山の水
～鷹勇の伝統を守る天然水～

大地 の 恵み
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山の裾野は日本海まで広がっており，時代ごとに異
なる密度で放射状の谷が刻まれた火砕流や泥流の堆
積面，そして扇状地が形成されている。このよう
な地形は，大山のマグマが珪長質であったことに加
え，噴出源付近に高粘性の溶岩と低粘性の火砕流が
堆積しやすかったこと，さらに火山の基盤に小起伏
の山地が広がっていたことに起因している（町田，
2004）4）。
　これらの地形は，豊かな土壌を育み，地域の農業
や水資源の確保に大きく貢献している。
　また標高 800 〜 1,300 メートルの範囲には，西日
本最大級のブナ林が広がり，さらにその上部には草
原が広がる高山帯が見られる。

　大山火山は，新生代第四紀更新世における火山活
動によって形成された大規模な火山であり，その噴
出物は広範囲に分布し，基盤面の大部分を覆ってい
る。火山体は，古期大山火山体と新期大山火山体の
二つに大別されている。
　古期大山火山体は，基盤岩に接する最も古い部分
で，主にデイサイト質の火山岩（SiO₂ 含有量が高く，
粘性が高い）から構成されている。これにより，溶
岩ドームや火山砕屑岩類（火砕流）を主体とする成
層火山が形成された。
　この古期火山体は矢筈ヶ山（やはずがせん），勝
田ヶ山，船上山などの峯々を構成しており，さらに
その一部または同時代の活動によって形成された
と考えられる火山体には，鍔抜山（つばぬきやま），
鈑戸山（たたらどやま），鍋山，孝霊山（こうれい
やま）などが含まれている。
　一方，新期大山火山体は，古期火山体の上位に発
達し，現在「大山」として知られる弥山を中心とし
た火山体の核を構成している。

　新期火山体も古期と同様にデイサイト質の火山活
動によって形成され，同質の溶岩，火山砕屑岩類，
火砕流からなる成層火山体である 6）。
　このように大山の特有な地質構成と豊かな自然
環境の中で，長い年月をかけて育まれた天然水に
は，注目のミネラルである「天然シリカ」が含ま
れている。
　この水は硬度 20〜 40 程度の軟水で，まろやかで
口当たりがよく，すっきりとした味わいが特徴であ
る。含まれているミネラルのひとつ「シリカ（ケイ
素）」は，体内で生成することができず，加齢とと
もに減少していくとされています。
　そのため，大山の天然水は，毎日の水分補給とと
もに，自然なかたちでシリカを摂取できる理想的な
水として注目されています。

4. おわりに
　大山の水は自然と人の営みの結晶です。その透明
な水が，私たちの喉を潤すだけでなく，心を静かに
満たしてくれるのは，そこに大山の風景，歴史，そ
して人々の思いが宿っているからだと思います。
　この水を守り，伝えていくことは，地域の未来を
育てることでもあります。大山の水が，これからも
変わらず私たちの暮らしに寄り添い続けてくれるよ
う，私たち一人ひとりがその価値を感じ，大切にし
ていきたいものです。

［尾崎 浩一 : アサヒコンサルタント株式会社］

〈参考文献〉
1）　大谷酒造株式会社　https://takaisami.co.jp/　R7.7.31
2）　�鳥取県持続可能な地下水利用協議会（令和 7 年）：鳥取県内の

地下水位モニタリング結果レポート（R05 年度整理結果），p.1
3）　あたらしい日日  https://nichinichi-magazine.com/　R7.9.10
4）　�竹下 浩征・草野 高志・山木 公史・郷津 知太郎（2012 年）：

地質技術　第 2 号，pp.29-30
5）　�鳥取県教育研修センタ－（1989 年）：鳥取県野外学習指導テ

キスト（8），大山とその周辺 1，p.22
6）　�工業技術院 地質調査所（1962 年）：5 万分の 1 地質図幅説明書，

赤碕・大山，pp.18-20

図 1　大山と周辺の地形区分図（一部加筆）5）

https://takaisami.co.jp/
https://nichinichi-magazine.com/
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　石川県立自然史資料館は平成 18 年 5 月に開館し
た自然史の総合資料館です。自然に関する教育普及
活動，標本資料の収集・保管，調査研究などを行っ
ています。常設展示に加え，企画展，特別展が随時
開催されており，各種体験会や観察会も企画されて
います。また，図書室や研修室，小さなお子様向け
の休憩コーナーも設置されており，大人から子供ま
で学べる施設となっています。

○エントランス・ロビー
　（迫力の大型標本がいざなう自然史）
　エントランスに入ると，大きな「森本断層のはぎ
とり標本」が迎えてくれます。翼を広げると 2mも
ある石川県の鳥「イヌワシ」のはく製，「ゾウ」と「ウ
マ」の骨格標本など大物が並びます。
　はぎとり標本は本物の断層面を固めた，約 3m×
3mの大きな標本です。1mも上にずれた断層で，

大きな力でできた大地の割れ目です。約 2000 年前
に，森本断層がマグニチュード 6程度の地震を起こ
した時にできたと考えられています。

○自然たんけん広場（石川の自然を紹介）
　石川の自然を標本や映像で紹介しています。化石・
岩石・鉱物，植物，動物の実物標本をまぢかに観察
できます。さわれる標本のコーナー，顕微鏡や拡大
カメラを使った観察コーナーもあります。

石川県金沢市

石川県立自然史資料館

各地の博物館巡り

外観

はじめに

展示内容

エントランス正面に展示されている断層のはぎとり標本。
本物の断層面を固めた大きな標本です。

旧制第四高等学校（現在の金沢大学）で教育に使われていた「ゾ
ウ」と「ウマ」の骨格標本。

石川県でみられる代表的な石を展示した地質図鑑に加え，植
物や動物の図鑑も展示されています。
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○物理たいけん教室（物理の不思議を体験）
　旧制第四高等学校（現在の金沢大学）で使われて
いた，明治から昭和初期の物理実験機器が 700 点以
上収蔵されています。国内屈指のコレクション数で，
その一部を展示しています。簡単な理科の実験を体
験できるコーナーもあります。

○サンルーム（能登半島沿岸で見つかった
　ダイオウイカの実物標本）
　全長 4.2m，巨大なダイオウイカの液浸標本を展
示しています。2016 年 1 月，能登町赤崎海岸に漂
着した個体（メス）です。全身だけでなく，内臓や
口器，珍しい卵も展示しています。

○企画展と体験コーナー
　常設展示に加え「企画展」や「特別展」も随時開
催されており，地層観察や化石観察会，植物の観察，
採集体験など，子どもから大人まで楽しめる体験講
座や観察会が開催されています。自分の目で見て手
で触れて学べるプログラムは，毎回多くの参加者に
好評とのことです。

ご利用案内

●所在地・連絡先
　〒 920-1147 石川県金沢市銚子町リ 441 番地
　TEL：076-229-3450　FAX：076-229-3460

●開館時間
　午前 9 時～午後 5 時（入館は午後 4 時 30 分まで）
　休館日：年末年始

●入館料
　無料

●アクセス
　�JR 金沢駅からバスで約 40 分，徒歩約 10 分，駐車場完備（大

型バス駐車可，障害者専用駐車場あり）

●ホームページ
　https://www.n-muse-ishikawa.or.jp/

［中部地下開発株式会社　技術・工事グループ 
技術担当課長　鬼頭 雄也］

化石，植物，動物の実物標本展示や顕微鏡や拡大カメラを使っ
た観察コーナー。

明治から昭和初期の物理実験機器の展示と実験体験コーナー。

能登半島に漂着した全長 4.2m 巨大なダイオウイカの液浸標本。

開催中（2025 年 6 月 14 日～ 10 月 5 日）の「歯ッ！」企画
展示の様子。

体験会の様子。野外で地層や化石を観察し，大地の成り立ち
を学びます。
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1. はじめに
　日本は世界でも有数の地震大国であり，それに
伴う津波災害も過去に幾度となく発生してきた。
特に南西諸島に位置する石垣島は，過去に大規模
な津波の被害を受けた記録が残されている。その
痕跡の一つが「津波石」と呼ばれる巨大な岩石で
あり紹介する。

2. 石垣島の津波石とは
　津波石（つなみいし）とは，1771 年の八重山地
震津波（明和の大津波）によって，石垣島の沿岸か
ら内陸部に打ち上げられた巨大な岩石のことです。
　これは自然現象によって生じた「津波による自
然遺産」であり，今も石垣島の複数の場所に点在
しています。
　津波石の中で有名なのが「津波大石（つなみう
ふいし）」である。

・ 大きさ（寸法）
  長径：約 12.8 メートル
  短径：約 10.4 メートル
  高さ：約 5.9 メートル

・ 重さ（推定）
  約 1,000 トンを超えると推定されています

　この巨大な岩石は，もともと海底にあったサン
ゴ石灰岩が，明和の大津波やそれ以前の大規模津
波によって押し上げられ，現在の位置に打ち上げ
られたと考えられています。その規模の大きさは，
当時の津波の圧力と規模の大きさを示す貴重な証
拠となっています。

3. 津波災害（明和の大津波）
　「明和の大津波（めいわのおおつなみ）」は，1771
年（明和 8 年）4 月 24 日（旧暦）に沖縄県の八重
山諸島（特に石垣島・宮古島）を襲った日本史上
最大級の津波災害の一つです。
　地震によって引き起こされ，多くの人命と財産
が失われました。石垣島南東沖約 40km を震源と
するマグニチュード 7.4 程度の地震により発生しま
した。この地震自体の揺れによる被害は少なかっ
たものの，津波が巨大で，複数回にわたって沿岸
を襲い，特に石垣島と宮古島で壊滅的な打撃を受
けました。
　津波による死者・行方不明者は約 11,800 人以上
とされ，内訳は石垣島を中心とする八重山諸島で
約 9,300 人，宮古島を含む宮古諸島で約 2,500 人と
記録されています。被害は沖縄本島には及ばなかっ
たものの，宮古・八重山では村落が流失し，家屋
や農地が破壊され，人口の 3 〜 4 割が死亡する深
刻な被害となりました。
　津波の規模は異常に大きく，石垣島では最大遡
上高 85mという記録があり，宮古島でも 30m以上
と推定されています。このため，海中から巨大な
サンゴ石灰岩「津波石」が内陸に打ち上げられて
おり，現在も津波の威力を示す証拠として残され

津波石と津波防災 －自然の記憶と未来への教訓－

各地の残すべき

地形 地質・

写真 -1　津波大石（つなみうふいし）　遠景
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ています。
　当時の被害状況が記されている，「大波之時各村
之形行書」の冒頭にある「大波揚候次第」には，
こう書かれています。
【八重山諸島には，男女あわせて 28,992 人が住んで
いた。乾隆 36 年卯年辛亥五ツ時分（午前 8 時頃）
に大地震があった。この地震が止んですぐに東の
方で雷のような轟きがあり，まもなく干瀬まで波
が引いて，ところどころ潮が立ったと思ったら，
それが一つにまとまって，東北，東南のほうに大
波が黒雲のように翻り立ち，短い時間に村に三度
も寄せあがった。波は，28 丈，20 丈，15 丈，6丈，
2～ 3 丈の高さで襲い，海にあった石は陸に打ちあ
がって，陸にあった石や大木は根っこから引き流
された】

4. 現代の防災への応用と課題
　現代における津波防災は，ハード面（防潮堤，
避難路，警報システム）とソフト面（避難訓練，

教育，記憶の継承）の両面からアプローチする必
要がある。石垣市では近年，津波石を活用した防
災教育が進められており，小中学校での現地学習
やガイドツアーなどが行われています。
　一方で，島の急速な都市化や観光開発により，
津波石の保存や活用が十分に行われていない場所
もある。観光施設の建設によって津波石が取り壊
された例も報告されており，文化財としての保護
と，地域住民の理解・協力が求められている。
　さらに，防災情報の伝達においても，言語や世
代の壁が存在する。観光客や外国人住民への対応，
若い世代への継続的な教育が不可欠である。これ
らを克服するためには，地元自治体や教育機関，
住民が連携し，「地域に根差した防災文化」の醸成
が重要となる。

5. おわりに
　津波石は，自然が残した「災害の記憶」として，
私たちに多くのことを語りかけている。それは，
単なる過去の痕跡ではなく，未来の命を守るため
の警告であり，教材であり，地域文化の一部でも
ある。これらを正しく理解し，活用していくこと
が次なる災害への備えとして何より重要である。
　津波石を見つめ直すことは，過去から学び，未
来を守るための大切な一歩であると考える。

［株式会社大知企画コンサルタント　森 翼］

〈参考〉
・石垣市役所公式ホームページ
　https://www.city.ishigaki.okinawa.jp/
・石垣島気象台公式ホームページ
　https://www.jma-net.go.jp/ishigaki/

図 -1　明和の大津波震源地

写真 -2　大波之時各村之形行書
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1. はじめに
　本報告では，筆者が研究を行っている京都大学
防災研究所と斜面未災学研究センターについて主
に紹介する。後編（2026 年 4 月号）ではその中で
主に筆者が担当している最近の研究を紹介する予
定である。

2. 京都大学と宇治キャンパス
　京都大学は大きく三つのキャンパス，整備され
た順に吉田キャンパス，宇治キャンパス，桂キャ
ンパスで構成されている。吉田キャンパスは京都
駅の北北東約 5km にあり本部や理学部がある。桂
キャンパスは京都駅の西約 7km にあり，主に工
学部がある。宇治キャンパスは京都駅の南南東約
9km にあり，化学研究所，エネルギー理工学研究所，
生存圏研究所，防災研究所の四つの研究所から構
成される。
　防災研究所がある宇治キャンパスが位置する宇
治市五ヶ庄黄檗駅周辺は，宇治川の右岸に位置し
約 1km 東に黄檗断層が存在する。同断層の活動に
より東側の山は隆起しており，中生代ジュラ紀の
付加体が見られる。例えば京都駅と宇治キャンパ
スの間にある伏見稲荷は千本鳥居で世界的に有名
であるが，千本鳥居の参道脇では美しいはチャー
トの露岩（図 1）を見ることができる。一方，宇治
川の左岸は巨椋池干拓地でのどかな田園風景が広
がっており，中生代の基盤は少なくとも深度 700m
以深と考えられている。したがって，水平距離わ
ずか 5km ほどの区間で，地震基盤の標高は 1km 近
く変わっていることになる（林ほか，2024）。
　宇治市はお茶の生産地として有名であり，お茶

摘みの季節である 5 月には宇治キャンパスの周辺
でも抹茶摘みが盛んである。宇治キャンパスの南
約 2km には世界遺産である平等院や宇治上神社が
あり，その周囲のお茶室では抹茶を楽しむことが
できる。一方で宇治キャンパスの南西約 2km には
任天堂ミュージアムが近年オープンし，特に海外
からの観光客には人気である。
　このように宇治キャンパスの周囲は地質的に興
味深い場所であるとともに，多様な自然と文化の
魅力があふれる地域である。

3. 防災研究所
　宇治キャンパスを本部とする京都大学防災研究所
は，創立以来 70 年余り，災害学理の追求と防災学
の構築に関する総合的研究・教育に取り組んでお
り，約 80 人の教員，約 170 人の技術職員や支援職員，
約 250 人の学生から構成される。図2に示すように，
同研究所は総合防災，地震火山，地盤，大気・水の
四つのグループから構成され，各グループは部門と
これに付属するセンターから構成される。部門は主

京都大学防災研究所（前編）

研究所からの報告

林
はやし

 宏
こういち

一＊

Key Word
防災，未災学，斜面災害，地すべり，モニタリング，せん断試験，
能登半島地震，防災マップ

＊京都大学 防災研究所　斜面未災学研究センター未災情報研究領域

図 1　 伏見稲荷の参道に見られるチャート
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に研究および教育を担当し，センターは研究成果の
社会実装を担当する。
　また，同研究所は実験装置や機器など多くの共同
利用施設を持ち，学外の研究者にも使ってもらって
いる。さらに，全国各地に 15 のフィールド研究拠
点を持ち，現場や地域に密着した研究を行っている。

4. 斜面未災学研究センター
　筆者が所属している斜面未災学研究センターは，
我が国の大学に設置された唯一の，世界的にみても
最古の斜面災害専門の研究ユニットである。同セン
ターは，国民ひとりひとりが「予想される潜在的な
災害リスクやその変化を認知し，災害に対する危機
感を実感したうえで我が事と捉えて未経験の自然災
害に備えること」を目指す新しい概念である未災学
を推進しており，特に斜面災害などの地盤災害に関
する未災学の体系化を目指し，社会における地盤情
報の評価や未災情報の発信を通じて，災害の予測や
防止および防災リテラシーの向上を進めている。
　図 3に，未災の概念を近年一般的になってきた
未病と比較して示す。未病とは，「健康」と「病気」
の中間にある病気ではないが健康でもない状態を指
し，この段階で生活習慣の見直すことなどにより，
重篤な病気への進行を防ぐ予防医療の考え方であ
る。これに対して未災は普段は安全だが災害が起こ
れば危険な地域や状態を指し，災害が発生する前に

将来のリスクを考慮した取り込みを行うことにより
災害を防ぐことを目指す。従来の防災や減災の考え
方に時間軸を加え，現在が未災状態であることを認
識することに力を入れる考え方である。
　同センターは，地盤災害における未災学の確立を
目指して地盤災害に関する多くの研究を進めるとと
もに，災害の発災時などの緊急調査も随時実施して
いる。また，国内・海外の学会などにおいて未災学
に関するセッションを開催する，展示を行う（図 4），
高校などの教育機関や地域のコミュニティーでセミ
ナーを開く，などのアウトリーチも積極的に行って
いる（土井，2025）。
　図 5に斜面未災学研究センターの構成を示す。斜
面未災学研究センターは，斜面モニタリング研究領
域，斜面災害予測研究領域，未災情報研究領域の三
つの研究領域から構成される。
　斜面モニタリング研究領域は，四国中央部に位置
する徳島県三好市の徳島地すべり観測所を拠点に，
地すべりの変動を解明するための調査と観測を行
い，さまざまな計測技術の開発を進めている。三好
市が位置する四国山地は日本有数の地すべり多発地
地帯である。そのため，1960 年代から防災研究所
の地すべり観測研究の前進基地として教員が配置さ

図 2　防災研究所の構成

図 3　未病と未災 図 5　斜面未災学研究センターの構成

図 4　�中国西安で開かれた国際学会における
当センターの展示ブースにおける筆者
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れてきた。現在，本観測所では四国のみならず国内
外において斜面災害の研究を実施するとともに，予
想される南海トラフ巨大地震にともなう斜面災害に
備えた研究や，学生・技術者や市民向けの教育活動

（図 6）も実施している。
　斜面災害予測研究領域は，地すべり現象の実態を
把握し，メカニズムの解明および災害の軽減のため
の研究を行っている。特に降雨や地震による異なる
規模・運動速度を有する地すべりの発生・運動機構
を解明するために，各種のリングせん断試験機（図
7）を開発し設置した。これによって，応力制御・
速度制御両用，排水・非排水，高速せん断実験が可
能である。また，最近では，研究の領域を都市域に
拡大し，地震による宅地盛土斜面の地すべり現象（釜
井， 2019）や考古歴史資料に基づく地すべり災害史
編纂も実施している（釜井，2016）。
　筆者が所属している未災情報研究領域は，地盤の
未災学を実現するための社会実装に向けた研究を実
施し，地盤災害に関する情報発信を進めている。特
に，斜面を中心とした地盤の調査および探査手法の
開発，地盤災害のリスク評価，カスタマイズされた
避難情報の確立と即時発信手段，地盤情報や調査結
果のデータベース化などの研究を行っている。

5. 未災情報研究領域
　以下，未災情報研究領域の最近の研究を紹介する。

・能登半島地震の地盤災害の調査
　2023年の能登半島地震では，地すべりや斜面崩壊，
液状化など多くの地盤災害が発生した。本研究領域
は地震発生以来，何度も被災地を訪れて，国内外の
研究者と協力して地質踏査（図 8），サンプリング，
貫入試験，物理探査など多くの地盤調査を行ってい
る。図 9はこのような調査により明らかになった，
本地震で発生した最大の崩壊である大久保崩壊のメ
カニズムであるが，過去の地すべりの一部が地震に
よって再移動および拡大崩壊したものと推定された

（松澤他，2024）。

・調査手法の開発と調査結果のデータベース化
　地すべりや斜面崩壊，液状化などの地盤災害を予
測し防止するためには，地盤構造を把握する必要が
ある。本研究領域では貫入試験などの原位置試験や
物理探査を用いて地盤の二次元もしくは三次元構
造を求める手法や，これを時間的に連続的して行う
ことにより地盤の変化をリアルタイムでモニタリン
グする手法の開発，および取得したデータのデータ

べース化などを行っている。

・機械学習を用いた広域の地盤構造の推定
　地盤災害の防止や地下空間の有効利用には三次元
的な地盤構造モデルを構築する必要である。本研究
領域では，ボーリングや地質踏査，物理探査などの
地盤調査結果と，地形や地質などの情報を併せて機
械学習を行うことにより，広域の詳細な三次元地盤
モデルを構築する手法を開発している。

・住民参加型防災マップの作製
　従来の土砂災害ハザードマップの欠点を補完する

図 6　�徳島地すべり観測所が実施した市民向けの
巡検で解説する同観測所の山崎准教授

図 7　リングせん断試験機
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ために，地形判読による崩壊危険個所の抽出や，地
域の住民が参加する現地調査（図 10）などを主催
することにより（松澤他，2025），地域の実態を踏
まえた災害時に活用できる防災マップを作成してい
る（図 11）。

6. 後編に向けて
　防災研究所と斜面未災学センターおよび我々が力
を入れている未災学の研究について概要を紹介し
た。後編ではその中で主に筆者が担当している研究
の最近の成果を紹介する。

図 8　�能登半島の斜面災害の被災地で地質踏査を
する未災情報研究領域の松澤准教授
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図 9　大久保崩壊の発生メカニズム（松澤他，2024）

図 10　地域の住民も参加した貫入試験の実施

図 11　作成した防災マップ認知度の男女差を調べた例
　　　（松澤・白鳥，2025）
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地質調査技士資格検定試験 受験資格の変更
（令和 8 年度適用開始）

　地質調査技士資格検定試験は，ボーリング現場における安全確保の重要性を踏まえ，安全教育を修
了した方をより適切に評価することを目的に受験資格等を下記の通り変更しました。
　本制度の導入により，現場技術者の安全意識が高まり，安心して業務に取り組める環境づくりの一
助となり，さらに若手技術者の早期キャリア形成につながることを期待しております。

【対象】
　対象部門：現場調査部門
　適用開始時期：令和 8 年度（2026 年度）

【受験資格の変更点】
　旧：ボーリング関連機器を操作する実務経験が 5 年以上
　新：１ ボーリング関連機器を操作する実務経験が 5 年以上
　　　２ 「安全教育等」の①～⑥をすべて修了した方は，実務経験が 3 年以上

【加点制度の変更点】
　旧：１ 指定講習会の受講状況に応じて加点
　　　２ 実務経験年数に応じて加点
　新：１ 指定講習会の受講状況に応じて加点
　　　２ 実務経験年数に応じて加点
　　　３ 「安全教育等」の①⑥の保有資格に応じて加点※

【安全教育等】（厚生労働所管の特別教育または技能講習）
　①ボーリングマシン運転者
　②足場等組立・解体（作業者 または 作業主任者）
　③不整地運搬車（最大積載量 1t 未満 または 1t 以上）
　④小型移動式クレーン運転（最大吊上荷重 1t 未満 または 1t 以上）
　⑤玉掛け（つり上げ荷重 1t 未満 または 1t 以上）
　⑥フルハーネス型墜落制止用器具

　　※加点内容：①＝ 5 点，②～⑥＝各 1 点 （すべて保有で最大 10 点）
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　今年度の検定試験は，7 月に全国 10 会場で実施し，９月には合格発表を行いました。
各検定試験の実施結果は次の通りです。

【応用地形判読士，地質リスク・エンジニア】
　今年度の検定試験は，下記の日程で実施いたしました。

　応用地形判読士資格検定試験：
　　　試　験　日：令和 7 年 10 月 11 日（土）
　　　試験会場：連合会館（東京都千代田区）
　　　受験者数：（申込人数）60 人
　　　合格発表：令和 8 年 2 月 24 日

　地質リスク・エンジニア認定試験：　
　　　試　験　日：令和 7 年 10 月 17 日（金）
　　　試験会場：飯田橋レインボービル（東京都新宿区）
　　　受験者数：（申込人数）25 人
　　　合格発表：令和 8 年 2 月 27 日

令和７年度 全地連資格検定試験の実施結果について

■試　験　日：令和 7 年 7 月 12 日（土）
■試験会場：全国 10 会場　　札幌，仙台，新潟，東京，名古屋，大阪，広島，高松，福岡，沖縄
■受験者数及び合格者数：

（ご参考：令和 8 年度の試験日程（予定））　
・地質調査技士　　　　　 　 7 月 11 日 　全国 10 会場にて実施予定
・地質情報管理士　　　　 　 7 月 11 日 　全国 10 会場にて実施予定
・応用地形判読士　　　　　10 月 10 日 　東京にて実施予定
・地質リスク・エンジニア　10 月 16 日 　東京にて実施予定

資格検定試験 受験者数 合格者数

①地質調査技士

現場調査部門 370 名 140 名　

現場技術・管理部門 935 名 266 名　

（合計） 1305 名 406 名　

②地質情報管理士 145 名 45 名　
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　毎年，多くの方々にご参加を頂いております全地連技術フォーラムにつきまして，令和 7 年度は下
記のとおり開催いたしました。

　今回のフォーラムでは，「防災・減災，国土強靭化を担う地質調査業」～阪神・淡路大震災から 30
年～をメインテーマに，地元「（一社）東北地質調査業協会」の全面的な協力と，国土交通省東北地方
整備局，山形県，山形市の後援および国立研究開発法人土木研究所の協賛を得て，多くの方々にご参
加いただきました。
　初日の特別講演会は，山本 巧氏（内閣官房国土強靱化推進室）に「国土交通行政に関する最近の動
向について」とのテーマで，本年 6 月に法定計画として策定された「第 1 次国土強靱化実施中期計画」
の概要，その前身となる「防災・減災，国土強靱化のための 5 か年加速化対策」等のこれまでの取組
の効果，地⽅公共団体や⺠間（企業・地域等）における強靱化の取組などについて紹介がありました。
　技術発表会には，山形大学の本山教授から「ここ数年の東北地⽅での災害とその対応について」の
基調講演のほか，若手技術者を中心に全国から 140 編の発表があり，活発な情報の共有・交換が行わ
れました。今回の優秀技術発表者賞には，別表に示す，各セッションから選抜された 24 名が受賞され
ました。展示会には 24 団体からの展示があり，展示団体による 15 分間のショートプレゼンテーショ
ンも行われました。
　参加者人数は，関係者含め，山形県内外より 630 余名にご参加いただきました。

第 36 回　全地連「技術フォーラム 2025」山形　開催概要

全地連「技術フォーラム2025」の開催結果について

　■主　　催：一般社団法人全国地質調査業協会連合会
　■協　　力：一般社団法人東北地質調査業協会
　■協　　賛：国立研究開発法人　土木研究所
　■開催日程：令和 7 年 9 月 11 日（木）～ 9 月 12 日（金）2 日間
　■開催場所：山形テルサ，ホテルメトロポリタン山形 （山形県山形市）

「応用地形判読」基礎技術講習会の開催結果
　応用地形判読の基本をマスターしていただき，実際の業務に役立てていただくことを目的に，今年 7
月 1 日（東京）に，「応用地形判読基礎講習会」を開催いたしました。初年度にもかかわらず 24 名の
方にご参加いただき，大変ご好評をいただきました。次年度以降も，内容をさらに充実させて実施す
る予定です。
　講義内容は以下の通りです。

1．	  9:30 ～ 12:10	 応用地形判読の基礎（基礎編：平野，山地）

2．	13:15 ～ 14:15	 専門家は地形図のどこを見ているか

3．	14:30 ～ 16:30	 応用地形判読の基礎（応用編：R6 年実技試験の地形を読む）
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全地連「技術フォーラム 2025」山形 優秀技術発表者賞 受賞者一覧

（ご参考：令和 8 年度の開催予定）　
　「技術フォーラム 2026」　開催地：岐阜市　開催日：令和 8 年 11 月 9 日（月）～ 10 日（火）２日間

「発注者・若手技術者が知っておきたい
地質調査実施要領」解説講習会の開催結果
　本講習会は，以下の開催概要に示す通り今年 11 月に開催いたしました。
　講習会は，令和 7 年 3 月に発刊しました『発注者・若手技術者が知っておきたい 地質調査実施要領』
をテキストとしており，本テキストの執筆や講習会の講師は全地連の執筆担当者が対応いたしました。
また，講習会では，地質調査の計画，業務仕様の作成，積算・発注，地質調査業務実施の要点など全
体像を解説いたしました。

＜開催概要＞
　共　　催：（一財）経済調査会，（一社）全国地質調査業協会連合会
　後　　援：（国研）土木研究所，（一社）日本地質学会
　開催日時：【大阪会場】　令和 7 年 11 月 12 日（水）　10：00 ～ 17：00
　　　　　　　　　　　　新梅田研修センター（大阪市福島区）
　　　　　　【東京会場】　令和 7 年 11 月 18 日（火）　10：00 ～ 17：00 
　　　　　　　　　　　　AP 市ヶ谷（東京都千代田区）
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「道路防災点検技術者講習会」の開催結果
　今年は，道路防災点検技術者講習会を全国 4 か所で 5 回開催いたしました。また，参加者数は合計
で約 550 名にご参加いただきました。

地区名 開催地 日　程 会　場

関　東 東京 1 6 月 20 日（金） 連合会館／ 2F 大会議室

中　国 広　島 9 月 19 日（金） 広島国際会議場／ひまわり

関　西 大　阪 9 月 26 日（金） 天満研修センター／ 3F ホール

九　州 福　岡 10 月  3  日（金） 福岡県中小企業振興センター／ 2F ホール

関　東 東京２ 11 月 14 日（金） 連合会館／ 2F 大会議室

令和 7 年度道路防災点検技術者講習会実施会場一覧

全国標準積算資料（土質調査・地質調査）
令和７年度版の発行について

　全地連では，今年 6 月 20 日に「全国標準積算資料（土質調査・地質調査） 令和 7 年度改訂歩掛版」
を発行しました。昭和 40 年の初版発行から今回が第 15 回目の改訂となります。
　今回の改訂は“小改訂”の位置づけではありますが，下記の通り様々な項目で改訂を実施いたしま
した。
　地質調査業務の成果品質や現場の安全性などを確保するためにも，適切な積算に向けて積算資料を
活用いただければと存じます。

【令和 7 年度改訂歩掛版の主な改訂点】
　◇ 令和７年度改訂歩掛版は，令和５年度版に続く改訂版として発行
　　 正誤表を反映し質問の多い箇所の記述を修正，実勢に合わせて積算体系及び歩掛を見直し
　◇ 機械等損料を，実勢価格の変化，企業実態に合わせて改定
　◇ 安全衛生対応・熱中症対策を含め，施工管理費の対象を明確化し，施工管理費率の見直し
　◇ 標準歩掛の数量や補正係数等の見直し
　◇ ボーリング調査深度による能率補正を実勢に合わせて見直し
　◇ JIS・地盤工学会基準との整合性を図るための改訂
　◇ 第Ⅳ編探査・計測・試験に，新たに「５章 DX による新たな地質調査」を新設
　◇ 第Ⅴ編土壌・地下水汚染調査を，大幅改訂
　◇ 受発注者間で課題となっていた，「コア箱保管・廃棄費」の歩掛を新設
　◇ 積算の簡便化に向けた見直し， 積算資料利用者からのご意見を踏まえた各種見直し
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　地質リスクマネジメントの実務に取り組もうとする技術者を対象に，下記の通り講習会を開催いた
しました。また，本講習会は，2025 年度「地質リスク・エンジニア認定試験」の受験者向け事前講習
も兼ねており，一般申込者を含めた参加者数の合計は合計 45 名となりました。

「地質リスク実務講習会」開催結果

　■主　　催：一般社団法人 全国地質調査業協会連合会
　■開催期間：令和 7 年 9 月 17 日（水）～令和 7 年 10 月 31 日（金）
　■開催形式：オンデマンドによる動画配信形式
　■参加対象：①全地連会員企業に従事する地質調査の技術系社員
　　　　　　　②地質リスク・エンジニア認定試験 2025 年度受験申込者
　■プログラム：①地質リスクマネジメントの基本（60 分間）
　　　　　　　②地質リスク評価のための新技術および技術者倫理 （40 分間）
　■講　　師：全地連 地質リスクマネジメント委員会 委員
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印刷物・Web 上等に本誌記事を掲載する
場合は，一般社団法人全国地質調査業協
会連合会に許可を受けてください。

　地質調査の魅力は，未知の事象を情報によって解き明かす面白さにあります。必要な情報を収集・分析し，予測を立

てたうえで実測により妥当性を確認，矛盾があれば新たな仮説を構築し，最適な手法で検証します。これは情報の利活

用そのものであり，類似地形・地質や現象の情報を組み合わせることで，リスクを精度高く予測し，合理的な解釈が可

能になります。基礎データを意図的に集積し，初期段階でハザードを把握できれば，実測ポイントが明確になり，新た

な手法の研究開発にもつながります。生成 AI は地質・建設コンサルとの親和性が高く，積極的に活用すべき仕組みです。

通巻 166 号「地質と調査」は，大西先生ら執筆者の方 と々生成 AI の活用について協議を重ねて作成しました。本稿が，

災害対応や事故予防を含む地質調査業務における生成 AI 活用の一助となれば幸いです。

　最後になりますが，ご多忙の中，本小特集にご賛同いただき，ご執筆いただきました皆様に，心より感謝申し上げます。

（2025 年 11 月　谷川記）
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標準貫入試験の

安全対策

➤➤労働安全衛生規則➤➤
第563条より抜粋・要約

足場における高さ２㍍以上の作業場所には
作業床を設けなければならない。

▶高さ85㌢以上の手すり

▶高さ35㌢~50㌢の間に中桟

▶作業床の幅は40㌢以上

▶物体の落下防止装置として

　高さ10㌢以上の巾木
　　　　　　　

　　　　　　　※巾木はオプション

140秒で組み立てられる安全デッキ

ゆるまないと評判のガイドロッド

されました

ステージフックを標準装備にして

さらに取付が楽になりました
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生成AIは土木事業を変える

大西 有三
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